
議案３３－１ 

 

第３３号議案  

 

久留米市社会教育委員の委嘱について  

 

上記の議案を提出する。  

 

令和 元 年６月 ２ １日  

教 育 長  大  津  秀  明  

 

提案理由  

久留米市社会教育委員の 辞任に伴い、後任の委員を委嘱しようとす

るものである。  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議案３３－２ 

 

久留米市社会教育 委員の委嘱について  

 

社 会 教 育 法（ 昭 和 ２ ４ 年 法 律第 ２ ０ ７ 号 ） 第 １５ 条 第 ２ 項 に よ り 、

下記の者を久留米市社会教育 委員に委嘱 する。  

 

記  

 

区   分  氏   名  所   属  任   期  

学 校 教 育

関係 者  
江 口
え ぐ ち

 や よ み  久留米市小学校長会  

令和元 年７月１日から  

令 和 ２ 年 １ １ 月 ３ ０ 日

まで  

社 会 教 育

関係 者  

深 山
ふ かや ま

 和 義
か ずよ し

 久留米市校区まちづくり連絡協議会 

令和元年７月１日から  

令 和 ２ 年 １ １ 月 ３ ０ 日

まで  

平 木
ひ ら き

 健
け ん

悟
ご

 
久留米市小・中学校ＰＴＡ連合

協議会 

令和元年７月１日から  

令 和 ２ 年 １ １ 月 ３ ０ 日

まで  

学 識 経 験

者  
南 島
な じ ま

 成 司
じ ょう じ

 久留米市議会議員  

令和元年７月１日から  

令 和 ２ 年 １ １ 月 ３ ０ 日

まで  

 

 



議案３３－資料 1 

久留米市社会教育委員新旧対照表 

 

※新任委員 

◎久留米市民生委員児童委員協議会所属の委員については、任期が平成３１年

２月１日～令和３年１月３１日。 

 

 

区 分 

旧名簿 新名簿（R１.７.１～） 

氏  名 所   属 氏  名 所   属 

学校教育関係者 樋
ひ

口
ぐち

 恵
けい

子
こ

 久留米市小学校長会 ※江口
え ぐ ち

 やよみ 久留米市小学校長会 

 

社会教育関係者 寺
てら

﨑
さき

 眞
まこと

 
久留米市校区まちづく

り連絡協議会 ※深山
ふかやま

 和義
かずよし

 
久留米市校区まちづくり

連絡協議会 

大久保
お お く ぼ

 康
やす

博
ひろ

 
久留米市子ども会 

連合会 大久保
お お く ぼ

 康
やす

博
ひろ

 
久留米市子ども会 

連合会 

永松
ながまつ

 千枝
ち え

 
久留米市女性の会 

婦人会連絡協議会 永松
ながまつ

 千枝
ち え

 
久留米市女性の会 

婦人会連絡協議会 

高栁
たかやなぎ

 美加
み か

 
久留米市小・中学校 

PTA 連合協議会  ※平木
ひ ら き

 健
けん

悟
ご

 
久留米市小・中学校 

PTA 連合協議会  

佐藤
さ と う

 光義
みつよし

 久留米市体育協会 佐藤
さ と う

 光義
みつよし

 久留米市体育協会 

家庭教育関係者 稲
いな

益
ます

 英子
ひ で こ

 
久留米市民生委員 

児童委員協議会 ◎稲
いな

益
ます

 英子
ひ で こ

 
久留米市民生委員 

児童委員協議会 

 

学識経験者 石井
い し い

 秀夫
ひ で お

 久留米市議会議員 ※南島
な じ ま

 成司
じょうじ

 久留米市議会議員 

江村
え む ら

 理奈
り な

 久留米大学 江村
え む ら

 理奈
り な

 久留米大学 

椎
しい

山
やま

 克
かつ

己
み

 久留米信愛短期大学 椎
しい

山
やま

 克
かつ

己
み

 久留米信愛短期大学 



議案３３－資料２ 
 

○社会教育法（抜粋）  

(昭和二十四年六月十日 ) 

(法律第二百七号 ) 

 

（社会教育委員の設置） 

第十五条 都道府県及び市町村に社会教育委員を置くことができる。 

２ 社会教育委員は、教育委員会が委嘱する。 

第十七条 社会教育委員は、社会教育に関し教育委員会に助言するため、次の職務を行う。 

一 社会教育に関する諸計画を立案すること。 

二 定時又は臨時に会議を開き、教育委員会の諮問に応じ、これに対して、意見を述べる

こと。 

三 前二号の職務を行うために必要な研究調査を行うこと。 

（社会教育委員の委嘱の基準等） 

第十八条 社会教育委員の委嘱の基準、定数及び任期その他社会教育委員に関し必要な事

項は、当該地方公共団体の条例で定める。この場合において、社会教育委員の委嘱の基準

については、文部科学省令で定める基準を参酌するものとする。 

 

 

 

○久留米市社会教育委員条例（抜粋）  

昭和 36 年 4 月 1 日  

久留米市条例第 11 号  

 

(目的及び設置 ) 

第 1 条  社会教育法 (昭和 24 年法律第 207 号 )第 15 条の規定により、社会教

育委員 (以下「委員」という。 )を置く。  

(定数 ) 

第 2 条  委員の定数は、 10 人以内とする。  

(委員 ) 

第 3 条  委員は、学校教育及び社会教育の関係者、家庭教育の向上に資する

活動を行う者並びに学識経験のある者の中から、教育委員会が委嘱する。  

２  委員の任期は、 2 年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任

期間とする。  
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議案３４－１ 

第３４号議案  

 

久留米市城島ふれあいセンター運営委員会委員の任命又  

は委嘱について  

 

上記の議案を提出する。  

 

令和 元 年６月 ２ １日  

教 育 長  大  津  秀  明  

 

提案理由  

 久 留 米 市 城 島 ふ れ あ い セ ン タ ー 運 営 委 員 会 委 員 の 任 期 満 了 に 伴 い、

後任の委員を任命又は委嘱しようとするものである。  

 

 

 

 

 

  



議案３４－２ 

久 留 米 市 城島 ふれあいセンター運営委員会委員の任命 又  

は委嘱について  

 

久留米市城島 ふれあいセンター運営委員会規則（平成１７年久留米

市教育委員会規則第３５号）第３条の規定により、下記の者を久留米

市城島ふれあいセンター運営委員会委員に任命又は委嘱する。  

 

記  

 



氏
し

  名
めい

所   属 氏
し

  名
めい

所   属

小野
お の

　里江
さ と え

城島町保育園連盟 小野
お の

　里江
さ と え

城島町保育園連盟

江上
え がみ

　和子
か ず こ

グループ野火 江上
え がみ

　和子
か ず こ

グループ野火

熊谷
くまがい

　明
あきら クラシックギター

サークル 熊谷
くまがい

　明
あきら クラシックギター

サークル

西山
にしやま

　浩一
こういち

天文台ボランティア 西山
にしやま

　浩一
こういち

天文台ボランティア

蒲池
か ま ち

　稔
みのる

天文台ボランティア 蒲池
か ま ち

　稔
みのる

天文台ボランティア

濵邊
は まべ

　美樹
み き

天文台ボランティア ※波多
は た

　英
ひで

寛
ひろ 熊本大学大学院

先端科学研究部

原
はら

　　学
まなぶ

久留米市議会 原
はら

　　学
まなぶ

久留米市議会

佐藤
さ と う

　直子
な お こ

城島町小中学校長会 佐藤
さ と う

　直子
な お こ

城島町小中学校長会

平塚
ひらつか

　宏子
ひ ろ こ

城島町小中学校長会 ※楢橋
ならはし

　閲
えつ

子
こ

城島町小中学校長会

江頭
えがしら

　修志
しゅうじ 城島地域校区

まちづくり連絡会議 ※榎本
えのもと

　満久
みつひさ 城島地域校区

まちづくり連絡会議

吉松
よしまつ

　由季子
ゆ き こ 久留米市城島町

ＰＴＡ連絡会 ※千代
ち よ

島
じま

　賢
けん 久留米市城島町

ＰＴＡ連絡会

中園
なかぞの

　サヨ子
こ 福岡大城農業

協同組合 ※佐藤
さ と う

　理恵子
り え こ 福岡大城農業

協同組合

下浜
しもはま

　慶子
け い こ

久留米南部商工会 ※今村
いまむら

　昭代
て る よ

久留米南部商工会

田中
た な か

　美子
よ し こ

勤労女性代表 田中
た な か

　美子
よ し こ

勤労女性代表

白谷
しらたに

　由紀子
ゆ き こ 久留米市男女

平等推進センター ※酒井
さ か い

　香
かおり 久留米市男女

平等推進センター

井上
いのうえ

　和憲
かずのり

久留米市労政課 ※草野
く さ の

　幸洋
ゆきひろ

久留米市労政課

※は新任委員

区分

久留米市城島ふれあいセンター運営委員会委員新旧対照表

旧  名　簿

センターの利用者

天体に深い関心と
知識を持つ者

新  名　簿（R1.7.1～）

議案３４－資料１

学識経験者

その他教育委員会が
必要と認める者

(1)

(2)

(3)

(4)



議案３４－資料２ 

○久留米市城島ふれあいセンター運営委員会規則(抜粋) 

平成２７年４月１日 

久留米市教育委員会規則第３５号 

 

(趣旨) 

第 1 条 この規則は、久留米市城島ふれあいセンター条例(平成 16 年久留米市条例第 112

号。以下「条例」という。)第 13 条第 1 項の規定により置かれた久留米市城島ふれあいセ

ンター運営委員会(以下「委員会」という。)について必要な事項を定めるものとする。 

(所掌事務) 

第 2 条 委員会は、久留米市城島ふれあいセンター(以下「センター」という。)の円滑な運

営を図るため、次に掲げる事項について審議するものとする。 

(1) センターの運営及び事業の企画実施に関する事項 

(2) センターの利用及び利用促進に関する事項 

(3) その他特に必要と認める事項 

(委員) 

第 3 条 委員会の委員は、次に掲げる者のうちから久留米市教育委員会(以下「教育委員会」

という。)が任命し、又は委嘱する。 

(1) センターの利用者 

(2) 天体に深い関心と知識を持つ者 

(3) 学識経験者 

(4) その他教育委員会が必要と認める者 

 

 

 

○久留米市城島ふれあいセンター条例(抜粋) 

平成１６年１２月２８日 

久留米市条例第１１２号 

(運営委員会) 

第 15 条第 13 条 センターの円滑な運営を図り、必要な事項を審議するため、センターに

久留米市青少年ふれあいセンター運営委員会久留米市城島ふれあいセンター運営委員会(以

下「委員会」という。)を置く。 

2 委員会は、委員 20 人以内をもって組織する。 

3 委員の任期は 2 年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場合における補欠委員

の任期は、前任者の残任期間とする。 
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議案３５－１ 

 

第３５号議案  

 

久 留 米 市 生涯学習センター運営委員会委員 の任命又は 委嘱  

に つ い て  

 

上記の議案を提出する。  

 

令和 元 年６月 ２ １日  

教 育 長  大  津  秀  明  

 

提案理由  

久 留 米 市 生 涯 学 習 セ ン タ ー 運 営 委 員 会 の 新 設 に 伴 う 委 員 を 任 命 又

は委嘱、及 び 委 員 の 任期満了に伴い 後任の委員を任命又は 委嘱しよう

とするものである。  

  

 



議案３５－２ 

久留米市生涯学習センター運営委員会委員の任命又は委嘱につい  

て  

 

久留米市生涯学習センター運営委員会規則（平成１３年久留米市教育委員会

規則第３号）第４条により、下記の者を久留米市生涯学習センター運営委員会

委員に任命又は委嘱する。  

記  

 

区 分 氏 名 所  属 任 期 

(1)センターの利用

者 

川島
かわしま

 芳子
よ し こ

 久留米市生涯学習センター利用者

の会 

令和元年７月１日か

ら 

令和３年６月３０日

まで 

 

木下
きのした

 等
ひとし

 久留米市生涯学習センター利用者

の会 

(2)社会教育の関係

者 

鳥越
とりごえ

 忠
ただ

廣
ひろ

 
久留米市校区まちづくり連絡協

議会 

龍 頭
りゅうとう

 京子
きょうこ

    久留米市子ども会連合会 

池田
い け だ

 博子
ひ ろ こ

 
久留米市女性の会婦人会連絡協

議会 

武藤
む と う

 鈴子
す ず こ

 
久留米市小・中学校ＰＴＡ連合協

議会 

田中
た な か

 小百合
さ ゆ り

 
久留米市小・中学校ＰＴＡ連合協

議会 

諸石
もろいし

 壽人
ひ さ と

 久留米連合文化会 

別府
べ っ ぷ

 正宏
まさひろ

 
社会福祉法人 

久留米市社会福祉協議会 

藤木
ふ じ き

 和歌子
わ か こ

 
久留米男女共同参画推進 

ネットワーク 

矢野
や の

 邦彦
くにひこ

 福岡県教育庁北筑後教育事務所 

(3)学校教育の関係

者 

目
め

野
の

 美紀
み き

 久留米市小学校長会 

坂井
さ か い

 豊
ゆたか

 久留米市中学校長会 

(4)学識経験者 佐藤
さ と う

 晶二
しょうじ

 久留米市議会議員 

菊竹
きくたけ

 章
しょう

剛
ごう

 
特定非営利活動法人 

久留米音楽協会 

(5)その他教育委員
会 が 必 要 と 認 め る
者 

堀田
ほ っ た

 富子
と み こ

 
久留米市男女平等推進センター

利用者連絡協議会 



議案３５－３ 

久留米市野中生涯学習センター運営委員会委員の任命又は委嘱に  

ついて  

 

久留米市生涯学習センター運営委員会規則第４条により、下記の者を久留米

市野中生涯学習センター運営委員会委員に任命又は委嘱する。  

 

記  

 

 

区 分 氏 名 所  属 任 期 

(1)セ ン タ ー の 利

用者 
田中
た な か

 さち子
こ

 
野中生涯学習センター登録団体 

合唱団「燦々」 

令和元年７月１日か

ら 

令和３年６月３０日

まで 

 

河津
か わ づ

 宏美
ひ ろ み

 
野中生涯学習センター登録団体 

ＴＥＡＭ アンマー 

明木
あ け ぎ

 美一
よしかず

 
野中生涯学習センター登録団体 

りんどうの会 

(2)社 会 教 育 の 関

係者 

龍 頭
りゅうとう

 京子
きょうこ

 久留米市子ども会連合会 

佐藤
さ と う

 光義
みつよし

 （公財）久留米市体育協会 

(3)学 校 教 育 の 関

係者 
坂井
さ か い

 豊
ゆたか

 久留米市中学校長会 

(4)学識経験者 
南島
な じ ま

 成司
じょうじ

 久留米市議会議員 

藤村
ふじむら

 やよい 久留米信愛短期大学 

(5)その他教育委

員会が必要と認

める者 
渕上
ふちがみ

 三郎
さぶろう

 
久留米市子ども未来部青少年育

成課 



議案３５－４ 

久留米市田主丸生涯学習センター運営委員会委員の任命  

又は委嘱について  

 

久留米市生涯学習センター運営委員会規則第４条により、下記の者

を久留米市田主丸 生涯学習センター運営委員会委員 に任命又は委嘱

する。  

 

記  

 

区   分  氏   名  所   属  任期  

(1)セ ン タ ー

の利用者  
千 代 田
ち よ だ

 一
かず

祥
よし

 田主丸町文化協会  

令 和 元 年 ７ 月 １ 日 か

ら  

令 和 ３ 年 ６ 月 ３ ０ 日

まで  

古 賀
こ が

 亮
りょう

治
じ

 
田 主 丸 地 区 民 生 委 員 ・

児童委員協議会  

(2) 社 会 教

育 の 関 係

者  

上 村
うえむら

 隆 則
たかのり

 
田 主 丸 地 域 校 区 ま ち づ

くり振興会連絡会議  

原 田
は ら だ

 弘 子
ひ ろ こ

 
久 留 米 市 １ ブ ロ ッ ク 小

中ＰＴＡ協議会  

小 西
こ に し

 裕 也
ひ ろ え

 
久 留 米 市 ス ポ ー ツ 推 進

委員連絡協議会  

上 村
うえむら

  好
よしみ

 田主丸体育振興協会  

小 林
こばやし

 整 子
せ い こ

 田主丸町商工会  

山 下
やました

 イ セ 子
い せ こ

 
田 主 丸 町 地 域 婦 人 会 連

絡協議会  

(3) 学 校 教

育 の 関 係

者  

田 口
た ぐ ち

 聡 子
さ と こ

 
田 主 丸 事 務 所 管 内 小 ・

中学校長連絡会  

(4) 学 識 経

験者  
堺
さかい

 太 一 郎
た い ち ろ う

 久留米市議会議員  

 



議案３５－５ 

久留米市北野生涯学習センター運営委員会委員の任命又  

は委嘱について  

 

久留米市生涯学習センター運営委員会規則 第４条により、下記の者

を久留米市北野生涯学習センター運営委員会委員に任命又は委嘱す

る。  

記  

区  分  氏  名  所  属  任    期  

(1)セ ン タ ー

の利用者  

石 田
い し だ

 和 宏
か ずひ ろ

 

男性料理「オニオン」  

ギターアンサンブル「ダ・カ

ーポ」  

囲碁部（久留米市北野町文化

協会）  

令和元年７月１日  

から  

令 和 ３ 年 ６ 月 ３ ０

日まで  

樋 口
ひ ぐ ち

 恵 子
け い こ

 
着付けサークル「麻の葉会」 

茶道サークル「香和会」  

脇 田
わ き だ

 篤
あつし

 北野保存太鼓「轍」代表  

横 山
よ こや ま

 里 香
り か

 

「デザイン書道」サークル講

師  

「子ども書道」サークル講師  

(2)社 会 教 育

の関係者  楢 原
な らは ら

 福 美
ふ く み

 
弓 削 校 区 ま ち づ く り 振 興 会

会長  

野 口
の ぐ ち

 豊
と よ

敬
た か

 
弓 削 校 区 ま ち づ く り 振 興 会

事務局長  

薙
な ぎ

野
の

 敏 光
と しみ つ

 
久 留 米 市 北 野 町 文 化 協 会 会

長  

永 松
な がま つ

 千 枝
ち え

 久留米市北野女性の会会長  

行 徳
ぎょうとく

 ノ リ子
こ

 
北 野 町 老 人 ク ラ ブ 連 合 会 女

性部長  

(3)学 校 教 育

の関係者  
内 田
う ち だ

 隆
りゅう

次
じ

 北野中学校校長  

野 口
の ぐ ち

 孝
こ う

伯
は く

 北野小学校校長  

床
と こ

嶋
し ま

 弘 子
ひ ろ こ

 北野中学校ＰＴＡ 書記  

岡
お か

 奈
な

央
お

美
み

 北野小学校ＰＴＡ副会長  

(4)学 識 経 験

者  南 島
な じ ま

 成 司
じ ょう じ

 久留米市議会議員  



議案３５－５ 

 



議案３５－６ 

久留米市城島生涯学習センター運営委員会委員の任命又  

は委嘱について  

 

久留米市生涯学習センター運営委員会規則第４条により、下記の者

を久留米市城島生涯学習センター運営委員会委員に任命又は委嘱す

る。  

 

記  

 

区   分  氏   名  所   属  任   期  

(1) セ ン タ ー

の利用者  

小 野
お の

 里
さ と

江
え

 城島町保育園 連盟  

令 和 元 年 ７ 月 １ 日

から  

令 和 ３ 年 ６ 月 ３ ０

日まで  

重 松
し げま つ

 幸
ゆ き

登
と

 久留米南部商工会  

佐 藤
さ と う

 理 恵 子
り え こ

 
福 岡 大 城 農 業 協 同 組

合  

(2) 社 会 教 育

の関係者  

境
さかい

 二 三 子
ふ み こ

 城島文化協会  

執 行
し ぎょ う

 洋 子
よ う こ

 城島文化協会  

納 戸
の と

 圓 子
ま ど か

 
城 島 町 老 人 ク ラ ブ 連

合会  

千 代
ち よ

島
じ ま

 賢
け ん

 
久留米市城島町ＰＴ  

Ａ連絡会  

(3) 学 校 教 育

の関係者  
目
め

野
の

 美 紀
み き

 城島小中学校長会  

吉
よ し

﨑
ざ き

 隆 一
りゅういち

 城島地域幼稚園  

(4) 学 識 経 験

者  
池 口
い けぐ ち

  隆
たかし

 
城 島 地 域 校 区 ま ち づ

くり連絡会議  

市 川
い ちか わ

 廣 一
こ うい ち

 久留米市議会 議員  

(5) そ の 他 教

育 委 員 会 が

必 要 と 認 め

る者  

 

山 下
や まし た

 士
し

功
こ う

 教育部城島事務所  



議案３５－６ 

 



議案３５－７ 

久 留 米 市 三潴 生涯学習センター運営委員会委員の任命又  

は委嘱について  

 

久留米市生涯学習センター運営委員会規則第４条により、下記の者

を久留米市三 潴 生涯学習センター運営委員会委員に任命又は委嘱す

る。  

記  

区  分  氏  名  所  属  任    期  

(1)セ ン タ ー

の利用者  原 武
は らた け

 千 津 子
ち づ こ

 三潴文化協会  

令和元年７月１日

から  

令和３年６月３０

日まで  

内 田
う ち だ

 す な を  三潴文化協会  

寺 崎
て らさ き

 文 子
ふ み こ

 三潴文化協会  

平 尾
ひ ら お

 光
み つ

位
の り

 三潴文化協会  

渡 邉
わ たな べ

 美 也 子
み や こ

 

三 潴 町 レ ク リ エ ー シ ョ ン 協

会  

(2)社 会 教 育

の関係者  大 津
お お つ

 静 生
し ず お

 

三潴町小中学校  

父母教師会連絡会  

(3)学 校 教 育

の関係者  
山 口
や まぐ ち

 登
と

志 雄
し お

 久留米市立三潴中学校長  

江 口
え ぐ ち

 や よ み  久留米市立西牟田小学校長  

(4)学 識 経 験

者  
田 中
た な か

 良 介
りょうすけ

 久留米市議会議員  

田 中
た な か

 俊
と し

博
ひ ろ

 元久留米市代表監査委員  

(3)学 校 教 育

の関係者  
山 下
や まし た

 和 代
か ず よ

 三潴体育振興協会  

田 中
た な か

 國 比
く に ひ

古
こ

 犬塚校区まちづくり振興会  

古 賀
こ が

 文
ふ み

雄
お

 三潴校区まちづくり振興会  

田 川
た が わ

 英 和
ひ でか ず

 

西 牟 田 校 区 ま ち づ く り 振 興

会  

吉 武
よ した け

 富 男
と み お

 

三潴地区民生委員・  

児童委員協議会  



議案３５－７ 

 



議案３５―資料１ 

久留米市生涯学習センター運営委員会委員新旧対照表 

 

区 分 
旧 名 簿 新 名 簿 

氏 名 所  属 氏 名 所  属 

(1)センター

の利用者 川島
かわしま

 芳子
よ し こ

 
久留米市生涯学習センタ

ー利用者の会 
川島
かわしま

 芳子
よ し こ

 
久留米市生涯学習センタ

ー利用者の会 

木下
きのした

 等
ひとし

 
久留米市生涯学習センタ

ー利用者の会 
木下
きのした

 等
ひとし

 
久留米市生涯学習センタ

ー利用者の会 

(2)社会教育

の関係者 濱田
は ま だ

 久喜
ひ さ き

 
久留米市校区まちづくり

連絡協議会 
※鳥越

とりごえ

 忠
ただ

廣
ひろ

 
久留米市校区まちづくり

連絡協議会 

北島
きたじま

 尚子
な お こ

    久留米市子ども会連合会 ※龍 頭
りゅうとう

 京子
きょうこ

    久留米市子ども会連合会 

池田
い け だ

 博子
ひ ろ こ

 
久留米市女性の会連絡協

議会 
池田
い け だ

 博子
ひ ろ こ

 
久留米市女性の会婦人会

連絡協議会 

木村
き む ら

 奈緒美
な お み

 
久留米市小学校父母教師

会連合会 
※武藤

む と う

 鈴子
す ず こ

 
久留米市小・中学校ＰＴ

Ａ連合協議会 

豊福
とよふく

 千
ち

恵美
え み

 
久留米市中学校父母教師

会連合会 
※田中

た な か

 小百合
さ ゆ り

 
久留米市小・中学校ＰＴ

Ａ連合協議会 

草場
く さ ば

 玲子
れ い こ

 久留米連合文化会 ※諸石
もろいし

 壽人
ひ さ と

 久留米連合文化会 

別府
べ っ ぷ

 正宏
まさひろ

 
社会福祉法人 

久留米市社会福祉協議会 
別府
べ っ ぷ

 正宏
まさひろ

 
社会福祉法人 

久留米市社会福祉協議会 

吉岡
よしおか

マサヨ 
久留米男女共同参画推進

ネットワーク ※藤木
ふ じ き

 和歌子
わ か こ

 
久留米男女共同参画推進 

ネットワーク 

矢野
や の

 邦彦
くにひこ

 
福岡県教育庁北筑後教育

事務所 
矢野
や の

 邦彦
くにひこ

 
福岡県教育庁北筑後教育

事務所 

(3)学校教育

の関係者 目
め

野
の

 美紀
み き

 久留米市小学校長会 目
め

野
の

 美紀
み き

 久留米市小学校長会 

坂井
さ か い

 豊
ゆたか

 久留米市中学校長会 坂井
さ か い

 豊
ゆたか

 久留米市中学校長会 

(4)学識経験

者 田中
た な か

 多門
た も ん

 久留米市議会議員 ※佐藤
さ と う

 晶二
しょうじ

 久留米市議会議員 

菊竹
きくたけ

 章
しょう

剛
ごう

 
特定非営利活動法人 

久留米音楽協会 菊竹
きくたけ

 章
しょう

剛
ごう

 
特定非営利活動法人 

久留米音楽協会 

(5)その他教

育委員会が必

要と認める者 
堀田
ほ っ た

 富子
と み こ

 
久留米市男女平等推進セ

ンター利用者連絡協議会 
 堀田

ほ っ た

 富子
と み こ

 
久留米市男女平等推進セ

ンター利用者連絡協議会 

※は新任委員 



議案３５－資料２ 

久留米市田主丸生涯学習センター運営委員会委員新旧対照表 

 

区 分 
旧名簿 新名簿（R元.7.1～） 

氏 名 所 属 氏 名 所 属 

(1)センターの 

利用者 上野
う え の

 恵美子
え み こ

 田主丸町文化協会 ※千代田
ち よ だ

 一
かず

祥
よし

 田主丸町文化協会 

高山
たかやま

 満典
みつのり

 
田主丸地域民生委員 

・児童委員協議会 
※古賀

こ が

 亮
りょう

治
じ

 
田主丸地域民生委員 

・児童委員協議会 

(２)社会教育の 

関係者 古賀
こ が

 良雄
よ し お

 

田主丸地域校区 

まちづくり振興会

連絡会議 

※上村
うえむら

 隆則
たかのり

 

田主丸地域校区 

まちづくり振興会

連絡会議 

眞
ま

弓
ゆみ

 英津子
え つ こ

 
久留米市１ﾌﾞﾛｯｸ

小中ＰＴＡ協議会 
※原田

は ら だ

 弘子
ひ ろ こ

 
久留米市１ﾌﾞﾛｯｸ

小中ＰＴＡ協議会 

小西
こ に し

 裕也
ひ ろ え

 
久留米市スポーツ 

推進委員連絡協議会 小西
こ に し

 裕也
ひ ろ え

 
久留米市スポーツ 

推進委員連絡協議会 

上村
うえむら

  好
よしみ

 田主丸体育振興協会 上村
うえむら

  好
よしみ

 田主丸体育振興協会 

小林
こばやし

 整子
せ い こ

 田主丸町商工会 小林
こばやし

 整子
せ い こ

 田主丸町商工会 

山下
やました

 イセ子
い せ こ

 
田主丸町地域婦人

会連絡協議会 
山下
やました

 イセ子
い せ こ

 
田主丸町地域婦人

会連絡協議会 

(3)学校教育の 

関係者 田口
た ぐ ち

 聡子
さ と こ

 
田主丸事務所管内

小・中学校長連絡会 田口
た ぐ ち

 聡子
さ と こ

 
田主丸事務所管内

小・中学校長連絡会 

(4)学識経験者 別府
べ っ ぷ

 好幸
よしゆき

 久留米市議会議員 ※堺
さかい

 太一郎
たいちろう

 久留米市議会議員 

※は新任委員 



議案３５―資料３ 

久留米市北野生涯学習センター運営委員会委員新旧対照表 

 

区 分 
旧 名 簿 新 名 簿 

氏 名 所  属 氏 名 所  属 

(1)センター

の利用者 石田
い し だ

 和宏
かずひろ

 
男性料理「オニオン」、ギ

ター「ダ・カーポ」他 
石田
い し だ

 和宏
かずひろ

 
男性料理「オニオン」、ギ

ター「ダ・カーポ」他 

樋口
ひ ぐ ち

 恵子
け い こ

 着付け「麻の葉会」 樋口
ひ ぐ ち

 恵子
け い こ

 着付け「麻の葉会」 

脇田
わ き だ

  篤
あつし

 北野風流太鼓「轍」 脇田
わ き だ

  篤
あつし

 北野風流太鼓「轍」 

横山
よこやま

 里香
り か

 
北野生涯学習センター講

座講師、書道サークル講師 
横山
よこやま

 里香
り か

 
北野生涯学習センター講

座講師、書道サークル講師 

(2)社会教育

の関係者 南島
な じ ま

 和夫
か ず お

 
北野校区まちづくり振興

会会長 ※楢原
ならはら

 福美
ふくみ

 
弓削校区まちづくり振興

会会長 

飛永
とびなが

  光
ひかる

 
北野校区まちづくり振興

会事務局長 ※野口
のぐち

 豊
とよ

敬
たか

 
弓削校区まちづくり振興

会事務局長 

薙
なぎ

野
の

 敏光
としみつ

 
久留米市北野町文化協会

会長 
薙
なぎ

野
の

 敏光
としみつ

 
久留米市北野町文化協会

会長 

永松
ながまつ

 千枝
ち え

 
久留米市北野女性の会会

長 
永松
ながまつ

 千枝
ち え

 
久留米市北野女性の会会

長 

楢原
ならはら

 己津
み つ

義
よし

 
北野町老人クラブ連合会

副会長 
※行 徳

ぎょうとく

 ノリ子
こ

 
北野町老人クラブ連合会

女性部長 

(3)学校教育

の関係者 内田
う ち だ

 隆
りゅう

次
じ

 北野中学校校長 内田
う ち だ

 隆
りゅう

次
じ

 北野中学校校長 

中原
なかはら

 浩
ひろし

 金島小学校校長 ※野口
の ぐ ち

 孝
こう

伯
はく

 北野小学校校長 

髙
たか

橋
はし

 節
せつ

子
こ

 北野中学校ＰＴＡ副会長 ※床
とこ

嶋
しま

 弘子
ひ ろ こ

 北野中学校ＰＴＡ書記 

髙
たか

松
まつ

 真由美
ま ゆ み

   大城小学校ＰＴＡ副会長 ※岡
おか

 奈
な

央
お

美
み

 北野小学校ＰＴＡ副会長 

(4)学識経験

者 吉冨
よしとみ

  巧
たくみ

 久留米市議会議員 ※南島
な じ ま

 成司
じょうじ

 久留米市議会議員 

※は新任委員 



氏
し

  名
めい

所   属 氏
し

  名
めい

所   属

小野
お の

　里江
さ と え

城島町保育園連盟 小野
お の

　里江
さ と え

城島町保育園連盟

西山
にしやま

　良子
り ょ う こ

久留米南部商工会 ※重松
しげまつ

　幸登
ゆ き と

久留米南部商工会

中園
なかぞの

　サヨ子
さ よ こ 福岡大城農業協同組

合 ※佐藤
さ と う

　理恵子
り え こ 福岡大城農業協同組

合

境
さかい

　二三子
ふ み こ

城島文化協会 境
さかい

　二三子
ふ み こ

城島文化協会

執行
しぎ ょう

　洋子
よ う こ

城島文化協会 執行
しぎ ょう

　洋子
よ う こ

城島文化協会

納戸
の と

　圓子
ま ど か 城島町老人クラブ

連合会 納戸
の と

　圓子
ま ど か 城島町老人クラブ

連合会

江島
えしま

　　誠
まこと 久留米市城島町ＰＴ

Ａ連絡会 ※千代
ちよ

島
じま

　賢
けん 久留米市城島町ＰＴ

Ａ連絡会

目
め

野
の

　美紀
み き

城島町小中学校長会 目
め

野
の

　美紀
み き

城島町小中学校長会

吉﨑
よしざき

　隆一
りゅういち

城島地域幼稚園 吉﨑
よしざき

　隆一
りゅういち

城島地域幼稚園

池口
いけぐち

　隆
たかし 城島地域校区まちづ

くり連絡会議 池口
いけぐち

　隆
たかし 城島地域校区まちづ

くり連絡会議

市川
いちかわ　　 こういち

　廣一 久留米市議会 市川
いちかわ　　 こういち

　廣一 久留米市議会

(5)  
その他教育教育委員
会が必要と認める者 山下

やました

　士
し

功
こ う

教育部城島事務所 山下
やました

　士
し

功
こ う

教育部城島事務所

※は新任委員

久留米市城島生涯学習センター運営委員会委員新旧対照表

議案３５－資料４

センターの利用者

新  名　簿（R1.7.1～）旧  名　簿

社会教育の関係者

(1)

(3)

(4)

区分

(2)

学校教育の関係者

学識経験者



氏　名 所　属 氏　名 所　属

原
はら

武
たけ

　千
ち

津
づ

子
こ

三潴文化協会 原
はら

武
たけ

　千津子
ち づ こ

三潴文化協会

佐
さ

藤
とう

　明
あき

江
え

三潴文化協会 ※内田
うち だ

　すなを 三潴文化協会

江
え

島
しま

　律
りつ

子
こ

三潴文化協会 ※寺崎
てら　さき

　文子
ふみ　こ

三潴文化協会

川勝
かわかつ

　悦子
えつこ

三潴町尚寿会 ※平尾
ひらお

　光位
みつのり

三潴町尚寿会

渡邉
わたなべ

　美也子
み や こ 三潴町

レクリエーション協会 渡邉
わたなべ

　美也子
み や こ 三潴町

レクリエーション協会

（２）社会教育の
　　関係者 小林

こばやし

　佐智子
さ ち こ 三潴町小中学校

父母教師会連絡会 ※大津
おおつ

　静生
しず　お 三潴町小中学校

父母教師会連絡会

山口
やまぐち

　登志雄
と し お 久留米市立

三潴中学校長 山口
やまぐち

　登志雄
と し お 久留米市立

三潴中学校長

江口
え ぐち

　やよみ
久留米市立
西牟田小学校長 江口

え ぐち

　やよみ
久留米市立
西牟田小学校長

田中
たなか

　良介
りょうすけ

久留米市議会議員 田中
たなか

　良介
りょうすけ

久留米市議会議員

田中
たなか

　俊博
としひろ 元久留米市

代表監査委員 田中
たなか

　俊博
としひろ 元久留米市

代表監査委員

山下
やました

　和代
かずよ

三潴体育振興協会 山下
やました

　和代
かずよ

三潴体育振興協会

相川
あいかわ

　登士行
と し ゆ き 犬塚校区まちづくり

振興会 ※田中
たなか

　國
くに

比
ひ

古
こ 犬塚校区まちづくり

振興会

古賀
こ が

　文雄
ふみお 三潴校区まちづくり

振興会 古賀
こ が

　文雄
ふみお 三潴校区まちづくり

振興会

田川
たがわ

　英
ひで

和
かず 西牟田校区まちづくり

振興会 田川
たがわ

　英和
ひでかず 西牟田校区まちづくり

振興会

西田
にし だ

　昭徳
あきのり 三潴地区民生委員・

児童委員協議会 ※吉武
よしたけ

　富男
とみ　お 三潴地区民生委員・

児童委員協議会

※は新任委員

（５）その他教育
　　委員会が必要
　　と認める者

（４）学識経験者

旧名簿 新名簿

久留米市三潴生涯学習センター運営委員会委員新旧対照表

区分

（３）学校教育の
　　関係者

（１）センターの
　　利用者

議案３５－資料５



議案３５－資料６ 

○ 久留米市生涯学習センター条例（抜粋） 

平成２６年９月１９日 

久留米市条例第４７号 

（運営委員会の設置） 

第２４条 生涯学習センターの円滑な運営を図るため、久留米市生涯学習センター等複合施設条

例第２６条に掲げる久留米市生涯学習センター運営委員会のほか、次の表の左欄に掲げる生涯

学習センターごとに、同表右欄に掲げる運営委員会を置く。 

生涯学習センター 運営委員会 

久留米市野中生涯学習センター 久留米市野中生涯学習センター運営委員会 

久留米市田主丸生涯学習センター 久留米市田主丸生涯学習センター運営委員会 

久留米市北野生涯学習センター 久留米市北野生涯学習センター運営委員会 

久留米市城島生涯学習センター 久留米市城島生涯学習センター運営委員会 

久留米市三潴生涯学習センター 久留米市三潴生涯学習センター運営委員会 

２ 前項の表の運営委員会の組織、運営及び所掌事務については、教育委員会が規則で定める。 

 

 

 

○ 久留米市生涯学習センター運営委員会規則（抜粋） 

平成１３年５月１１日 

久留米市教育委員会規則第３号 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、久留米市生涯学習センター（久留米市生涯学習センター条例第２条第１項の

表に掲げる施設をいい、以下「センター」という。）の円滑な運営を図るため、次に掲げる事

項について審議するものとする。 

(1) センターの運営及び事業の企画実施に関する事項 

(2) センターの利用及び普及に関する事項 

(3) その他特に必要と認める事項 

（定数） 

第３条 委員会の委員の定数は、次のとおりとする。 

委員会 定数 

久留米市生涯学習センター運営委員会 ２０人以内 

久留米市野中生涯学習センター運営委員会 １５人以内 

久留米市田主丸生涯学習センター運営委員会 １５人以内 



議案３５－資料７ 

久留米市北野生涯学習センター運営委員会 １５人以内 

久留米市城島生涯学習センター運営委員会 １５人以内 

久留米市三潴生涯学習センター運営委員会 １５人以内 

（委員） 

第４条 委員会の委員は、次に掲げる者のうちから久留米市教育委員会（以下「教育委員会」と

いう。）が任命又は委嘱する。 

(1) センターの利用者 

(2) 社会教育の関係者 

(3) 学校教育の関係者 

(4) 学識経験者 

(5) その他教育委員会が必要と認める者 

（委員の任期） 

第５条 委員会の委員の任期は２年とし、再任は妨げない。 

２ 委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 



議案３６－１ 

第３６号議案  

 

久留米市スポーツ推進審議会委員の任命について  

 

上記の議案を提出する。  

令和 元 年６月 ２ １日  

教 育 長  大  津  秀  明  

 

提案理由  

 久留米市スポーツ推進審議会委員の辞任に伴い、後任委員を任命し

ようとするものである。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議案３６－２ 

久留米市スポーツ 推 進審議会委員の 任命について  

 

久留米市スポーツ 推 進審議会条例（平成２３年久留米市条例第３５

号）第４ 条の 規 定 により、下記の者を久留米市 スポーツ 推進審議会委

員に任命する。  

 

記  

 

区   分  氏   名  所   属  任   期  

 市 議 会 轟  照 隆  久留 米 市 議会 議 員  
令和 元 年 ７月 １ 日  

から  

令和 元 年 １２ 月 ３ １ 日  

まで  

 市 議 会 中村  博 俊   久 留 米 市議 会 議 員  

学校 体 育  馬場 園  俊之  
 久 留 米 市中 学 校 体 育  

連盟 会 長  

 



氏　名 所　属 氏　名 所　属

滿
ミツ

園
ゾノ

　良一
リョウイチ 久留米大学人間健康学部

スポーツ医科学科教授 滿
ミツ

園
ゾノ

　良一
リョウイチ 久留米大学人間健康学部

スポーツ医科学科教授
会長

堀
ホリ

　秀行
ヒデユキ 保健医療経営大学理事兼

事務局長 堀
ホリ

　秀行
ヒデユキ 保健医療経営大学理事兼

事務局長

新井
ア ラ イ

　真
マ

実
ミ 久留米信愛女学院短期大学

講師 新井
ア ラ イ

　真
マ

実
ミ 久留米信愛女学院短期大学

講師

森
モリ

﨑
サキ

　巨樹
マ サ キ

久留米市議会議員 森
モリ

﨑
サキ

　巨樹
マ サ キ

久留米市議会議員

山田
ヤ マ ダ

　貴生
タ カ オ

久留米市議会議員 轟　照隆
トドロキ　テルタカ

久留米市議会議員 ※

　石井
イシイ

　俊一
シュンイチ

久留米市議会議員 中村
ナカムラ

　博俊
ヒロトシ

久留米市議会議員 ※

伊藤
イ ト ウ

　浩
ヒロ

規
キ 久留米市中学校体育連盟

会長 馬場
バ バ

園
ゾノ

　俊之
トシユキ 久留米市中学校体育連盟

会長 ※

岩城
イ ワ キ

　紀美子
キ ミ コ

西国分小学校教諭 岩城
イ ワ キ

　紀美子
キ ミ コ

篠山小学校教諭

中村
ナカムラ

　敏
トシ

治
ハル

久留米市野球連盟理事長 中村
ナカムラ

　敏
トシ

治
ハル

久留米市野球連盟理事長

大友
オオトモ

　久仁子
ク ニ コ

久留米市剣道連盟事務局 大友
オオトモ

　久仁子
ク ニ コ

久留米市剣道連盟事務局

田中
タ ナ カ

　太
タ

嘉子
カ コ

久留米市カヌー協会理事 田中
タ ナ カ

　太
タ

嘉子
カ コ

久留米市カヌー協会理事

中村
ナカムラ

　智美
ト モ ミ 総合型地域スポーツクラブ

クラブマネジャー 中村
ナカムラ

　智美
ト モ ミ 総合型地域スポーツクラブ

クラブマネジャー

佐藤
サ ト ウ

　光義
ミツヨシ （公財）久留米市体育協会

常務理事兼事務局長 佐藤
サ ト ウ

　光義
ミツヨシ （公財）久留米市体育協会

常務理事兼事務局長

井手
イ デ

　浩
ヒロシ

障害者スポーツ指導員 井手
イ デ

　浩
ヒロシ

障害者スポーツ指導員

高松
タカマツ

　信子
ノ ブ コ 久留米市スポーツ推進委員

連絡協議会副会長 高松
タカマツ

　信子
ノ ブ コ 久留米市スポーツ推進委員

連絡協議会副会長
副会長

古賀
コ ガ

　喜美子
キ ミ コ 久留米市スポーツ推進委員

連絡協議会 古賀
コ ガ

　喜美子
キ ミ コ 久留米市スポーツ推進委員

連絡協議会

松藤
マツフジ

　倫子
ノ リ コ

健康運動指導士 松藤
マツフジ

　倫子
ノ リ コ

健康運動指導士

宮原
ミヤハラ

　義治
ヨシハル

久留米市市民文化部長 宮原
ミヤハラ

　義治
ヨシハル

久留米市市民文化部長

※は新委員。

関係団体等

その他市長
が特に必要
と認めた者

区　　分
現委員

学識経験者

市議会

学校体育

新委員(案)

久留米市スポーツ推進審議会委員　新旧対照表

議案３６－資料１



議案３６－資料１



  

議案３６－資料２ 

 

○ スポーツ基本法（平成２３年６月２４日法律第７８号）（抜粋） 

 

（都道府県及び市町村のスポーツ推進審議会等） 

第３１条 都道府県及び市町村に、地方スポーツ推進計画その他のスポーツの推進に

関する重要事項を調査審議させるため、条例で定めるところにより、審議会その他

の合議制の機関（以下「スポーツ推進審議会等」という。）を置くことができる。 

 

 

○ 久留米市スポーツ推進審議会条例（平成２３年１２月１４日久留米市条例第３５

号）（抜粋） 

 

（設置） 

第１条 スポーツ基本法（平成２３年法律第７８号。以下「法」という。）第３１条の

規定に基づき、本市に久留米市スポーツ推進審議会（以下「審議会」という。）を置

く。 

（所掌事務） 

第２条 審議会は、次に掲げるスポーツの推進に関する重要事項について教育委員会

の諮問に応じ調査審議し、及びこれらの事項に関し教育委員会に建議する。 

（１）法第１０条第１項に規定する地方スポーツ推進計画に関すること。 

（２）前号に掲げるもののほか、スポーツの推進に関すること。 

（組織） 

第３条 審議会は、委員１８人以内で組織する。 

（委員の任命） 

第４条 委員は、スポーツに関して優れた見識を有する者のうちから、教育委員会が

任命する。 

（委員の任期） 

第５条 委員の任期は２年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間と

する。 

２ 委員は、再任されることができる。 

 



議案３７－１ 

 

第３７号議案  

 

久留米市立図書館協議会委員の任命について  

 

 上記の議案を提出する。  

 

令和元年６月２１日  

教育長  大  津  秀  明  

 

提案理由  

久留米市立図書館協議会委員の辞任に伴い、新任委員を任命しようと

するものである。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議案３７－２ 

 

久留米市立図書館協議会委員の任命について  

 

 久留米市立図書館協議会条例（昭和５７年久留米市条例第１３号）第

２条の規定により、下記の者を久留米市立図書館協議会委員に任命する。 

 

記  

 

区 分 氏 名 所 属 任  期  

社会教育の 

関係者 
鳥越 忠廣 

久留米市校区まちづくり

連絡協議会 令和元年７月１日から  

令和２年６月３０日まで  学識経験の

ある者 
権藤 智喜 久留米市議会議員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議案３７－資料１ 

 

 

久留米市立図書館協議会委員  旧新対照表 

旧名簿 新名簿 

区分 氏    名 役職名または所属 区分 氏    名 役職名または所属 

学校教育

の関係者 

藤田
ふじた

  喜一郎
きいちろう

 あかつき幼稚園園長 

学校教育

の関係者 

 藤田
ふじた

  喜一郎
きいちろう

 あかつき幼稚園園長 

 楢橋
ならはし

  閲子
えつこ

 宮ノ陣小学校長 楢橋
ならはし

  閲子
えつこ

 下田小学校長 

佐野
さ の

 淳
あつし

 宮ノ陣中学校長 佐野
さ の

 淳
あつし

 江南中学校長 

内田
うちだ

  武
たけ

文
ふみ

 明善高等学校校長 内田
うちだ

  武
たけ

文
ふみ

 明善高等学校校長 

社会教育

の関係者 

佐藤
さとう

 あい子
あ い こ

 
久留米男女共同参画推進

ネットワーク 

社会教育

の関係者 

佐藤
さとう

 あい子
あ い こ

 
久留米男女共同参画推進

ネットワーク 

濱田
はまだ

  久喜
ひさき

 
久留米市校区まちづくり

連絡協議会 ＊鳥越
とりごえ

 忠
ただ

廣
ひろ

 
久留米市校区まちづくり

連絡協議会 

稲
いな

益
ます

 英子
ひでこ

 久留米市社会教育委員 稲
いな

益
ます

 英子
ひでこ

 久留米市社会教育委員 

家庭教育

の向上に

資する活

動を行う

者 

馬渡
まわたり

 千鶴子
ち づ こ

 おはなしボランティア 

家庭教育

の向上に

資する活

動を行う

者 

馬渡
まわたり

 千鶴子
ち づ こ

 おはなしボランティア 

渡辺
わたなべ

  眞
ま

理
り

 布の絵本ボランティア 渡辺
わたなべ

  眞
ま

理
り

 布の絵本ボランティア 

大櫛
おおくし

  廣子
ひ ろ こ

 点訳ボランティア 大櫛
おおくし

  廣子
ひ ろ こ

 点訳ボランティア 

保坂
ほさか

  貞
さだ

博
ひろ

 川会保育所園長 保坂
ほさか

  貞
さだ

博
ひろ

 かわい保育園園長 

学識経験

のある者 

早田
そうだ

 耕一郎
こういちろう

 市議会議員 

学識経験

のある者 

＊権藤
ごんどう

 智喜
ともき

 市議会議員 

別府
べっぷ

  龍江
たつえ

 全国童話人協会 別府
べっぷ

  龍江
たつえ

 全国童話人協会 

永
なが

利
とし

  和則
かずのり

 日本図書館協会 永
なが

利
とし

  和則
かずのり

 日本図書館協会 

遠山
とおやま

  潤
じゅん

 久留米大学 遠山
とおやま

  潤
じゅん

 久留米大学 

 松井
まつい

  恵美子
え み こ

 福岡県立図書館副館長  松井
まつい

  恵美子
え み こ

 福岡県立図書館副館長 

梅野
うめの

  智美
ともみ

 九州大谷短期大学 梅野
うめの

  智美
ともみ

 九州大谷短期大学 

 

 

＊は新任委員。 



議案３７－資料２ 

 

○久留米市立図書館協議会条例（抜粋）  

                           昭和５７年３月２９日  

                           久留米市条例第１３号  

 

 (趣旨及び設置) 

第 1 条 久留米市立図書館の適正な運営を図るため、図書館法(昭和 25 年法律第 118

号)第 14 条の規定に基づき、久留米市立図書館協議会(以下「協議会」という。)を

設置する。 

 (委員の任命の基準 ) 

第 2 条 教育委員会は、協議会の委員を学校教育及び社会教育の関係者、家庭教育の

向上に資する活動を行う者並びに学識経験のある者の中から任命するものとする。  

(委員の定数 ) 

第 3 条 協議会の委員（以下「委員」という。）の定数は、２０人以内とする。  

（委員の任期）  

第４条 委員の任期は、2 年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠委員の

任期は、前任者の残任期間とする。  

2 委員は再任されることができる。  
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議案３８－１ 

第３８号議案  

 

久留米市立小中学校通学区域審議会委員の任命又は委嘱  

につ い て  

 

上記の議案を提出する。  

 

令和 元 年６月 ２ １日  

教 育 長  大  津  秀  明  

 

提案理由  

 久留米市立小中学校通学区域審議会委員の 辞任に伴い、その後任 の

委員を任命又は委嘱しようとするものである。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



区　　　　分 氏　　　　名 所　　　　　　　属 任　　　　期

いしばし　 よしみつ

知 識 経 験 者 石橋　良光
　久留米市校区まちづくり
　連絡協議会

くにたけ 　こういち

市立小中学校の父母
教 師 会 の 役 員

國武　浩一
　久留米市立草野小学校
　父母教師会

 ばば 　　 とよかつ　

〃 馬場　豊克
　久留米市立高牟礼中学校
　父母教師会

えがしら　 のぶひと

市立小中学校の校長 江頭　信人 　久留米市立高牟礼中学校

ふじき　　 まゆみ

市立小中学校の教職員 藤木　真由美 　久留米市立青陵中学校

ふかほり 　なおこ

市 の 職 員 深堀　尚子 子ども未来部子ども政策課

久留米市立小中学校通学区域審議会委員の任命又は委嘱について

　  久留米市立小中学校通学区域審議会規則(昭和40年久留米市教育委員会規則第６号)第４条の規定に
より､下記の者を久留米市立小中学校通学区域審議会委員に任命又は委嘱する。

記

　令和元年
　　６月２２日から

　令和２年
　１１月３０日まで

議案３８－２　



○は新委員

所　属 所　属

知識経験者 早田
そ う だ

　耕一郎
こういちろう

　久留米市議会 早田
そ う だ

　耕一郎
こういちろう

　久留米市議会

〃 秋永
あきなが

　峰子
み ね こ

　　　　〃 秋永
あきなが

　峰子
み ね こ

　　　　〃

〃 太田
お お た

　佳子
よ し こ

　　　　〃 太田
お お た

　佳子
よ し こ

　　　　〃

〃 田住
た ず み

　和也
か ず や

　　　　〃 田住
た ず み

　和也
か ず や

　　　　〃

〃 森﨑
も り さ き

　巨樹
ま さ き

　　　　〃 森﨑
も り さ き

　巨樹
ま さ き

　　　　〃

〃 縄
なわ

崎
さ き

　順子
じゅんこ 　久留米男女共同参画

　推進ネットワーク 縄
なわ

崎
さ き

　順子
じゅんこ 　久留米男女共同参画

　推進ネットワーク

〃 古賀
こ が

　秀
ひで

心
み 久留米市校区まちづくり

連絡協議会
○ 石橋

いしばし

　良光
よしみつ 久留米市校区まちづくり

連絡協議会

市立小中学
校の父母教
師会の役員

安井
や す い

　正
まさ

佳
よ し 　久留米市立大橋小学校

　父母教師会
○ 國武

くにたけ

　浩一
こういち 　久留米市草野小学校

　父母教師会

〃 淵上
ふちがみ

　アキ子
こ 　久留米市立櫛原中学校

　父母教師会
○ 馬場

ば ば

　豊
と よ

克
かつ  久留米市立高牟礼中学校

 父母教師会

市立小中学
校の校長 楢

なら

橋
はし

　閲子
え つ こ

久留米市立宮ノ陣小学校 楢
なら

橋
はし

　閲子
え つ こ

 久留米市立下田小学校

〃 穴見
あ な み

　玲
れい

子
こ

 久留米市立船越小学校 穴見
あ な み

　玲
れい

子
こ

 久留米市立小森野小学校

〃 西田
に し だ

　正典
まさのり

 久留米市立諏訪中学校 ○ 江頭
えがしら

　信人
のぶひと

 久留米市立高牟礼中学校

市立小中学
校の教職員 牛島

う し じ ま

　和子
か ず こ

 久留米市立青陵中学校 ○ 藤木
ふ じ き

　真由美
ま ゆ み

 久留米市立青陵中学校

市の職員 井上
いのうえ

　謙介
けんすけ

　協働推進部 秦
はた

　美樹
み き

　協働推進部

〃 秦
はた

　美樹
み き

　　　〃 ○ 深堀
ふかほり

　尚子
な お こ 　子ども未来部

  子ども政策課

15人/委員数 15人/委員数
[委員任期]

　平成３０年１２月１日から令和２年１１月３０日（２年間）

　新委員（○）の任期は令和元年６月２２日から令和２年１１月３０日（前任者の残任期間）

久留米市立小中学校通学区域審議会委員新旧対照表

区　分
旧　名　簿 新　名　簿

氏　名 氏　名

議案３８－資料１



議案３８－資料２ 

○久留米市立小中学校通学区域審議会規則 (抜粋 ) 

 

昭和 40 年 10 月 21 日  

久留米市教育委員会規則第 6 号  

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～  

 

(組織 ) 

第 3 条  審議会は、委員 15 人以内をもつて組織する。  

2 前項の規定にかかわらず、特定の事項を調査審議させるため必要があ

るときは、臨時委員を任命し、又は委嘱することができる。この場合に

おいて、その数は特定の事項別に 2 人以内とする。  

(平 8 教規則 5・一部改正 ) 

 

(委員 ) 

第 4 条  審議会の委員は、次に掲げるものについて教育委員会が任命又は

委嘱する。  

(1) 知識経験者  

(2) 市立小中学校の父母教師会の役員  

(3) 市立小中学校の校長  

(4) 市立小中学校の教職員  

(5) 市の職員  

(6) その他教育委員会が必要と認めるもの  

(平 8 教規則 5・平 9 教規則 4・平 25 教規則 19・一部改正 ) 

 

(委員の任期 ) 

第 5 条  前条第 1 項の委員の任期は､2 年とする｡ただし､再任を妨げない｡ 

2 補欠委員の任期は､前任者の残任期間とする｡ 

3 第 3 条第 2 項の臨時委員の任期は､2 年を超えない範囲内で当該特定の

事項を調査審議するため教育委員会が必要と認めた期間とする｡ただし､

当該規定の事項に関する調査審議が終了しない場合には､同様の取扱い

により再任または委嘱の更新を行うことができるものとする｡ 

4 前項の任期にかかわらず､当該特定の事項の調査審議が終了した場合

には､臨時委員はその任を解かれたものとみなす｡ 

(平 8 教規則 5・一部改正 ) 



議案３９－１  

第３９号議案  

 

久留米市教育職員表彰懲戒諮問委員会委員の 委嘱 について  

 

上記の議案を提出する。  

令和 元 年６月 ２ １日  

教 育 長  大  津  秀  明  

 

提案理由  

久留米市教育職員表彰懲戒諮問委員会委員の 辞任に伴い、後任の委

員を委嘱 しようとするものである。  

 

 

 

 



区　　分 氏　　名 所　　属 任　　期

　堺
さかい

　太一郎
た い ち ろ う

久留米市議会議員

　石橋
いしばし

　亜希
あ き 久留米市小･中学校ＰＴＡ連合協議会

（家庭教育委員会 １ブロック長）

久留米市教育職員表彰懲戒諮問委員会委員の委嘱について

　久留米市教育職員表彰懲戒諮問委員会規程（昭和２９年久留米市教育委員会規程第３号）
第４条及び第５条により、下記の者を久留米市教育職員表彰懲戒諮問委員会委員に委嘱す
る。

記

学識経験者
令和元年　７月　１日

～
令和３年　１月３１日

議案３９－２ 



　　　　    久留米市教育職員表彰懲戒諮問委員会委員新旧対照表

氏  名 所　属（役職） 氏  名 所　属（役職）

◎田住
た ず み

　和也
かずや

久留米市議会（議員） ◎田住
た ず み

　和也
かずや

久留米市議会（議員）

  森
もり

﨑
さき

　巨樹
ま さ き

久留米市議会（議員） ☆堺
さかい

　太一郎
たいち ろ う

久留米市議会（議員）

  内田
う ち だ

　尚子
な お こ 久留米市小･中学校ＰＴＡ連合協議会

（家庭教育委員会１ブロック長） ☆石橋
いしばし

　亜希
あ き 久留米市小･中学校ＰＴＡ連合協議会

（家庭教育委員会１ブロック長）

  倉成
くらなり

　亜梨沙
あ り さ 久留米立南筑高等学校ＰＴＡ

（副会長）   倉成
くらなり

　亜梨沙
あ り さ 久留米立南筑高等学校ＰＴＡ

（副会長）

  穴見
あ な み

　玲子
れ い こ

久留米市立船越小学校（校長）   穴見
あ な み

　玲子
れ い こ

久留米市立小森野小学校（校長）

  西田
に し だ

　正典
まさのり

久留米市立諏訪中学校（校長）   西田
に し だ

　正典
まさのり

久留米市立諏訪中学校（校長）

  佐藤
さ と う

　裕美
ひ ろ み 福岡県教職員組合久留米支部

（労働部長）   佐藤
さ と う

　裕美
ひ ろ み 福岡県教職員組合久留米支部

（組織部長）

◎は委員長　☆は新任委員  

区分
旧名簿 新名簿

学
識
経
験
者

教
育
職
員

議案３９－資料１



議案３９－資料２ 

○久留米市教育職員表彰懲戒諮問委員会規程（抜粋） 

 

 (所管事務) 

第2条 委員会は、久留米市教育委員会(以下「教育委員会」という。)の諮問に応じ教育職

員の表彰および懲戒に関する事項について調査審議し、およびこれらのことについて教

育委員会に意見を具申する。 

 

(組織) 

第3条 委員会は、委員7人をもつて組織する。 

(昭44教規程4・一部改正) 

 

(委員) 

第4条 委員会の委員は、教育職員のうちから3人、学識経験者のうちから4人を教育委員

会が任命または委嘱する。 

2 教育委員会は、必要に応じ臨時委員を任命または委嘱することができる。 

(昭43教規程1・一部改正) 

 

(委員の任期) 

第5条 委員の任期は2年とする。ただし、補充の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

2 臨時委員の任期は教育委員会が任命または委嘱する期間とする。 

 



議案４０－１ 

第４０号議案  

 

久留米市教育集会所運営審議会委員の任命又は委嘱について  

 

上記の議案を提出する。  

 

令和元年６月２１日  

教育長  大  津   秀  明  

 

提案理由  

久留米市教育集会所運営審議会委員の任期が 令和元年７月４日をも

って満了するので、後任の委員を任命又は委嘱しようとするものである。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



協議事項１ 別冊 

 

 

 

教育委員会の権限に属する事務の管理及び 

執行状況に関する点検及び評価報告書 

（平成３０年度分） 

【案】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令 和 元 年  月 

久留米市教育委員会 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

第１ はじめに・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１Ｐ 

 

 

第２ 点検及び評価の実施方法・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３Ｐ 

 

 

第３ 教育委員会の権限に属する事務の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４Ｐ 

 

 

第４ 教育長及び教育委員会事務局に委任された事務の状況 

 

Ⅰ 総括的な考え方・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２Ｐ 

Ⅱ 各施策の取り組み状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４Ｐ 

ⅰ 子どもの笑顔があふれるまち 

   １ 教育改革プランの推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４Ｐ 
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第１ はじめに 

 

久留米市教育委員会は、市長が市議会の同意を得て任命した教育長及び５

人の教育委員により組織される合議制の執行機関であり、教育、文化、スポ

ーツの振興など学校教育及び社会教育行政に関する事務を管理執行してい

る。  

教育委員会の会議は、月１回開催の定例会と必要に応じて開催する臨時会

を行い、議案や報告事項について審議するとともに、移動教育委員会として

学校現場の視察や社会教育施設の視察などを行っている。  

本市教育委員会では、「久留米市総合計画」に掲げる基本理念及び目指す

都市像を実現するため、総合教育会議の協議を経て平成 27 年 11 月に策定し

た｢教育に関する大綱｣、及び本市の教育基本計画として平成 28 年 3 月に策

定した｢第 3 期久留米市教育改革プラン｣を踏まえ、より具体的な施策方針で

ある「久留米市教育施策要綱」を毎年度定め、教育施策・事業の推進に取り

組んできた。  

この報告書は、平成 30 年度の教育委員会の権限に属する事務の管理及び

執行の状況について点検・評価を行い、教育に関する学識経験者の意見を付

して議会へ報告するものである。  

 

 

【教育委員名簿(平成 30 年度)】 

区分  氏名  任期  

教育長 大津 秀明 
平成 29 年 4 月 1 日 

～令和 2 年 3 月 31 日 

委員（教育長職務代理者） 永田 見生 
平成 28 年 10 月 18 日 

～令和 2 年 10 月 17 日 

委員 日野 佳弘 
平成 27 年 7 月 11 日 

～令和元年 7 月 10 日 

委員 喜多村 浩司 
平成 28 年 4 月 1 日 

～令和 2 年 3 月 31 日 

委員 江頭 理江 
平成 30 年 4 月１日 

～令和 4 年 3 月 31 日 

委員 白水 美弥子 
平成 26 年 7 月１日 

～平成 30 年 6 月 30 日 

委員 緒方 麻美 
平成 30 年 7 月 1 日 

～令和 4 年 6 月 30 日 
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【久留米市教育委員会の組織と所掌事務（平成 30 年度）】 

子ども未来部長 子ども未来部次長 

教育部次長 

学校教育改革 
担当次長 

教育長 教育部長 

市民文化部長 市民文化部次長 

（田主丸総合支所文化スポーツ課） 

（北野総合支所文化スポーツ課） 

（城島総合支所文化スポーツ課） 

（三潴総合支所文化スポーツ課） 

（正規職員 18 人・嘱託職員等 44 人）  

学校教育に関する計画や指導助言、及び就学・通学区域、 
教具・教材の整備に関すること 

学校保健、衛生及び学校給食、就学援助に関すること 
（正規職員 11 人） 

青少年の健全育成や不登校児童・生徒の生活指導及び支援に 
関すること 

（正規職員６人・嘱託職員等 20 人）  

体育スポーツの振興に係る企画、調整に関すること 

中央図書館及び視聴覚ライブラリーに関すること 

（正規職員 4 人・嘱託職員等１人） 

（正規職員 4 人・嘱託職員等 1 人） 

（正規職員 5 人・嘱託職員等 2 人） 

（正規職員 21 人） 

（正規職員 8 人・嘱託職員等１人） 

教育行政の総合企画・調整、部の予算や事業に関する事務の 
総括に関すること 

教育施設建築の調査・設計・監督、維持管理に関すること 

管内の就学援助、教育相談、生涯学習・スポーツに関すること 

管内の就学援助、教育相談、生涯学習・スポーツに関すること 

（正規職員 29 人・嘱託職員等 5 人） 

（正規職員 4 人・嘱託職員等 3 人） 

学校教育における人権・同和教育の推進に関すること 
（正規職員 4 人・嘱託職員等２人） 

（正規職員 4 人・嘱託職員等 1 人） 

（正規職員 5 人・嘱託職員等 7 人） 

管内の就学援助、教育相談、生涯学習・スポーツに関すること 

管内の就学援助、教育相談、生涯学習・スポーツに関すること 

生涯学習及び社会教育の推進に係る企画、調整の総括に関すること 

（正規職員 24 人・嘱託職員等 8 人）  
文化財の保護及び活用に関すること 

文化行政の総合企画・調整、部の予算や事業に関する事務の 
総括に関すること 

（正規職員 7 人）   

（正規職員 8 人・嘱託職員等 7 人） 

（正規職員７人・嘱託職員等 10 人）  

（正規職員７人・嘱託職員等 1 名）   

小学校 46 校、中学校 17 校、特別支援学校 1 校、高等学校 2 校 

教職員研修の実施、教育に関する調査研究等に関すること 
（正規職員 8 人・嘱託職員等 23 人） 

総    務 

学 校 施 設 課 

教 職 員 課 

学 校 教 育 課 

学 校 保 健 課 

学校給食共同調理場 

人 権 ・ 同 和 教 育 課 

田 主 丸 事 務 所 

北 野 事 務 所 

城 島 事 務 所 

三 潴 事 務 所 

教 育 セ ン タ ー 

小・中・特別支援・高等学校 

総    務 

生 涯 学 習 推 進 課 

文 化 財 保 護 課 

体 育 ス ポ ー ツ 課 

中 央 図 書 館 

青 少 年 育 成 課 

教職員の人事に関すること 

文化芸術 

担当部長 
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第２ 点検及び評価の実施方法 

 

１  目  的  

教育委員会は、次の視点から、点検及び評価を行うものとする。  

（１）教育委員会の活動状況や主要な施策及び事務事業の取組状況につ

いてまとめ、課題の整理や施策等の方向性を明らかにし、今後に

おける効果的な教育行政の推進を図る。  

（２）点検及び評価の結果を市議会に報告するとともに市民に公表する

ことで、説明責任を果たし信頼される教育行政を推進する。  

 

２  対  象  

（１）教育委員会の権限に属する事務  

   ア  教育委員会会議の開催及び運営状況  

   イ  その権限に属する事務の処理状況  

（２）教育長及び教育委員会事務局職員に委任された事務  

   ア  久留米市教育施策要綱に掲げる施策  

 

３  方  法  

教育委員会は、「教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行状況に

ついての点検及び評価の実施に関する要綱」に基づき、毎年度、教育委員

会の会議の開催状況並びに教育施策要綱及び教育改革プランに掲げる施

策等の進捗状況等をとりまとめ、今後における施策等の方向性を整理する

ことで点検及び評価を行う。また、点検及び評価に際しては、学識経験を

有する者の意見を聴取する。  

 

（１）事業等の自己評価  

   平成 30 年度教育施策要綱に掲げた重点事業について、次の評価基準

に基づき自己評価する。  

 

 

 

 

 

 

（２）上記（１）により実施した自己評価等を踏まえた学識経験者の意見を

聴取する。  

 

４  結果の公表と活用  

教育委員会は、点検及び評価を行った後、その結果をとりまとめた報告

書を市議会に提出するとともに市民への公表を行う。点検及び評価の結果

については、教育施策等への反映に努めるものとする。  

 

 

「◎」(達成)     明示した目標を達成し、高い成果を得られた。 

「○」(概ね達成)   ほぼ目標を達成し、一定の成果を得られた。 

「△」(未達成)    目標を達成しておらず、改善等を要する。 

「×」(未実施)    状況等の変化により、事業を実施できなかった。 
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第３ 教育委員会の権限に属する事務の状況 

 

１  総合教育会議の開催  

地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律が平

成 27 年 4 月 1 日から施行され、本市においても平成 27 年度から市長と教

育委員会により構成する「総合教育会議」を設置し、教育に関する大綱や

教育施策に関する事項について協議を行っている。  

平成 30 年度は会議を５回開催し、「小学校小規模化対応方針」、「全国学

力・学習状況調査の結果」などの久留米市の教育課題について協議を行っ

た。また、第５回総合教育会議では、次期教育に関する大綱について協議

し、市長と教育委員会で今後の方向性等について共有化を図った。  

 

【表１ 総合教育会議の実施状況（平成３０年度）】 

日付 内容 

7月 10日 第１回総合教育会議 

 議題 （１）小学校小規模化対応方針について 

    （２）平成３０年度教育費予算について 

    （３）次期教育に関する大綱及び教育改革プラン後継次期計画について 

10月 19日 第２回総合教育会議 

 議題 （１）久留米市立学校小規模化対応方針（最終案）について 

    （２）平成３０年度全国学力・学習状況調査の結果について 

11月 30日 第３回総合教育会議 

 議題 平成３０年度全国学力・学習状況調査の結果について 

1月 17日 

 

第４回総合教育会議 

 議題 （１）教育ＩＣＴ活用事業について 

    （２）学力の保障と向上に関する委員会について 

2月 25日 第５回総合教育会議 

 議題  次期教育に関する大綱の策定について 

 

２  教育委員会会議の開催及び運営状況  

  教育委員会会議は、定例会として毎月 1 回行っており（久留米市教育委

員会会議規則）、会議の開催状況は市ホームページに公開し、傍聴希望が

ある場合はその対応を行っている。  

平成 30 年度は、この定例会を 12 回のほか、臨時会を 1 回開催し、合計

13 回の会議を行った。各会議では、毎回２時間程度の審議を行った。また、

各教育機関での実情を把握するため、「移動教育委員会」として、教育委

員会会議を学校や社会教育施設で行う取組を行っており、久留米アリーナ

（ 8 月）を視察した。  

  会議は、議案資料等を事前に配布し、各委員が十分に内容を把握したう

えで審議を行うよう努めている。また、議案に関連して各委員から寄せら

れた各施策・事業等に対する意見については、事業等の具体化又は実施に

際して反映に努めた。  
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３  教育委員会の権限に属する事務の処理状況  

  教育に関する事務の管理及び執行の基本的な方針や教育委員会規則の

制定などについては、教育長に委任することなく、教育委員会会議で決定

することとなっており（地教行法第 25 条）、これに基づき、教育委員会で

は、教育長に委任する事項とそれ以外の事項を定めており、下表の事項に

ついては教育委員会の権限として、会議の中で決定を行っている。（久留

米市教育委員会教育長に対する事務委任規則第 2 条）。  

  この方針に沿って、平成 30年度は、合計 74件の議案を審議した。また、

議案の他に、協議事項、報告事項に分類し、議論や事務局との意見交換・

情報共有化を行い、必要に応じて各委員からの意見が述べられた。  

 

【表２ 教育委員会の権限に属する事務の審議状況（30 年度）】 

教育委員会の権限に属する事務（分類） 議案数 

(1) 学校教育又は社会教育の方針を定めること 7 

(2) 学校その他の教育機関の設置、廃止及び移管を決定すること  

(3) 重要な教育財産の取得及び処分に係る計画を決定すること  

(4) 事務局及び学校、その他教育機関の職員の任免、転補等を行うこと 2 

(5) 県費負担職員の定期異動並びに小中学校等の校長・教頭の任免及び転補等の人事

異動の内申、小中学校等の主任等の任免を行うこと 
6 

(6) 事務局職員及び学校その他の教育機関の職員の懲戒に関すること 2 

(7) 県費負担職員の賞罰、服務監督に関する方針を定めること  

(8) 重要な工事の計画を決定すること  

(9) 委員会に関する規定の制定又は改廃を行うこと 6 

(10) 議会の議決を経るべき議案について市長の求めに応じて意見を申出すること 20 

(11) 法令及び条例に基づく委員を委嘱すること 20 

(12) 教職員の研修の基本方針を定めること  

(13) 小学校及び中学校の通学区域の設定及び変更を決定すること  

(14) 教科用図書を採択すること 7 

(15) 学校給食及び学校保健の基本方針を定めること  

(16) 教育に関する事務の管理執行状況の点検・評価並びに議会への報告、公表に関す

ること 
1 

(17) 訴訟及び不服申立てに関すること 3 

 

 

 

 

 

 

 



6 

 

【表３ 教育委員会会議の実施状況（30年度）】         （「分類」は表２の分類による） 

日付 内容 結果 分類 

4月 23日 

（定例会） 

（議案） 

・久留米市久留米市スポーツ推進委員の委嘱について 

・久留米市立学校の主任等の任命の臨時代理について 

・久留米市教職員表彰懲戒諮問委員会委員の任命又は委嘱について 

・久留米市いじめ防止基本方針の改定について 

・久留米市教科用図書選定委員会委員の任命等について 

・久留米市教科用図書選定委員会専門委員の任命について 

 

可決 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

 

(11) 

(5) 

(11) 

(1) 

(11) 

(11) 

（報告） 

・教育委員会後援事業等に関する報告 

・平成 29年度第 2回社会教育委員の会議の報告について 

・平成 30年全日本選抜柔道体重別選手権大会の成績報告について 

・スポーツ大会成績優秀者個人・団体の報告について 

・「久留米市ユー・エス・イーカップ国際女子テニス 2018」について 

・有馬記念館企画展「大名有馬家の武具甲冑」について 

・久留米市立学校における働き方改革の推進について 

  

5月 29日 

（定例会） 

（議案） 

・平成３０年度教育費予算に係る意見の申出について 

・交通事故による損害賠償の専決処分に関する議案に係る意見の申出につい

て 

・交通事故による損害賠償の専決処分に関する議案に係る意見の申出につい

て 

・小学校における児童の負傷事故による損害賠償の専決処分に関する議案

に係る意見の申出について 

・久留米市教育集会所条例の一部を改正する条例に係る意見の申出につい

て 

・久留米市教育集会所運営審議会委員の任命又は委嘱について 

・久留米市立学校結核対策委員会委員の任命又は委嘱について 

・久留米市教科用図書選定委員会委員の任命について 

・平成 31年度使用久留米市立小学校、久留米特別支援学校小学部及び小学校

特別支援学級教科用図書採択に係る選定方針について 

・平成 31年度久留米市立小学校、久留米特別支援学校小学部及び小学校特別

支援学級において使用される教科用図書の採択に係る教科用図書の内容等

の特徴の審議について 

・平成 31年度使用久留米市立中学校「特別の教科道徳」の教科用図書採択に

係る選定方針について 

・平成 31年度久留米市立中学校において使用される「特別の教科道徳」の教

科用図書の採択に係る教科用図書の内容等の特徴の審議について 

 

可決 

〃 

 

〃 

 

〃 

 

〃 

 

〃 

〃 

〃 

〃 

 

〃 

 

 

〃 

 

〃 

 

 

(10) 

(10) 

 

(10) 

 

(10) 

 

(10) 

 

(11) 

(11) 

(11) 

(14) 

 

(14) 

 

 

(14) 

 

(14) 

 

（協議） 

・平成 30年度久留米市教育施策要綱について 
  

（報告） 

・教育委員会後援事業等に関する報告 

・平成 30年度（公財）久留米市体育協会各種事業の共催・後援について 

・久留米市と大塚製薬株式会社との連携協定の締結について 

・トップアスリート支援事業「強化指定選手」の認定について 

・「久留米アリーナ」について 

・学校閉庁日の設定について 
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6月 19日 

（定例会） 

 

（議案） 

・久留米市立小中学校通学区域審議会委員の任命又は委嘱について 

・久留米市立図書館協議会委員の任命について 

・久留米市社会教育委員の委嘱について 

・久留米市生涯学習センター運営委員会委員の任命又は委嘱について 

・久留米市城島ふれあいセンター運営委員会委員の任命又は委嘱について 

・久留米市勤労青少年ホーム運営委員会委員の任命又は委嘱について 

・久留米市勤労青少年ホーム指定管理者候補者選定委員会委員の任命又は委

嘱について 

 

可決 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

 

 

(11) 

(11) 

(11) 

(11) 

(11) 

(11) 

(11) 

 

（協議） 

・平成 30年度久留米市教育施策要綱（案）について 

・久留米市立小学校小規模化対応方針（案）について 

  

（報告） 

・教育委員会後援事業等に関する報告 

・柔道グランプリ・フフホト大会の成績報告について 

・平成 30年度市学力・生活実態調査（中学校）の結果 

・六ツ門図書館展示コーナー企画展「濁流天に満つ‐筑後川水害とくるめの

人々-」開催案内 

・スポーツ大会成績優秀者個人・団体の報告について 

・トップアスリート支援事業認定者について（追加分） 

  

7月 25日 

（定例会） 

 

（議案） 

・平成 30年度久留米市教育施策要綱について 

・久留米市教育支援委員会委員の任命又は委嘱について 

・公文書開示等の審査請求に係る決定について 

・平成 31年度使用久留米市立小学校、久留米特別支援学校小学部及び小学校

特別支援学級教科用図書の採択について 

・平成 31年度使用久留米市立中学校「特別の教科 道徳」教科用図書の採択

について 

・平成 31年度使用久留米特別支援学校高等部及び久留米市立高等学校教科用

図書の採択について 

 

可決 

〃 

〃 

〃 

 

〃 

 

〃 

 

 

(1) 

(11) 

(17) 

(14) 

 

(14) 

 

(14) 

 

（協議） 

・教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行状況に関する点検及び評価

報告書（平成 29年度分）について 

  

（報告） 

・教育委員会後援事業等に関する報告 

・平成 30年第 2回久留米市議会一般質問回答要旨について 

・学校敷地内におけるブロック塀等の緊急点検結果について 

・東京オリンピック・パラリンピックに係るカザフスタン共和国の事前キャ

ンプに関する基本合意書の調印について 

・「（仮称）久留米市東京オリンピック・パラリンピックキャンプ等実行委員

会」の立ち上げについて 

・ジュニアアスリート教室「中学生バスケットボールクリニック」の開催に

ついて 

・紫灘旗全国高校遠的弓道大会・Ｅボートフェスティバルの開催について 

・スポーツ大会成績優秀者個人・団体の報告について 

・平成 30 年度久留米市収蔵資料展「行きかう、にぎわう -交流拠点都市の

系譜-」の開催について 
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8月 31日 

（定例会） 

 

（議案） 

・平成 30年度教育費 9月補正予算に係る意見の申出について 

・篠山小学校校舎・屋内運動場改築工事請負契約の一部を変更する契約締結

に係る意見の申出について 

・篠山小学校校舎・屋内運動場改築機械設備工事請負契約の一部を変更する

契約締結に係る意見の申出について 

・篠山小学校校舎・屋内運動場改築電気設備工事請負契約の一部を変更する

契約締結に係る意見の申出について 

・京町小学校屋内運動場改築工事請負契約の一部を変更する契約締結に係る

意見の申出について 

・久留米市野球場スコアボード設備改修工事請負契約に関する議案に係る意

見の申出について 

・平成 31年度の久留米市立小学校における小規模特認校制度について 

・訴えの提起の専決処分に係る意見の申し出の臨時代理について 

 

可決 

〃 

 

〃 

  

〃 

 

〃 

 

〃 

 

〃 

〃 

 

(10) 

(10) 

 

(10) 

 

(10) 

 

(10) 

 

(10) 

 

(1) 

(10) 

（報告） 

・教育委員会後援事業等に関する報告 

・平成 31年度久留米市立中学校選択制実施要綱について 

・平成 30年度全国学力・学習状況調査の結果について 

・平成 30年度全国高等学校総合体育大会の成績報告について 

・ビブリオバトル中高生大会について 

・第 6回「からくり儀右衛門大賞」小・中学校創作作品の開催について 

・スポーツ大会成績優秀者個人・団体の報告について 

・ジュニアアスリート教室「アスリートラグビークリニック」の開催につい

て 

・スポーツフェスタ・ふくおか 第 61回福岡県民体育大会（秋季大会）につ

いて 

  

9月 10日 

（臨時会） 

（協議） 

・久留米市立小学校小規模化対応方針（案）について 
  

9月 21日 

（定例会） 

（協議） 

・教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行状況に関する点検及び評価

報告書（平成 29年度分）（案）について 

・久留米市立小学校小規模化対応方針（案）について 

 
 

 

（報告） 

・教育委員会後援事業等に関する報告 

・平成 30年第 3回久留米市議会一般質問回答要旨について 

・平成 30年度第 1回久留米市社会教育委員の会議の結果について 

・有馬記念館企画展「久留米藩の幕末維新-大名有馬家臣団Ⅲ-」について 

・平成 30年度トップアスリート支援事業「強化指定選手」の認定について（追

加） 

・スポーツ大会成績優秀者個人・団体の報告について 

・第 18回アジア競技大会柔道競技の成績報告について 

  

10月 19日 

（定例会） 

（議案） 

・久留米市立小学校小規模化対応方針の策定について 

・平成 31年度久留米市立高等学校入学者選抜要項について 

・平成 30年度久留米市教育委員会事務局等職員の人事異動の臨時代理につい

て 

 

可決 

〃 

〃 

 

 

(1) 

(1) 

(5) 

 

（協議） 

・久留米市立小学校小規模化対応の今後の進め方について 
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（報告） 

・教育委員会後援事業等に関する報告 

・地震時及び防犯の観点からの通学路等の危険箇所調査の結果について 

・くるめっ子塾の取組について 

・平成 30年度久留米市立小・中・高・特別支援学校の卒業式について 

・バクー世界柔道選手権大会の成績報告について 

・平成 30年度九州中学校体育連盟体育大会及び全国中学校体育連盟体育大会

の結果について 

・重要文化財の指定について 

・古墳めぐりガイドツアー・古代体験ワークショップの開催について 

・久留米市立中央図書館 40周年「としょかんまつり」について 

  

11月 30日 

（定例会） 

（議案） 

・久留米市生涯学習センター条例及び久留米市体育施設条例の一部を改正す

る条例に係る意見の申出について 

・久留米市体育施設条例の一部を改正する条例に係る意見の申出について 

・久留米市教育集会所の指定管理者の指定に係る意見の申出について 

・交通事故による損害賠償の専決処分に関する議案に係る意見の申出につい

て 

・久留米市社会教育委員の委嘱について 

・久留米市立小中学校通学区域審議会委員の任命又は委嘱について 

・平成 31年度久留米市立小・中・特別支援学校教職員人事異動方針について 

・平成 31年度久留米市立高等学校教職員人事異動方針について 

・平成 31年度久留米市立久留米特別支援学校高等部入学者選考要項及び平成

31 年度久留米市立久留米特別支援学校高等部訪問教育入学者選考要項につ

いて 

・公文書開示等の審査請求に関する諮問の臨時代理について 

 

可決 

 

〃 

〃 

〃 

 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

 

 

〃 

 

(10) 

 

(10) 

(10) 

(10) 

 

(11) 

(11) 

(5) 

(5) 

(1) 

 

 

(17) 

（報告） 

・教育委員会後援事業等に関する報告 

・久留米市立図書館及び視聴覚ライブラリーの特別整理期間に伴う休館日の

設定について 

・スポーツ大会成績優秀者個人・団体の報告について 

・平成 29年度児童生徒の問題行動・不登校等に関する調査結果について 

・久留米市学力の保障と向上に関する委員会の設置について 

・平成 30年度講道館杯全日本柔道体重別選手権大会の成績報告について 

・柔道グランドスラム大阪 2018大会の成績報告について 

 

 

 

 

12月 25日 

（定例会） 

 

（議案） 

・教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行状況についての点検及び評

価の実施について 

 

可決 

 

 

(16) 

 

（報告） 

・教育委員会後援事業等に関する報告 

・平成 30年第４回久留米市議会一般質問回答要旨について 

・スポーツ大会成績優秀者個人・団体の報告について 

・久留米市ジュニアアスリート競技力向上事業「アスリート柔道教室」の

開催について 

・東京 2020 オリンピック・パラリンピックに向けた取組み状況について 

・第 7回「くるめ学」子どもサミットについて 

・教育ＩＣＴ活用事業の状況について 

・2018年柔道ワールドマスターズ大会の成績報告について 

・議案「久留米市教育集会所の指定管理者の指定について」の撤回につい

て 
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1月 17日 

（定例会） 

 

 

（議案） 

・久留米市野中生涯学習センターの管理及び運営に関する規則 

・久留米市勤労青少年ホーム指導員設置規則を廃止する規則 

・久留米市生涯学習センター運営委員会規則の一部を改正する規則 

・久留米市北野生涯学習センター及び久留米市三潴生涯学習センター並びに

附帯施設の管理及び運営に関する規則の一部を改正する規則 

・久留米市社会教育委員の委嘱について 

・久留米市教育職員表彰懲戒諮問委員会委員の任命又は委嘱について 

 

可決 

〃 

〃 

〃 

 

〃 

〃 

 

(9) 

(9) 

(9) 

(9) 

 

(11) 

(11) 

（報告） 

・教育委員会後援事業等に関する報告 

・第 3期久留米市教育改革プランの進捗状況について 

・平成 30年度小中学校英語教育充実事業の結果について 

・平成 31年度久留米市立小・中・高・特別支援学校等の入学式について 

・有馬記念館企画展「ミニチュアひな道具の世界」 

・ホストタウン・相手国（カザフスタン共和国）の追加について 

・東京 2020オリンピック・パラリンピック競技大会関連事業「カザフスタン

給食」について 

  

2月 25日 

（定例会） 

 

（議案） 

・平成 30年度教育費 3月補正予算に係る意見申出の臨時代理について 

・平成 31年度教育費予算に係る意見申出の臨時代理について 

・久留米市教育集会所の指定管理者の指定に係る意見申出の臨時代理につい

て 

・久留米市野中生涯学習センターの指定管理者の指定に係る意見申出の臨時

代理について 

・平成 31年度久留米市立学校教職員（管理職）の人事異動内申の臨時代理に

ついて 

・久留米市教育職員表彰懲戒諮問委員会への諮問について 

 

可決 

〃 

〃 

 

〃 

 

〃 

 

〃 

 

(10) 

(10) 

(10) 

 

(10) 

 

(5) 

 

(6) 

（報告） 

・教育委員会後援事業等に関する報告 

・平成 30年久留米市スポーツ奨励賞・ジュニアスポーツ賞表彰式に ついて 

・歴史ルートイベントの実施について 

・図書館サービスの拡充について 

・久留米市立良山中学校での事故に係る求償金請求事件について 

・平成 30年度全国体力・運動能力、運動習慣等の調査結果について 

・タブレット端末を活用した公開授業の実施について 

  

3月 27日 

（定例会） 

 

（議案） 

・久留米市文化財の指定について 

・久留米市教育集会所条例施行規則の一部を改正する規則 

・教育委員会の権限に属する事務の委任及び補助執行に関する規則の一部を

改正する規則 

・公文書開示等の審査請求に係る決定について 

・久留米市立高等学校教育職員の懲戒処分について 

・平成 31年度久留米市立学校教職員の人事異動内申の臨時代理について 

・平成 31年度久留米市立高等学校教職員の人事異動の臨時代理について 

・平成 31年度久留米市教育委員会事務局等職員の人事異動の臨時代理につい

て 

・学校評議員の委嘱について 

 

可決 

〃 

〃 

 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

 

〃 

 

(1) 

(9) 

(9) 

 

(17) 

(6) 

(5) 

(5) 

(5) 

 

(11) 

（協議） 

・平成 31年度久留米市教育施策要綱（案）について 
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（報告） 

・教育委員会後援事業等に関する報告 

・平成 31年第 1回久留米市議会一般質問回答要旨について 

・通学路の交通安全対策について 

・平成 30年度久留米市学力・生活実態調査（小学校）の結果について 

・有馬記念館企画展「小川区有中世文書」の開催について 

・国登録有形文化財の新規登録について 

・「パラリンピック種目体験会」の開催について 

・平成 30年度ジュニアアスリート教室の実績について 

・スポーツ大会成績優秀者個人・団体の報告について 
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第４ 教育長及び教育委員会事務局に委任された事務の状況  
 

 

Ⅰ 総括的な考え方 

 
 (1) 学校教育分野 

平成３０年度は、久留米市の教育理念と基本目標を掲げた「久留米市教育に関

する大綱」を踏まえて平成２８年３月に策定した「久留米市第３期久留米市教育

改革プラン」（以下「プラン」という。）の３年目にあたる。 

 

そのため、プランに掲げた評価指標の達成に向けて、かつ令和２年度がスター

トとなる次期プランの策定も見据えながら、教育施策や事業の着実な実施を図り、

教育の本旨である「次代を担う人づくり」に取り組んだ。 

 

学力の保障と向上の取組では、学力指標の一つである全国学力･学習状況調査の

平均正答率が全国平均に達していないという状況を踏まえ、教育委員会内部にワ

ーキングチームを設置し、学力に関する要因分析を行った。  

 

さらに、外部の有識者で構成する「久留米市学力の保障と向上に関する委員会」

を設置し、本市の学力実態をテーマにした論議を通して、学力向上に向けた提言

を得ることとしている。  

 

また、社会のグローバル化や国際化を見据えて、子どもたちの英語によるコミ

ュニケーション能力の育成を目的とした取組を行うとともに、情報技術の急速な

発達と情報活用力を子どもたちの学習の基盤と位置付けた新学習指導要領の本格

実施を踏まえて、タブレット端末を活用した効果的な授業づくりの実践研究を開

始した。 

 

不登校やいじめの予防と解消については、最も重要な課題として認識し、児童

生徒一人ひとりの状況に応じたきめ細かな対応に努めるとともに、スクールカウ

ンセラーやスクールソーシャルワーカー等の活用による相談支援体制の充実を進

めた。 

 

児童数の減少と偏在による学校小規模化への対応については、複式学級の解消

に向けた基本的な方向性を定め、保護者や地域等の関係者への説明を行った。 

 

教員の働き方改革の取組としては、出退勤の正確な把握を通して、教員の勤務

実態の正確な把握に努め、今後の施策の参考にするとともに、夏期休業中におけ

る学校閉庁日の設定等を実施した。  

 

学校施設の整備充実については、安全かつ快適な教育環境の確保を目指し、国

庫補助等の有利な財源を有効に活用しながら、老朽化した校舎等の増改築や長寿

命化等に取り組んだ。また、平成３０年６月の大阪府北部地震をうけて、コンク

リートブロック塀の緊急点検・対応を行った。  

 

経済的事由で就学困難な世帯への就学援助については、令和元年度の新入学  

児童生徒に係る新入学学用品費を増額するとともに、認定基準の見直しと支援内

容の充実を図った。 
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 (2) 社会教育分野 

社会教育分野では、福岡県と連携して整備を進めてきた「久留米アリーナ」が

平成３０年６月にオープンを迎えた。九州最大規模となる施設の活用により、市

政の重要テーマである「スポーツを生かしたまちづくり」の実現に向けて、多く

の人々が集い、市民が愛着や誇りを感じることができるよう、魅力ある事業の開

催や久留米市を対外的に売り込むＭＩＣＥの誘致に取り組むとともに、２０２０

年の東京オリンピック・パラリンピック大会に向けた機運醸成事業を推進した。 

 

また、久留米市が有する歴史文化資源を、地域との協働により磨き上げるとと

もに、関係部局と連携しながら、その最大限の活用を図り、久留米市の魅力向上

と地域の活性化に繋げた。 

 

さらに、高齢者等を中心として市民の生涯学習ニーズが高まる中で、久留米市

勤労青少年ホームを生涯学習センターに用途変更する条例改正を行い、生涯学習

環境の充実に向けて取り組んだ。この他にも協働の視点を持ちながら、生涯学習

や健康増進、図書館事業等の取り組みを進めた。 

 

これらの取組を進めるにあたっては、厳しい財政状況を踏まえ、行財政改革に

も継続的に取り組み、効率的・効果的な事業実施に努めるとともに、子どもの貧

困対策や青少年の健全育成等の視点にも留意し、関係部局や様々な関係機関との

緊密な連携を図りながら、協働した取組の推進に努めてきた。  
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Ⅱ 各施策の取り組み状況 
 

ⅰ 子どもの笑顔があふれるまち 
 

１ 教育改革プランの推進 

第３期久留米市教育改革プランは、平成２８年度からの４年間を計画期間としており、第１期

及び第２期の教育改革プランにおける成果と課題を踏まえ、「ふるさと久留米を愛し、ともに社

会を生き抜く力の育成」を目標とし、目指す子どもの姿を「夢に向かって学ぶくるめっ子」とし

ている。 

従来からの取組の「効果の持続と課題の解消」を図るため、①わかる授業【学力の保障と向上】、

②たのしい学校【安心・安全な学校づくり】、③久留米版コミュニティ・スクールの推進【学校・

家庭・地域の協働】の３点から重点化を図り、施策を推進した。また、３つの重点を支える施策

として学校ＩＣＴ環境整備を進め、校務の効率化を図った。 

なお、事業の実施にあたっては、教育改革プランの重点に沿った施策とその評価指標を設定し、

その効果の検証を行ったものである。 

 

◎ 第３期教育改革プランの施策と評価指標  

重点 № 施策 評価指標 

重点１ 

わかる授業 

１ 授業改善への支援 
全国学力・学習状況調査結果で全国平均を超え

る 

２ 外国語教育の推進 
中学校３年生までの英検３級の取得率が全国平

均を超える（英語教育実施状況調査の結果） 

３ 教師力向上への支援 
授業がわかると答える児童生徒の割合や学校に

行くのが楽しいと答える児童生徒の割合が全国

平均を超える 

重点２ 

たのしい学校 

１ 不登校対応 
不登校の出現率が全国を下回り、復帰率が県を

上回ることを維持しつつ、さらなる改善を目指

す 

２ いじめ問題対応 
いじめの認知件数が全国を上回り、解消率が全

国平均を超える 

３ 
学校生活充実への支

援 

学校に行くのが楽しいと答える児童生徒の割合

(再掲)や、自分にはよいところがあると答える

児童生徒の割合が全国平均を超える 

４ 学校安全への支援 
日本スポーツ振興センター災害給付対象けが件

数の減少（小学校） 

重点３ 

久 留 米 版 コ ミ

ュニティ・スク

ールの推進 

１ 
学習習慣定着への支

援 
家庭等での学習時間の向上（１時間以上） 

２ 
地域学校協議会提言

実働化への支援 
地域学校協議会提言の達成率の向上 
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（１）重点１ わかる授業【学力の保障と向上】 

授業改善や校内研修の充実を図り、子どもに基礎的・基本的な知識・技能を確実に身に付けさ

せるとともに、これらを活用して課題解決するために必要な思考力・判断力・表現力等を伸ばす

ことで、授業が分かり、学ぶ楽しさを感じることができる子どもの育成を図った。 

また、全ての小・中・特別支援学校で行われている「くるめ学」の学習や外国語教育を充実さ

せるとともに、ＩＣＴの活用を一層進め、学力の保障と向上に努めた。 

 

◎主な事業の概要 

事業名 事 業 概 要 
決算額 

（千円） 
平成３０年度の実績 

【重点事業 1】 

小・中学校学力・

生活実態調査事業 

（学校教育課） 

小・中学校において、児童

生徒の学力等の実態を把

握し、分析、考察した結果

を授業改善に活用するこ

とで、学力の保障と向上に

努める。 

計 10,534 

小:7,743 

中:2,791 

重点事業シート（P.18）に記載 

【重点事業 2】 

小学校くるめ学力

アップ推進事業 

（学校教育課） 

一人ひとりの児童へのき

め細かな対応を図るため、

学校の状況に応じて非常

勤講師を配置し、授業改

善・補充学習・学習規

律の確立にかかる支援

を行う。また、学生や地

域ボランティアを派遣し

て放課後等に補充学習を

行う。 

45,612 

重点事業シート（P.19）に記載 

【重点事業 3】 

中学校くるめ学力

アップ推進事業 

（学校教育課） 

各学校に非常勤講師を配

置することで、教務担当主

幹教諭を学力向上コーデ

ィネーターとして専任化

し、学力向上の企画・立案

及び調整等を行う。また、

学生や地域ボランティア

を派遣して放課後等に補

充学習を行う。 

19,454 

重点事業シート（P.20）に記載 

【重点事業 4】 

小・中学校特別支

援教育支援員活用

事業 

（学校教育課） 

通常学級や特別支援学級

に在籍し、学習面や生活面

で特別の支援を必要とす

る児童生徒に対して、特別

支援教育支援員を配置す

る。 

計 97,190 

小:79,507 

中:17,683 

重点事業シート（P.21）に記載 

【重点事業 5】 

「くるめ学」子ど

もサミット事業 

（学校教育課） 

「くるめ学」の学習成果

を、児童生徒同士が発表し

合う機会を設け、一層の充

実を図るとともに、保護者

や市民へ公開し、「くるめ

学」の趣旨や意義を周知す

る。 

456 

重点事業シート（P.22）に記載 
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【重点事業 6】 

教育ＩＣＴ活用事

業 

（学校教育課） 

ＩＣＴ機器を活用した教

育活動を推進するため、教

育ＩＣＴ活用推進校にタ

ブレットパソコンを配備

して、効果的な授業づくり

の調査研究と授業実践に

取り組む。 

4,029 

重点事業シート（P.23）に記載 

【重点事業 7】 

外国語指導助手活

用事業 
（学校教育課、南筑高

校、久留米商業高校） 

外国語（英語）教育の充実

と国際理解教育の推進を

図るため、外国語指導助手

（ALT）を小・中・高等学

校の授業において活用す

る。 

計 65,973 
小：28,253 

中：30,845 

高： 6,875 

重点事業シート（P.24）に記載 

【重点事業 8】 

小学校英語教育充

実事業 

（学校教育課） 

小学校において、新学習指

導要領が掲げる外国語（英

語）教育の充実を図るた

め、外国語教育推進校にお

いて、先進地の実施内容も

踏まえた実践的な調査研

究を行い、その成果を広く

市内の学校に還元する。 

297 

重点事業シート（P.25）に記載 

【重点事業 9】 

中学校英語教育充

実事業 

（学校教育課） 

英語によるプレゼンテー

ション等を通して実践的

な英語力を育成する「くる

め英語留学体験事業」、ALT

との宿泊交流を通して、英

語の学習意欲を高める「イ

ングリッシュキャンプ事

業」のほか、中学校第３学

年の生徒を対象に、英検の

検定料の全額負担を行う。 

10,620 

重点事業シート（P.26）に記載 

【重点事業 10】 

教職員研修事業 

（教育センター） 

教育の専門家としての「確

かな力量」「強い情熱」「人

間力」を身に付けた教職員

を養成するために、そのラ

イフステージや教育課題

に対応した研修計画を策

定し、久留米市ならではの

充実した研修を実施する 

11,677 

重点事業シート（P.27）に記載 

小・中・特別支援

学校の図書活動の

推進 

（教職員課） 

小・中・特別支援学校の学

校図書館の充実を図るた

め、学校司書を配置する。 

計 92,435 
小：66,574 

中：24,471 

特支： 1,390 

市立小・中・特別支援学校全

校に学校司書を配置し、読書

活動の推進を図った。   

 

学校事務支援事業 

（教職員課） 

小・中・特別支援学校に事

務補助職員を配置するこ

とにより、学校事務の支援

を行う。 

計 87,386 
小：58,411 

中：27,653 

特支： 1,322 

各学校の学級数に応じて事

務補助職員を配置して、円滑

な学校運営のために学校事

務の支援を図った。  
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学校における働き

方改革推進事業 

（教職員課） 

各学校にタイムカードを

導入し、勤務時間を意識し

た働き方改革や、教職員の

業務改善の取組を推進し、

教職員の多忙化解消を図

る。 

2,385 

 

ICカードタイムレコーダーを用

い、勤務時間の実態把握を行っ

た。また、小・中学校各１校で中

小企業診断士による業務改善モ

デル校事業を実施した。 

教育課題研究事業 

（教育センター） 

本市の教育課題を解決す

るため、調査研究に取り組

み、市主催研修を通して、

その成果を普及する。 

365 

人権・同和教育研究班、プログラ

ミング教育研究班、外国語教育研

究班による成果物を作成し、各学

校に配布した。 

教育活動支援事業 

（教育センター） 

教職員の教育活動を直接

支援するため、授業づくり

サポートの充実、ICT 活用

の推進、教育資料室の整

備、教育情報の提供、理科

教育の推進、教育論文の執

筆奨励を図る。 

2,004 

理科作品展の開催。授業づくりサ

ポートを３６回実施した。久留米

市教育実践記録６９本の応募が

あった。 

教職員校内研修事

業 

（学校教育課・教

職員課） 

教職員の実践的な指導力

を高めるため、教職員の研

修や教科等の研究を推進

する団体やグループに対

して助成を行う。 

計 2,671 
小：1,298 

中： 758 

特支： 615 

久留米市立小学校及び中学

校校長会、教頭会、特別支援

学校教職員研修委員会に対

し、補助金の交付を行った。  

教科等教育研究推

進事業 

（学校教育課） 

学校教育における各教科

等の教育の充実を図るた

め、各種教科等研究会への

補助金の交付を行う。 

2,811 

特別支援教育研究協議会、学

校図書館教育協議会、小学校

及び中学校教育研究会に対

し、補助金の交付を行った。  

国・県・市教育研

究指定事業 

（学校教育課） 

文部科学省や県教育委員

会、市教育委員会が教育研

究・実践指定校を指定し、

研究実践活動を通して、教

職員の能力の向上と教育

活動の充実を図る。 

計 3,798 
小:1,898 

中:1,900 

 

県指定  

小学校１校、中学校２校   

市指定  

小学校５校、中学校３校   
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重点事業 1 

事 業 名 小・中学校学力・生活実態調査事業 担当課 学校教育課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H28 決算 H29決算 H30決算 

10,494 千円 10,411 千円 10,534 千円 

事業目的 

小・中学校において、標準学力検査を実施することにより、児童生徒の

学力実態を把握し、それに基づく指導方法の工夫改善を行うことで、教

職員の指導力の向上を図るとともに児童生徒の学力の向上を目指す。 

事業内容 

(1) 調査対象学年及び教科等 

小学校（Ｈ30.12.18 実施） 第１～６学年 国語・算数 

中学校（Ｈ30.04.13 実施） 第１学年 国語・数学 

第２学年  国語・数学・英語 

(2) 調査結果の活用 

 ① 教育施策の改善 

② 各学校の学校プランの見直し及び授業改善 

③ 保護者等への基本的生活習慣・学習習慣確立のための協力依頼 

事業目標 

成果指標 

市学力・生活実

態調査におけ

る小６と中２

の①標準学力

検査の平均正

答率 ②生活

実態調査「授業

がよく分かる」

の肯定的回答

の割合がそれ

ぞれ全国平均

以上 

 
教科 

区分 

H28実績 H29実績 H30実績 H30 

目標

値 市 全国 市 全国 市 全国 

① 

小６国 

小６算 

中２国 

中２数 

中２英 

71.1 

66.9 

54.3 

50.3 

62.2 

71.5 

67.1 

55.2 

53.1 

68.1 

71.2 

67.8 

60.8 

53.6 

62.8 

71.5 

67.1 

62.7 

56.1 

68.2 

72.4 

71.1 

60.3 

53.6 

63.1 

71.2 

68.2 

63.0 

56.8 

69.0 

それ

ぞれ

全国

平均

以上 

② 
小６ 

中２ 

89.6 

80.5 

83.9 

67.5 

89.7 

81.4 

83.9 

67.5 

92.4 

80.6 

83.9 

67.5 

評価 「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) △ 

評価理由 

小６は国語と算数ともに全国平均を上回ったが、中２はいずれの教科も全

国平均を上回ることができなかった。「授業がよくわかる」については、小

中とも全国平均を上回った。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

「学力の保障と向上に関するワーキングチーム」を設置し、学力調査で正

答率の低かった問題の傾向とその要因を分析して、授業改善の視点を全校

に示した。 

工夫 
改善の 
成果 

中２国語以外は全区分で 29年度の正答率を上回るなど、全体的に上昇傾向

となった。 

工夫 
改善の 
課題 

各学校が調査結果を分析して、授業改善のために共通して取り組むことを

決め、全職員で徹底して取り組む仕組みづくりが必要である。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

調査結果の分析の仕方や、分析結果を生かした各学校の取組の見直しの

仕方についての研修会を実施し、各校における取組の検証・改善の仕組

みづくりを進める。 

 

平成３０年度重点事業シート 
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重点事業 2 

事 業 名 小学校くるめ学力アップ推進事業 担当課 学校教育課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 
H28決算 H29決算 H30決算 

36,778千円 42,547千円 45,612 千円 

事業目的 
小学校３・４年生及び５年生児童の確かな学力の育成を図るとともに、小学

校児童の学習内容及び学習習慣の定着を図る。 

事業内容 

① 小３と小４において学校毎の課題や状況を踏まえ、規模などに応じて非

常勤講師を配置し、習熟度別や課題別などの多様な学習形態による少人数

授業を行い、一人ひとりの児童へのきめ細かな対応を図る。 

② 小５において学校毎の課題や状況を踏まえ、学級規模等に応じて非常勤

講師を配置し、学習規律の確立、授業改善、補充学習に係る支援を行う。 

③ 各学校に対して学生、地域ボランティアを派遣し、補充学習を通して基

礎的・基本的な学習内容の定着と学習習慣の定着を図る。 

事業目標 

成果指標 

市学力・生活実態調査における３、４、５年生の①標準学力検査の平均正答

率が全国平均以上 ②家庭等の学習時間１時間以上 

教科 

区分 

H28実績 H29実績 H30実績 H30 

目標値 市 全国 市 全国 市 全国 

小３国 

  算 

62.3 

74.0 

66.0 

76.6 

63.6 

75.0 

66.0 

76.6 

63.4 

72.7 

64.2 

73.5 
それぞれ

全国平均

以上 

小４国 

  算 

69.2 

67.3 

70.5 

68.6 

69.8 

68.4 

70.5 

68.6 

67.9 

66.9 

68.9 

66.1 

小５国 

  算 

65.5 

66.8 

67.0 

68.6 

67.7 

70.2 

67.0 

68.6 

66.0 

66.8 

65.6 

65.1 

評価 「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) △ 

評価理由 
小５は国語・算数ともに、小４は算数が全国平均を超えたが、小３と小４の

国語は全国平均に達しなかった。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

学力の保障と向上に関するワーキングチームを設置し、少人数授業や学力向

上支援員の効果的な活用事例を収集し各学校へ拡げた。また、大学への働き

かけ等を強化し、学習ボランティアの確保に努めた。 

工夫 
改善の 
成果 

算数科では、少人数授業や学力向上支援員によるきめ細やかな指導により、

平均正答率は小４、小５で全国平均を超え、小３で全国平均と差が縮まった。 

工夫 
改善の 
課題 

有識者による学力の保障と向上に関する委員会での意見を踏まえ、各学校の

実態に即した取組を行う必要がある。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

学力向上プランに基づく取組の徹底のため、指導主事を派遣して授業改善や

組織マネジメントに関する指導助言を行う。また、広報やアプローチの手段

を強化し、学習ボランティアの確保を図る。 
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重点事業 3 

事 業 名 中学校くるめ学力アップ推進事業 担当課 学校教育課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H28 決算 H29決算 H30決算 

27,629 千円 24,481千円 19,454千円 

事業目的 
中学校生徒の学力向上を目指し、基礎的・基本的な学習内容の確実な習得と

学習習慣の定着を図る。 

事業内容 

① 教務担当主幹教諭を学力向上コーディネーターに専任化し、後補充とし

て非常勤講師を配置する。 

② 市立中学校に対し学生、地域ボランティアを派遣し、基礎的・基本的な

学習内容の定着と学習習慣の定着を図る。 

③ NPO 法人へ委託した無料塾を開設し、放課後等に学習支援を行う。 

事業目標 

成果指標 

①市（中２）と全国（中３）の学力調査の平均正答率が全国平均以上 ②市

（中２）と全国（中３）の学習状況調査の「家庭での学習時間が１時間以上

の生徒の割合」が増加 

 
教科 

区分 

H28実績 H29実績 H30 実績 H30 

目標値 市 全国 市 全国 市 全国 

① 

中２国 

中２数 

中２英 

54.3 

50.3 

62.2 

55.2 

53.1 

68.1 

60.8 

53.6 

62.8 

62.7 

56.1 

68.2 

60.9 

53.6 

63.1 

63.0 

56.8 

69.0 
それぞれ

全国平均

以上 中３国 A 

中３国 B 

中３数 A 

中３数 B 

72.7 

63.8 

57.0 

40.0 

75.6 

66.5 

62.2 

44.1 

75 

70 

61 

45 

77.4 

72.2 

64.6 

48.1 

73 

58 

63 

42 

76.1 

61.2 

66.1 

46.9 

② 
中２ 

中３ 

46.7 

64.2 

58.0 

67.9 

49.3 

65.3 

58.0 

69.6 

49.1 

67.3 

58.0 

70.6 

前年度 

より増加 

評価 「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) △ 

評価理由 
学力は、全教科で全国平均を上回ることができなかった。家庭での学習時間

が１時間以上の生徒の割合は、中３は増加したが、中２は減少した。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

学力向上に関するワーキングチームを設置し、学校へのヒアリングを行うな

ど、授業改善や学習習慣の定着に関する分析と情報共有を図った。また、大

学への働きかけ等を強化し、学習ボランティアの確保に努めた。 

工夫 
改善の 
成果 

平均正答率は、中２の全教科において 29年度を上回った。中２においては

家庭学習を「ほとんどしない」生徒の割合は、全国より減少した。 

工夫 
改善の 
課題 

学力向上に関する目標とそのための方法を掲げた学校プランを作成し、学校

全体で授業改善に取組む体制を確立する必要がある。また、各校における補

充学習を強化するため学習ボランティアの確保が課題である。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

学力向上コーディネーターの資質、能力の更なる向上を図るため、学力

向上プランの作成やその実践について研修等の内容充実を図る。また、

広報やアプローチの手段を強化し、学習ボランティアの確保を図る。 
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重点事業 4 

事 業 名 小・中学校特別支援教育支援員活用事業 担当課 学校教育課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H28 決算 H29決算 H30決算 

10,021 千円 99,436 千円 97,190 千円 

事業目的 

通常の学級及び特別支援学級で教育上特別な支援を必要とする児童生徒

が在籍する学校を対象に、特別支援教育支援員を配置することによって、学

習活動や移動介助等の支援を行い、よりよい学校生活の実現に資する。 

事業内容 

(1) 特別支援教育支援員の活用 

① 児童生徒の状況に応じた学習支援を行う。 

② 児童生徒の居場所を確認し、安全を確保する。 

③ 肢体不自由のある児童生徒の移動の際に補助をする。 

④ 情緒不安定となった児童生徒に関わり感情の高ぶりを落ち着かせる。 

(2) 特別支援教育支援員研修会の実施 

特別支援教育支援員の役割や障害種別の特性理解について、講話等の研

修を行い、個別の支援の充実を図る。 

事業目標 

成果指標 

特別支援教育支援

員を対象に実施し

た研修会に対する

満足度 

H28実績 H29実績 H30実績 H30目標値 

未実施 94.1％ 95.3％ 前年度以上 

評価 「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) ◎ 

評価理由 
複数の障害種に対応できるように、時間帯を３つに区切って講話を設定し

たことで、前年度を上回る参加者の満足度を得ることができた。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

さらに専門性を高める場として既に受講した者も参加することから、ニー

ズを踏まえて、内容の充実を図った。 

工夫 
改善の 
成果 

参加希望者の約６割が受講経験者であり、現場のニーズに応える研修会と

なった。また、内容の見直しに伴い、研修の満足度が前年度より上昇した。 

工夫 
改善の 
課題 

受講者に受講経験者が多くなってきている状況を踏まえ、今後は研修内容

を見直す必要がある。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

 特別支援教育支援員を活用した学校の校内支援体制の確立に向けて、

支援員と学級担任との効果的な連携のあり方等について、その他の研修

会の内容と補完を図りながら取り組んでいく必要がある。 
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重点事業 5 

事 業 名 「くるめ学」子どもサミット事業 担当課 学校教育課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H28 決算 H29決算 H30決算 

466千円 300千円 456千円 

事業目的 

各学校の子ども同士が「くるめ学」の学習成果を発表し合う機会につい

て教職員のみならず保護者や市民に対して公開し、「くるめ学」の趣旨や

意義を周知するとともに、各学校の「くるめ学」の一層の充実を目指す。 

事業内容 

(1)  「くるめ学」の実践事例集の発行 

「くるめ学」の副読本「わがふるさと久留米」を活用し、総合的な

学習に位置付けた「くるめ学」の実践事例を収集し事例集を発行する。 

(2) 「くるめ学」子どもサミットの開催 

小・中・特別支援学校で実施された「くるめ学」の学習成果の発表

を行う。参加者は、発表校の児童生徒、全ての小・中・特別支援学校

の担当者、参加を希望する保護者及び市民とする。 

事業目標 

成果指標 

「くるめ学」子どもサミット

に参加した児童生徒の地域

への興味・関心度 

H28実績 H29実績 H30実績 H30目標値 

97％ 99％ 96％ 98％以上 

評価 「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) △ 

評価理由 

「くるめ学」の学習を通して、以前より地域に興味・関心を持つことが

できたとアンケートに回答をした児童生徒の割合は、目標値に僅かに届

かなかった。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

「くるめ学」子どもサミットのシンポジウムの中で、実践発表とつなげ

ながら授業改善のポイントを分かりやすく示すなど、継続して内容の充

実を図った。 

工夫 
改善の 
成果 

全ての教職員が「くるめ学の充実に役立つ」と答え、学びが実感できる研修

となった。また、保護者・市民の参加者全員が、「くるめ学」子どもサミッ

トに「とても満足・満足」と回答している。 

工夫 
改善の 
課題 

サミットに参加した教員の意識の向上などの成果を各学校へも伝えること

により、「くるめ学」のさらなる推進につなげる。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

「くるめ学」の充実を図る機会となるよう、石橋正二郎生誕 130年を記

念した取組を行う。 
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重点事業 6 

事 業 名 教育 ICT 活用事業 担当課 学校教育課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

新規 事業費 

H28 決算 H29決算 H30決算 

－ － 4,029 千円 

事業目的 

ＩＣＴ機器を活用した教育活動を推進するため、教育ＩＣＴ活用推進校にタ

ブレットパソコンを配備（4 校・180 台）して、効果的な授業づくりの調査

研究と授業実践に取り組む。 

事業内容 

〇 教育ＩＣＴ推進校４校（小学校 2校・中学校 2校）に、授業活用のため

のＩＣＴ機器（タブレット型パソコン・充電式保管庫）を配備する。 

〇 教育ＩＣＴ推進校において、タブレットを活用した効果的な授業づくり

を調査研究し、活用事例の作成や公開授業を行う。 

〇 教育ＩＣＴ推進教員と市教育委員会の指導主事がＩＣＴ活用の先進地

視察を行い、事業における効果的な活用やＩＣＴ機器の運用等についての

情報収集を行う。 

〇 教育ＩＣＴ推進校の教員等を対象にした外部講師による研修会を行い、

教員のＩＣＴ授業活用力を向上させる。 

事業目標 

成果指標 

タブレットパソコンを活

用した効果的な学習手法

による公開授業の開催 

H28実績 H29実績 H30実績 H30目標値 

  －   － 

小学校 1回

の 公 開 授

業 

1 回以上の公

開授業の開催 

評価  「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) 〇 

評価理由 
各推進校におけるタブレットの授業活用を 1月に開始し、2月には小学校  

1校において、委員会を対象とした公開授業を行うことができた。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

推進校の教員が、授業活用の基礎となるタブレットの操作技術を習得できる

ように、推進校４校の全職員に対する操作研修を実施する。 

工夫 
改善の 
成果 

「授業中に ICTを活用して指導する能力」について、推進校４校の教員は、 

久留米市の平均を上回る 70.9％が「できる」と答えた。 (市全小中学校平 

均 57.4％） 

工夫 
改善の 
課題 

ＩＣＴに関する指導力については、教員間の差がある。市主催のリーダー研

修を受講しているＩＣＴ推進教員を中心とした校内研修やサポート等を進

めて、子ども達に学びの機会を均等に与えられる校内体制をつくる。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

全小中学校の情報教育担当者等を対象にした研修会において、小学校１

校・中学校１校が公開授業を行い、ＩＣＴの効果的な活用について学び

合うことで、市内の学校にＩＣＴの授業活用を広げていく。 
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重点事業 7 

事 業 名 外国語指導助手活用事業 担当課 学校教育課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H28 決算 H29決算 H30決算 

54,432 千円 54,432 千円 59,098 千円 

事業目的 

外国語指導助手（ＡＬＴ）を派遣することで、小学校では積極的にコミュニ

ケーションを図ろうとする態度を育成し、中学校ではコミュニケーションを

図ることができる資質・能力を育成する。 

事業内容 

① 各中学校（県がＡＬＴを派遣する 2 校を除く）の英語の授業（年間 140

時間）に対し、25時間以上配置できるよう計画する。 

② 推進校の小学校には、3～4 年生に年間 10 時間、5～6 年生に年間 28 時

間以上派遣する。その他の小学校には 3～4 年生に年間 5 時間、5～6 年生

に年間 21時間以上派遣する。  

③ 基本的に中学校区単位で配置することにより、小学校と中学校の円滑な

接続を図る。 

事業目標 

成果指標 

市学力・生活実態調

査の英語（中 2）の

平均正答率が全国

平均以上 

H28実績 H29実績 H30実績 H30目標値 

市 ：62.2 
全国：68.1 

市 ：62.8 
全国：68.2 

市 ：63.1 
全国：69.0 

全国平均 
以上 

評価 「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) △ 

評価理由 市学力・生活実態調査の英語の平均正答率は、全国平均に到達していない。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

小中連携の視点から、中学校区ごとに１名のＡＬＴを派遣した。 

工夫 
改善の 
成果 

中学校区を基本としたＡＬＴの配置により、小・中学校間の連携の要素を取

り入れた外国語教育を行うことができた。 

工夫 
改善の 
課題 

中学校区内の小学校数が異なるため、異なる中学校区において配置日数に差

が生じることから、均衡性のある派遣に向けた仕組みづくりが必要となる。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

小学校における新学習指導要領の本格実施に向けて、円滑な移行のための準

備が必要である。令和元年度は、ＡＬＴ１名を増員し、小・中学校別に学級

数を基本としたブロックを編制して配置日数の均衡化を図り、全小中学校の

英語力向上を図っていく。 
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重点事業 8 

事 業 名 小学校英語教育充実事業 担当課 学校教育課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 
新規 事業費 

H28 決算 H29決算 H30決算 

5,155 千円 5,155 千円 297円 

事業目的 

市立小学校において、新学習指導要領が掲げる外国語（英語）教育の充実を

図るため、外国語教育推進校（竹野・京町・西牟田小学校）において、先進

地の実施内容も踏まえた実践的な調査研究を行い、その成果を広く市内の学

校に還元する。 

事業内容 

(1) 児童のコミュニケーションに関する資質・能力を育成する授業作りや、

授業時数の効果的な運用に関しての実践的な研究を行う。 

(2) 各推進校の状況に応じて、児童がコミュニケーション活動や英語表現に

慣れ親しむための教材等の実践事例の収集や、高学年担任等の負担軽減を

目的とする校内職員体制の取組について、実践的な研究を行う。 

(3) 久留米市内の小・中学校教員を対象にした授業公開を実施する。 

(4) 外国語教育の先進地視察や研究発表会に参会して情報収集を行い、調査

研究の参考とする。 

事業目標 

成果指標 

① 各推進校における授

業公開の実施 

② 各推進校における学

習指導案を含む研究

成果物の作成 

H28実績 H29実績 H30実績 H30目標値 

－ － 
①各校１回 
②各校３点 

① 各校１回
以上 

②各校３点
以上 

評価 「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) ◎ 

評価理由 

① 5/25西牟田小、9/20京町小、11/19竹野小、公開授業実施。小・中学校

教員合計５８名の参加者があった。 

② 学習指導案、ワークシート、先進地視察レポート等の研究成果物を各校

から３点提供があった。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

令和２年度からの小学校外国語教育の全面実施に向けた最新の内容を、３校

の推進校が各々の特色ある取り組みを通して実践研究の推進ができるよう

に、先進地の視察及び公開授業の場を設け、研修内容の改善を図った。 

工夫 
改善の 
成果 

外国語活動・外国語科について、移行期の新教材の活用についての研修を深

めることができ、早期化・教科化を見据えた小中連携ができた。 

工夫 
改善の 
課題 

さらなる学級担任の外国語指導力向上のために、教材教具の開発と授業の流

れのパターン化、学習環境充実のための教材研究を図る必要がある。校内研

修の中で授業参観シートの活用による授業改善の視点を共有する。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

研修の成果をベースとして、さらなる外国語（英語）教育の充実と発展

を図るため、テレビ会議システムを活用した推進校３校間の交流など研

究実践の場を広げながら、その成果を幅広く市内の学校に還元する。 
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重点事業 9 

事 業 名 中学校英語教育充実事業 担当課 学校教育課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H28 決算 H29決算 H30決算 

8,911 千円 9,624 千円 10,620 千円 

事業目的 

グローバル化や国際化の進展により、異文化理解や異文化コミュニケーショ

ンがますます重要になっていることを踏まえ、英語運用能力の向上及び英語

学習に向けての意欲・関心の向上を目指す。 

事業内容 

(1) 中学生イングリッシュ・キャンプ事業 

ＡＬＴと２泊３日の交流活動を通して、英語の学習意欲を高め、英語の

４技能を通して、コミュニケーション能力を育成する。 

(2) くるめ英語留学体験事業 

   外国人英語講師を招いた３日間のオールイングリッシュによる英語留

学体験を行い、英語の４技能５領域の実践的な力を育成する。 

(3) 英語検定受検料の負担 

中学校３年生を対象に、検定料を全額負担し、英語学習の目標設定や進

路獲得、将来の目標に向けた契機とする。 

事業目標 

成果指標 

中学校３年生までの英検

３級の取得率が全国平均

及び市前年度を超える。 

H28実績 H29実績 H30 実績 H30目標値 

市  20.8 
全国 18.1 

市  32.3 
全国 22.0 

市 32.9 
全国 23.9 

全国平均、
市前年度

以上 

評価 「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) ◎ 

評価理由 
中学校３年生までの英検３級の取得率が全国平均及び市前年度を超える実

績となった。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

イングリッシュ・キャンプでは、ゲーム的要素に加えて、考える活動を加え

た内容とした。くるめ英語留学体験では、他教科を英語で学習したり、海外

に住む人と交流したりするなど、より実践につながる場面設定をした。英語

検定受検については、英語の授業における到達目標を明確にした。 

工夫 
改善の 
成果 

参加生徒の興味・関心や英語力のレベルに鑑み、イングリッシュ・キャンプ

とくるめ英語留学体験の内容を設定した。また、英語検定では、事前に実施

した IBA テストとの関連を図った。 

工夫 
改善の 
課題 

生徒の英語に対する興味関心を高めるとともに、英語運用力をさらに伸ばし

ていく必要がある。また、参加生徒の英語力に応じた事業のあり方について

の検討が必要である。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 拡充 

今後の 

方向性等 

新学習指導要領の本格実施を控えて、中学生の英語に対する意欲ととも

に、英語のコミュニケーション能力の向上を図る。また、英語に対する

苦手意識を持たせない効果的な授業のあり方を実践する。 
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重点事業 10 

事 業 名 教職員研修事業 担当課 教育センター 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H28 決算 H29決算 H30決算 

13,915 千円 11,808 千円 11,677 千円 

事業目的 

教職員のライフステージや、喫緊の教育課題（教育改革プランの重点課題） 

に対応した研修計画を策定し、久留米市ならではの充実した研修を実施す

る。 

事業内容 

（１）基本研修 

経験年数や職務に応じて受講対象者を特定した研修（悉皆）を行う。 

（２）課題研修 

教育課題に基づく内容について、各学校の該当分掌業務を担当する教職

員を対象として、専門的な知識や技能の習得を図るための研修を行う。 

（３）専門研修 

教科、領域等の専門性を高めるための研修及び専門的分野の知識や技能

を高めるための研修（任意参加）を行う。 

事業目標 

成果指標 

研修アンケートで「役に

立った」としたものの割

合 90％以上 

H28実績 H29実績 H30実績 H30目標値 

99.8％ 99.3％ 97.9％ 95.0％ 

評価  「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) ◎ 

評価理由 研修アンケートで「役に立った」としたものの割合が 97.9％となった。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

基本研修・課題研修については、講座数等は前年度分の計画を維持・継続

しつつ、講義内容や外部講師の活用等、更なる充実に努めた。専門研修（短

期研修）については、学校からの希望もふまえつつ講座を開設した。  

工夫 
改善の 
成果 

 研修が「役に立った」と答えている受講者の割合は前年度に比べ微減して

いるものの、演習を適宜取り入れるなど、研修の進め方に一層の工夫を行っ

たことにより、研修したことを今後職務等にどのように活かしていくかとい

う考えが具体的に書かれるようになり、各学校での実践に期待ができる。 

工夫 
改善の 
課題 

 各研修の実施期日については、学校行事や県主催等の研修との重なりを避

けるようにしているが、全ての解消は困難であり、特に夏季休業中の専門研

修（短期研修）の設定が厳しい状況にある。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

 教職員育成指標の達成に向けた研修内容の充実、ＯＪＴにつながる集

合研修の在り方等を探っていく必要がある。 
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（２）重点２ たのしい学校【安心・安全な学校づくり】 

不登校やいじめの予防と解消に努め、児童生徒が安心して学び、楽しい学校生活を送ることが

できるように事業を推進した。そうした中で、自分の大切さとともに、他者の大切さを認め、共

感・協調できる子どもの育成を図った。 

また、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーを配置して、児童生徒や保護者の

困りごとに対する相談体制の充実に取り組んだ。 

さらに、校務運営の効率化を図ることで、教師が子どもと向き合う時間を確保し、安心・安全

な学校づくりに努めた。 

 

◎主な事業の概要 

事業名 事 業 概 要 
決算額 

（千円） 
平成３０年度の実績 

【重点事業 11-1,2】 

心の教育推進事業 

（学校教育課） 

心理に関する専門的な知識経

験を有するスクールカウンセ

ラーを配置し、児童生徒や保護

者の困りごとに対して、解消に

向けた支援や関係機関との連

携等を図る。 

計 14,868  
小： 5,040 

中：9,828 

重点事業シート（P.30・31）

に記載 

【重点事業 12】 

スクールソーシャル

ワーカー活用事業 

（学校教育課） 

福祉分野の諸制度等に関する

専門知識を有するスクールソ

ーシャルワーカーを配置し、問

題を抱えた児童生徒を取り巻

く環境へ働きかけ、課題解決へ

の対応を図る。 

― 

重点事業シート（P.32）に記

載 

【重点事業 13】 

小学校不登校対応総

合推進事業 

（学校教育課） 

児童の不登校や不登校傾向、問

題行動の早期段階からの解消

を図るため、小学校に生徒指導

サポーターを配置する。 

12,633 

重点事業シート（P.33）に記

載 

【重点事業 14】 

中学校不登校対応総

合推進事業 

（学校教育課） 

中学校の校内適応指導教室に

助手を配置し、不登校及び不登

校傾向にある生徒に校内での

居場所を作り、生徒指導、進路

指導及び学習支援を行いなが

ら、教室へ復帰するための支援

を行う。 

29,934 

重点事業シート（P.34）に記

載 

【重点事業 15】 

不登校児童生徒対策

事業 

（青少年育成課） 

らるご久留米において、学校に

登校できない児童生徒の基礎

基本の学力向上と様々な体験

活動を通して、学校復帰等へ向

けた心の安定とエネルギーの

回復に努め、自信の構築や基本

的生活習慣の改善を図る。ま

た、臨床心理士との連携によ

り、児童生徒及び保護者のサポ

ートを強化する。 

5,695 

重点事業シート（P.35）に記

載 

【重点事業 16】 

不登校児童生徒訪問

指導事業 

（学校教育課） 

家庭等にひきこもりがちな不

登校児童生徒に対して訪問指

導員を派遣し、児童生徒及びそ

の保護者に対して、指導・支援

を行い、適応指導教室への通級

や学校への復帰を図る。 

1,852 

重点事業シート（P.36）に記

載 
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【重点事業 17】 

生徒指導充実事業 

（学校教育課） 

専任生徒指導教員が配置され

ていない中学校に対して非常

勤講師を配置し、当該教員が専

任で生徒指導の諸問題への対

応と解決を図る環境を整備す

る。 

14,220 

重点事業シート（P.37）に記

載 

※再掲 

【重点事業 10】 

教職員研修事業 

（教育センター） 

教育の専門家としての「確かな

力量」「強い情熱」「人間力」

を身につけた教職員を養成す

るために、教職員のライフステ

ージや喫緊の教育課題に対応

した研修計画を策定し、久留米

市ならではの充実した研修を

実施する。 

11,677 

重点事業シート（P.27）に記

載 

※再掲 

教育課題研究事業 

（教育センター） 

本市の教育課題を解決するた

め、調査研究に取り組み、市主

催研修を通して、その成果を普

及する。 

365 

人権・同和教育研究班、プロ

グラミング教育研究班、外国

語教育研究班による成果物を

作成し、各学校に配布した 

学校問題解決支援事

業 

（学校教育課） 

保護者等からの要求や苦情等

に対して、法的・専門的な分野

の専門家からなる相談体制を

確立し、学校への助言を行う。 

269 

学校の事件事故等に関す

る弁護士又は医師等によ

る相談を計21回実施し、学

校への助言を行った。   

健康増進特別事業 

（学校保健課） 

自然環境の中で、野外観察や集

団活動等を行うことにより、心

身の健康増進と社会的資質の

向上を図る。 

計 16,328 
小：7,897 

中：7,210 

特支： 1,221 

全市立小・中学校及び特別支

援学校において、事業を実施

できた。 

生徒指導連絡協議会

助成 

（学校教育課） 

問題行動等を防止し、児童生徒

の健全な育成を図るため、生徒

指導連絡協議会や学校警察連

絡協議会に対して活動助成を

行う。 

計 851 
小：117 

中：690 

高： 44 

学校・警察等の関係機関と

連絡協議会を開催し、生徒

指導上の諸問題の共通理

解を図るとともに、解決に

向けた取組を図った  

スクールカウンセラ

ー・スクールソーシ

ャルワーカースーパ

ーバイザー配置事業 

（学校教育課） 

教育相談体制の強化を図るた

め、経験豊かで専門的知見を有

するスーパーバイザーを配置

し、スクールカウンセラーやス

クールソーシャルワーカーに

指導助言を行う。 

1,536 

スクールカウンセラー及

びスクールソーシャルワ

ーカーに対して、高度な知

見に基づく指導助言を実

施した。  
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重点事業 11-1 

事 業 名 
小・特別支援学校・高校心の教育推進

事業（スクールカウンセラー活用事業） 

担当

課 
学校教育課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H28 決算 H29決算 H30決算 

2,400 千円 2,802 千円 5,040 千円 

事業目的 

心理に関する専門的な知識経験を有するスクールカウンセラーを小学校・特

別支援学校・高校に配置する。そのうえで、発達障害や不登校など、児童生

徒や保護者の困りごとに対して、解消に向けた支援、不安の解消、関係機関

との連携などを図る。 

事業内容 

① スクールカウンセラーを市立の全小学校・特別支援学校・高校に配置し、

児童生徒、保護者及び教職員等へのカウンセリングを行う。 

② 児童生徒への支援方法や関わり方について、保護者及び教職員に対する

指導助言を行う。 

③ スクールカウンセラーの要請に基づき、小児リエゾン・ドクターによる

児童生徒・保護者及び教職員へのカウンセリングを行う。 

事業目標 

成果指標 

全国(市)学力・学習状況

調査において、「学校に

行くのが楽しい」と答え

る小学校の児童の割合が

全国平均を超える 

H28実績 H29実績 H30実績 H30目標値 

市  82.9％ 
全国 86.3％ 

市  84.2％ 
全国 86.3％ 

市  87.8％ 
全国 83.3％ 

全国平均を
超える 

評価 「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) ◎ 

評価理由 
市学力・生活実態調査において、「学校に行くのが楽しい」と答えた児童の

割合が、全国平均を上回った。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

スクールカウンセラーに寄せられる児童・保護者・教職員からの相談は、年々

複雑化し、多岐にわたる内容となっていることから、高度な専門的知識経験

を有するスーパーバイザーによる指導助言を通して人材育成を行った。 

工夫 
改善の 
成果 

 専門的な知識経験に裏打ちされたスーパーバイズを受けたり、情報を共有化

したりすることにより、児童・生徒・保護者等へのアプローチの向上につな

がった。 

工夫 
改善の 
課題 

学校生活における事件・事故発生時の緊急時カウンセリング対応能力の強化

を図る必要がある。また、相談ケースも増加傾向にあるため、現行の配置時

間の拡充を図る必要がある。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 拡充 

今後の 

方向性等 

今後、不登校・友人関係・発達障害など多岐多様な相談に対応し、緊急支援

対応の必要性も高まる中、より一層の人材育成・人材確保が必要である。ま

た、相談対応のみならず、知見を活かした施策等への反映を図る必要がある。 
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重点事業 11-2 

事 業 名 中学校心の教育推進事業 担当課 学校教育課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H28 決算 H29決算 H30決算 

9,850 千円 10,152 千円 9,828 千円 

事業目的 

様々な悩みや困りごとを持つ生徒が相談できる環境を整備し、生徒のストレ

スを和らげるとともに、早期段階での対応法を見出すなど、子どもたちの健

全な心の育成を図る。また、教職員や保護者からの教育相談にも対応して、

専門的な立場からの助言を行う。 

事業内容 

① 臨床心理士の資格を有し、福岡県臨床心理士会より推薦を受けた者をス

クールカウンセラーとして配置する。 

② 中学校のスクールカウンセラーは、毎週１回来校し、生徒・保護者・教

職員へのカウンセリングや教育相談及び生徒指導部会等の会議に参加す

る。 

③ 県からの配置時間（週８時間３校・週４時間 14 校）に、本事業による

配置（週４時間 14校)を合わせて、全ての中学校に週８時間の配置を行う。 

（スクールカウンセラーの配置状況） 

市と県による配置校 14校（市 4H＋県 4H）×35週 

江南中・櫛原中・牟田山中・高牟礼中・明星中・青陵中・筑邦西中 

荒木中・宮ノ陣中・田主丸中・屏水中・北野中・三潴中・城島中 

県による配置校３校（県 8H×35週） 

城南中・良山中・諏訪中 

県によるスーパーバイザー配置校１校（県 4H×35週）諏訪中 

事業目標 

成果指標 

全国(市)学力・学習状況

調査において、「学校に

行くのが楽しい」と答え

る中学校の生徒の割合

が全国平均を超える 

H28実績 H29実績 H30実績 H30目標値 

市 79.1％ 
全国 81.4％ 

市 79.9％ 
全国 80.9％ 

市 85.8％ 
全国 81.8％ 

全国平均
を超える 

評価 「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) ◎ 

評価理由 
市学力・生活実態調査において、「学校に行くのが楽しい」と答える生徒の

割合が、全国平均を超えた。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

学校とスクールカウンセラーの連携を強化し、不登校やいじめ、問題行動等

の課題を抱えた生徒への関わり方について、学校へアドバイスを行った。 

工夫 
改善の 
成果 

学校は、課題を抱えた生徒の情報共有と適切な関わり方について、専門的見

地からのアドバイスを受け、課題の早期解消へとつなげている。 

工夫 
改善の 
課題 

学校における事件・事故等発生時の緊急対応能力の強化を図る必要がある。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

スクールカウンセラーへの相談内容は、不登校・友人関係・発達障害など多

岐にわたり、個々の相談も複雑化している。緊急支援対応の必要性も高まっ

ているため、継続した体制の確保が必要である。 
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重点事業 12 

事 業 名 スクールソーシャルワーカー活用事業 担当課 学校教育課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H28 決算 H29決算 H30決算 

－ － － 

事業目的 

福祉分野の諸制度と福祉サービスの手続等について専門知識を有するスクール

ソーシャルワーカーを市教育委員会に配置し、各学校に派遣する。そのうえで、

問題を抱えた児童生徒を取り巻く環境へ働きかけ、課題解決への対応を図る。 

事業内容 

① 平成 30年度はスクールソーシャルワーカー５人（うち１人は社会福祉士の資

格を有する任期の定めのない常勤職員）を配置した。 

② 外部の関係機関等の支援が必要なケースについて、スクールソーシャルワー

カーを派遣し、学校と協働して子ども達の抱える状況（家庭環境、不登校、発

達上の課題等）の改善を図る。 

③ 問題を抱える児童生徒について、福祉的視点からの情報収集と状況把握、課

題分析（アセスメント）、支援計画の作成、支援方針や内容についてのケース

会議の開催、学校・家庭・関係機関等による連携ネットワークの構築を行う。 

事業目標 

成果指標 

①支援件数の前年比増 

②関係機関とのケース会

議の増加 

H28実績 H29実績 H30実績 H30目標値 

① 119件 
② 256回 

①  122回 
② 262回 

① 163件 
② 262回 

前年比増 

評価 「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) ◎ 

評価理由 
ケース会議の開催回数は、前年度と同値であるが、支援件数は前年度から大

幅に増加した。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

対応ケースの高度化・複雑化が進み、スクールソーシャルワーカーの資質向

上が重要になっている。そのため、今年度も引き続き高度な知識経験を有す

るスーパーバイザー配置による効果的な指導助言を行うなど、人材育成に努

めた。 

工夫 
改善の 
成果 

スーパーバイザーの指導助言により、問題の解決につなげることができた支

援ケースがあった。また、スクールソーシャルワーカー相互の情報共有を進

めた。 

工夫 
改善の 
課題 

対応件数の高度化・複雑化の状況を踏まえ、課題解消に向けた関係機関との

連携のほか、スクールソーシャルワーカーの人材育成及び人材確保、体制強

化が必要である。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

児童生徒の困りごとは気付きにくく隠れやすい特徴があることを認識し、予

防的な支援や早期の問題発見による予防的な支援につなげるための配置の

あり方等を検討する。 
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重点事業 13 

事 業 名 小学校不登校対応総合推進事業 担当課 学校教育課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

拡充 事業費 

H28 決算 H29決算 H30決算 

11,913 千円 12,806 千円 12,633 千円 

事業目的 

小学校において、生徒指導サポーターと学校が連携を図り、不登校や不登校

傾向、生徒指導上の課題のある児童に対する早期からの支援を充実させるこ

とで、それらの課題の解消を図る。 

事業内容 

① 不登校や不登校傾向にある児童の課題の解消、問題行動の解決を図るた

め、小学校に生徒指導サポーターを配置（１日当たり４時間、年間 200 日

を限度）する。 

② 生徒指導サポーターの主な役割は、次のとおりである。 

・ 不登校や不登校傾向の児童の保護者への電話連絡や家庭訪問 

・ 引率した児童の学習支援 

・ 学級担任や生徒指導担当教員との連携に基づく児童の登校支援 

・ 関係機関との連携を図った保護者や児童等への支援 

事業目標 

成果指標 

児童 1,000人当たりの

不登校児童数が全国

平均を下回る 

H28実績 H29実績 H30実績 H30目標値 

市  2.0 人 
全国 4.7 人 

市  2.3 人 
全国 5.5 人 

市  2.7 人 
全国  － 

全国平均値
以下 

評価 「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) 〇 

評価理由 
1,000 人あたりの不登校児童数が、H29 全国平均(Ｈ30 年度は未発表)5.5

人に対して久留米市は 2.7 人と約半数である。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

電話連絡したり迎えに行ったりすれば登校できる児童の数を考慮し、生徒指

導サポーターを配置する学校を毎年検討している。活動状況報告を毎月、研

修会を学期に 1回行っている。 

工夫 
改善の 
成果 

1,000人あたりの不登校児童数が、全国平均の約半数である。毎月の活動報

告によると、管理職や担任と生徒指導サポーターの情報共有が強化されてい

ることがわかる。 

工夫 
改善の 
課題 

活動報告をもとに、各サポーターの活動状況や課題に感じていることを把握

し、学校に連絡し助言するなどして活動の効果の更なる向上を図る。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 
学校と家庭の連携を維持し、更に地域や中学校との連携を強化する。 
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重点事業 14 

事 業 名 中学校不登校対応総合推進事業 担当課 学校教育課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H28 決算 H29決算 H30決算 

30,550 千円 29,221 千円 29,934千円 

事業目的 

中学校の校内適応指導教室の活動を充実したものとするために、校内適応指

導教室助手を配置することによって、不登校及び不登校傾向にある生徒に校

内の居場所を作り、生徒指導、進路指導及び学習支援を行いながら、教室へ

復帰するための支援を行う。 

事業内容 

① 全中学校において、不登校及び不登校傾向にある生徒に校内での居場所

を作り、教室への復帰を支援する校内適応指導教室を設置し、助手（週 25

時間勤務）を配置する。 

② 校内適応指導教室では、主に次の役割を担当する。 

・ 相談活動を通して、生徒のストレスの軽減や不登校の原因を探り、学

級への復帰に向けた支援を行う。 

・ 学習支援を行い、生徒の進路獲得を目指す。 

・ 保護者への助言や支援を行う。 

・ 生徒、保護者と学校との連携体制の支援に当たる。 

事業目標 

成果指標 

生徒 1,000人当たり

の不登校生徒数が全

国平均を下回る 

H28実績 H29実績 H30実績 H30目標値 

市  29.1 人 
全国 31.4人 

市  28.8 人 
全国 33.8人 

市  29.7 人 
全国 －  

全国平均
以下 

評価 「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) ○ 

評価理由 
不登校生徒数は前年度より増加しているが、H29全国平均（H30は未発表）

に比べて低い値である。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

適応指導教室助手の研修会を年間２回実施し、支援のあり方等に関する情報

の共有や対応にあたっての手法を学ぶ機会を設けた。また、小学校の生徒指

導サポーターとの合同の研修を設定し、小・中学校間の実践交流を行った。 

工夫 
改善の 
成果 

市ソーシャルスクールワーカーによる講演や、市教委指導主任による市全体

の状況等の説明を行うなど、校内適応指導助手の資質の向上を図った。 

工夫 
改善の 
課題 

他校での取組等の実践報告を行い、対応事例や校内適応指導教室の活用方法

などを共有化することは、個々の資質向上に効果的であるため、継続して研

修会の実施する必要がある。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

研修会を通じた人材育成を継続して行うとともに、引続き不登校対策推進プ

ラン（福岡アクション３）等を着実に実施し、不登校の未然防止や早期発見、

早期対応への組織的な対応を進める。 
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重点事業 15 

事 業 名 不登校児童生徒対策事業 担当課 青少年育成課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H28 決算 H29決算 H30決算 

６，３７８千円 ６，４２５千円 ５，６９５千円 

事業目的 

心理的、情緒的理由により、学校に行きたくても行けない不登校児童生徒

に対し、適応指導教室「らるご久留米」での様々な体験活動や学習指導、ま

た、臨床心理士によるカウンセリングを通して、「心の安定」と「心のエネ

ルギーの回復」、さらには自信の構築につとめながら学校復帰を支援する。 

事業内容 

見学や通級相談（面談）を丁寧に行った上で、通級生の受け入れを行って

いる。学習の時間は、通級生の学力に応じた学習支援を行っている。また、

自ら考え行動し、仲間と協力して最後までやり通すことで達成感を味わえる

体験活動を通して、通級生のエネルギーの回復や集団に適応する力を育成し

ている。さらにチャレンジ登校や学校訪問等、学校との連携により、学校復

帰へのサポートを行っている。 

事業目標 

成果指標 

通級率50％を超える通級

生の割合 

H28実績 H29実績 H30実績 H30目標値 

57.4％ 83.3％ 58.9％ 70％以上 

評価  「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施)   △ 

評価理由 
H28、H29の実績を踏まえて新たな事業目標を設定したが、目標の達成にい

たらなかった。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

学校に行けない理由が多岐に渡るため、通級生一人ひとりにあった支援を

行っている。また、保護者や家庭の状態にも影響を受けやすいため、保護者

に対しても適宜声かけや相談を実施し、保護者との関係性を深めている。 

工夫 
改善の 
成果 

成果指標は前年度より減少しているが、通級率 50％に近づいた通級生の

割合は増加している。 

（通級率 40%超生徒が５名おり、50%を超えると全体の通級率 73.5%となる） 

工夫 
改善の 
課題 

学校のみならず、ＳＳＷ、教育委員会ともより連携を深めながら、支援を

行っていくことが必要である。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

通級生一人ひとりにあった支援を継続しながら、体験活動などを通した

集団生活になじめる取り組みを今後も行っていく。また保護者との関係

性をより深めながら、学校、ＳＳＷ、教育委員会とも連携し、学校復帰

や社会的自立に向けた支援を行っていく。 
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重点事業 16 

事 業 名 不登校児童生徒訪問指導事業 担当課 学校教育課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H28 決算 H29決算 H30決算 

1,379 千円 1,720 千円 1,852 千円 

事業目的 

家庭に引きこもりがちな児童生徒に対し、その家庭に訪問指導員を派遣し、

信頼関係を築きながら、児童生徒や保護者等の悩みや不安の解消に努め、適

応指導教室への通級や学校へ復帰を支援する。 

事業内容 

・引きこもりがちな不登校の児童生徒の自宅等に訪問指導員 2名が訪問し、

児童生徒や保護者の悩みや不安の解消を図ることによって、適応指導教室へ

の通級や学校への復帰を支援する。 

・学校から依頼を受けて、週 1 回 2時間程度訪問する。保護者からの要望に

応じて学校や他の場所で訪問指導を行うことも可能である。 

事業目標 

成果指標 

児童生徒 1,000人当たり

の不登校児童生徒数が全

国平均を下回る 

H28実績 H29実績 H30実績 H30目標値 

市 10.7 人

全国13.6人 

市 10.6人

全国 14.7人 

市 10.9 人

全国 ― 

全国平均以

下 

評価  「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) ○ 

評価理由 

児童生徒 1,000人当たりの不登校児童生徒数について、H30年度は市の前年

度比で微増しているが、H29年度全国平均値を下回る結果となっている。（全

国の H30 年度は未発表） 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

今年度より、学校教育課指導主事、スクールカウンセラー及びスクールソー

シャルワーカーとの連携を深め、不登校児童・生徒へ総合的支援を図るため、

青少年育成課から教育部学校教育課へ移管し、不登校児童・生徒への訪問指

導を実施した。 

工夫 
改善の 
成果 

訪問指導員と指導主事、スクールカウンセラー等との連携に努め、９人の生

徒に対して継続した訪問指導を行った。 

工夫 
改善の 
課題 

訪問指導員である大学生の派遣が困難になることや、スクールソーシャルワ

ーカーと役割が重複する部分も多いことなどから、事業の再構築を図る。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 廃止 

今後の 

方向性等 

学校教育課のスクールソーシャルワーカーの体制強化を図り、学校や関

係機関、スクールカウンセラー等との連携を図りながら、不登校児童生

徒の自宅等への訪問指導を含む支援を行っていく。 
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重点事業 17 

事 業 名 生徒指導充実事業 担当課 学校教育課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H28決算 H29決算 H30決算 

13,089 千円 12,697 千円 14,220 千円 

事業目的 
専任生徒補導教員が配置されていない中学校に対して非常勤講師を配置し、

当該教員が専任で生徒指導の諸問題への対応と解決を図る環境を整備する。 

事業内容 

県から専任生徒補導教員が配置されていない 10 中学校（城南、櫛原、宮ノ

陣、荒木、筑邦西、青陵、高牟礼、北野、城島、三潴）の生徒指導担当教員

が、専任で以下に示すような様々な生徒指導上の諸問題に対応できるよう

に、その後補充として非常勤講師を配置する。 

① 不登校や問題行動の未然防止と問題解消に向けた生徒に対する対応 

② 校内適応指導教室助手との連絡調整 

③ 学校内におけるチーム体制の構築・支援 

④ 保護者に対する支援・相談 

⑤ 関係機関等との密接かつ良好な関係づくり 

事業目標 

成果指標 

生徒 1,000人当たりの

いじめの認知件数が全

国平均を上回る 

H28実績 H29実績 H30実績 H30目標値 

市 29.6 件 
全国 31.8 件 

市 39.5 件 
全国41.2件 

市 70.7 件 
全国 － 

全国平均
以上 

評価 「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) ○ 

評価理由 
生徒 1,000人当たりのいじめの認知件数について、H30年度の市の数値は H29

年度の全国平均を大きく上回る。（H30全国平均は未発表） 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

久留米地区中高合同生徒指導連絡協議会で、昨年度に引き続き専門医師を講

師として招聘し、生徒指導担当教諭が自殺予防に関する研修等を受ける機会

を設けた。 

工夫 
改善の 
成果 

生徒指導上の諸問題に対応する中で、予防的な対応が求められる難しいケー

スについて、生徒に対する指導上の配慮や工夫に関し、研修等を通して学ぶ

ことができたため、いじめ認知件数としても現れた。 

工夫 
改善の 
課題 

 生徒指導上の諸課題に係る対応困難な事例に関して、専門的な知見を有する

講師を招聘するなどの研修の場を継続して設ける必要がある。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、校内適応指導教室助

手等と連携し、専任生徒指導教員が核となって、生徒指導上の諸課題及びい

じめ・不登校などの課題に組織的に対応する教育相談体制の充実に継続して

取り組む。 
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（３）重点３ 久留米版コミュニティ・スクールの推進【学校・家庭・地域の協働】 

全ての小・中学校に設置している地域学校協議会において、提言の実働化と学校関係者評価の

充実を図った。具体的には、地域人材の積極的な活用を図ることで、子どもたちの学習習慣の定

着や基礎的・基本的な知識技能の定着を中心とした取組、健やかな成長を支える生活習慣づくり

の取組、健全育成の取組などを推進した。 

 

◎主な事業の概要 

事業名 事 業 概 要 
決算額 

（千円） 
平成３０年度の実績 

※再掲 

【重点事業 2】 

小学校くるめ学

力アップ推進事

業 

（学校教育課） 

一人ひとりの児童へのきめ細かな

対応を図るため、学校の状況に応

じて非常勤講師を配置し、授業改

善・補充学習・学習規律の確

立にかかる支援を行う。また、

学生や地域ボランティアを派遣し

て放課後等に補充学習を行う。 

45,612 

重点事業シート（P.19）に

記載 

 

※再掲 

【重点事業 3】 

中学校くるめ学

力アップ推進事

業 

（学校教育課） 

各学校に非常勤講師を配置するこ

とで、教務担当主幹教諭を学力向

上コーディネーターとして専任化

し、学力向上の企画・立案及び調

整等を行う。また、学生や地域ボ

ランティアを派遣して放課後等に

補充学習を行う。 

19,454 

重点事業シート（P.20）に

記載 

【重点事業 18】 

小・中学校コミ

ュニティ・スク

ール（久留米版）

推進事業 

（学校教育課） 

地域と共にある学校づくりのた

め、地域学校協議会を中心として

学校・家庭・地域の連携を強化し、

各学校の特色ある教育活動や中学

校における学習習慣の定着支援と

しての放課後学習会モデル事業の

実施など、教育課題に対応した取

組を推進する。 

計 27,853 
小 19,426 

中 8,427 

重点事業シート（P.39）

に記載 

ＰＴＡ団体助成 

（教育部総務） 

家庭教育と学校教育との連携を深

め、児童生徒の健全育成を図るた

め、久留米市小・中学校ＰＴＡ連

合協議会に対して補助金を交付す

る。 

2,912 

久留米市小・中学校 PTA連

合協議会に対する補助金

交付により、同団体の活動

活性化に寄与することが

できた。 
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重点事業 18 

事 業 名 
小・中学校コミュニティ・スクール 

（久留米版）推進事業 
担当課 学校教育課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 
継続 事業費 

H28 決算 H29決算 H30決算 

26,127 千円 27,782 千円 27,853 千円 

事業目的 
地域の教育力を学校運営に取り入れ、様々な体験活動や教育課題を充実する

ための支援を行うことで、地域と共にある特色ある学校づくりを推進する。 

事業内容 

(1) 学校規模に応じた補助金の交付 

地域人材の活用や地域での体験活動の充実を目指して、学校規模や地域

の人材等を活用した事業提案に応じ、補助金を交付する。 

(2) 地域学校協議会の提言に応じた補助金の交付 

各学校の教育課題に対し、地域学校協議会から提言された計画を実働化 

するための補助金の交付を行う。  

(3) 地域学校協議会委員への報酬・謝金 

(4) 放課後等学習会を中学校モデル校６校で実施 

  コーディネーターや学習指導員を配置し、地域学校協議会に設置する

「放課後学習会運営委員会」へ補助金を交付する。 

事業目標 

成果指標 

①地域学校協議会提言の

達成率の向上 

②中学校モデル校６校の

放課後学習時間の増加 

H28実績 H29実績 H30実績 H30目標値 

①72.5％ 
②43H 

①73.4％ 
②50H 

①74.2％ 
②67.5H 

①前年比増 
②前年比増 

評価 「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) ◎ 

評価理由 

地域学校協議会の提言の達成率は上昇傾向にあり、教育課題に対する学校・

家庭・地域の協働の取組の成果が表れてきている。また、中学校モデル校に

おける放課後の学習時間が前年度に比べて増加している。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

地域学校協議会会長等研修会において、国の動向及び今後の学校運営の方向

性を示す目的でＣＳマイスターの講話や、教育課題別グループでの協議の場

を設けるなど研修会の内容を改善した。また、中学校モデル校６校へは、連

絡協議会を開催し、事務手続き及び運営に関する研修を行った。 

工夫 
改善の 
成果 

各学校の教育課題に対する地域学校協議会からの提言に基づき、学校・家

庭・地域が協働して課題解決活動を実施した。また、放課後学習会の事務手

続きが簡素化され負担減につながった。 

工夫 
改善の 
課題 

国の動向をふまえ、学校運営協議会の仕組みの構築を図りつつ、地域学校協

議会会長等研修会等において周知するなど円滑な移行を推進する。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

地教行法の改正を踏まえ、地域学校協議会の仕組みと今後のあり方を検討す

る必要がある。また、中学校モデル校事業は学習指導員の人材の掘り起こし

に努めていく。 
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（４）学校ＩＣＴ環境整備 

第３期久留米市教育改革プランの３つの重点を支える施策として学校ＩＣＴの環境整備を進

め、教育イントラネットを活用した教材等の共有や研修の充実を図った。また、児童生徒の情報

を一元管理する校務支援システムによる校務の効率化と情報の有効活用を推進した。 

 

◎主な事業の概要 

事業名 事 業 概 要 
決算額 

（千円） 
平成３０年度の実績 

【重点事業 19】 

学校ＩＣＴ環境再

整備事業 

（教育センター） 

学校・教育部間の情報共有や情報

収集を迅速に行うための教育イ

ントラネットについて、障害防止

や障害発生時の対応を行い、安定

的な運用を図る。また、学習指導

や生徒指導に活用するために、児

童生徒一人ひとりの様々の情報

を一元管理する校務支援システ

ムの保守、サポート体制を整える

ことで、システムの安定稼動・運

用を行う。また、学校サーバを一

元化することで、データの保護、

セキュリティの強化を図る。 

110,051 

重点事業シート（P.41）に記

載 

情報教育環境の充

実 

（教育センター） 

教育用パソコンの整備を進める

とともに、その活用を推進するた

め、教育用ソフトの整備と必要な

メンテナンスを行う。また、イン

ターネットの活用により、情報の

収集・発信・交流を行い、情報教

育の充実を図る。 

118,992 

リース満了パソコンの整備

を行った。その活用を推進す

るため、教育用ソフトの整備

と必要なメンテナンスを行

った。また、インターネット

の活用により、情報の収集・

発信・交流を行い、情報教育

の充実を図った。 
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重点事業 19 

事 業 名 学校 ICT 環境再構築事業 担当課 教育センター 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H28 決算 H29決算 H30決算 

148,392 千円 75,376 千円 110,051 千円 

事業目的 

きめ細やかな学習指導・生徒指導への活用や、優れたデジタルコンテンツ（学

習教材・指導案）の共有化を図ることを目的とし、教育イントラネットや、

校務支援システムの安定的な運用、維持管理を行う。 

事業内容 

（１）学校イントラネットの運用、維持管理 

インターネットの技術を用いて構築された、各学校・教育部を範囲として

データ通信のできる環境の安定的な運用を行う。 

教育センターにおける調査研究の成果物や研修教材、外部講師の講話資料

等を保存し、校内研修等に活用する。 

（２）校務支援等システムの運用保守 

児童生徒一人一人の情報（成績、転出入、出席、健康観察、日常所見等）

をデータベース化し、学習指導、生徒指導等に活用する。 

（３）サーバ一元化の構築、運用、保守 

 学校サーバを一元化することでデータの保護、セキュリティの強化を図

る。 

事業目標 

成果指標 

①イントラネット上にお

いて共有化した指導案数 

②校務支援等システム支

援件数（1日平均） 

H28実績 H29実績 H30実績 H30目標値 

 導入 
①193件 

②24.15件 

①282件 

②27.67 件 

①270件以上 

②24件以下 

評価  「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) ○ 

評価理由 
学校イントラネットにおいて、指導案以外にも多くの学習教材等を共有化し

ている。学校サーバの一元化でデータのセキュリティが強化された。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

校務の流れに応じた校務支援等システム研修を実施した。 

工夫 
改善の 
成果 

校務支援システムの活用で業務の効率化を感じている教職員が、効率化に 

つながっていないと感じている職員より少ない。 

工夫 
改善の 
課題 

校務支援システムにおいては導入２年を経過したが、システムに慣れない、 

システムへのアクセスや更新に一定時間がかかることに手間を感じている 

教職員が多い。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

デジタルコンテンツの活用実績についてはアンケート等にて把握すると

ともに、校務支援等システム研修は学校等と協議して、業務の効率化を

考慮した研修を検討する。 
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（５）その他の施策 

 

◎主な事業の概要 

事業名 事 業 概 要 
決算額 

（千円） 
平成３０年度の実績 

【重点事業 20】 

食育プログラム

研究推進事業 

（学校教育課） 

子どもたちが食に関する

正しい知識と望ましい食

習慣を身に付けるために、

久留米市栄養教諭等研究

会に対して助成を行う。 

652 

重点事業シート（P.44）に記載 

【重点事業 21】 

食育啓発・促進事

業 

（学校教育課） 

学校・家庭・地域が連携し、

子どもの食事や睡眠とい

った基本的生活習慣の確

立や生活リズムの向上を

図る運動を展開する食育

推進校のＰＴＡに対して

助成を行う。 

420 

重点事業シート（P.45）に記載 

【重点事業 22】 

医療的ケア対応

事業 

（学校教育課） 

久留米特別支援学校の医

療的ケアを必要とする児

童生徒に対応するため、看

護師を配置し、児童生徒の

状況に的確に対応できる

安全な教育環境の整備を

図る。 

30,143 

重点事業シート（P.46）に記載 

【重点事業 23】 

中学校美術教育

振興事業 

（学校教育課） 

中学１年生の生徒が久留

米市美術館等の展示を鑑

賞するためのバスの借り

上げを行い、美術に対する

興味を高め、豊かな心や郷

土を愛する心を育む。 

2,204 

重点事業シート（P.47）に記載 

【重点事業 24】 

発達障害早期総

合支援事業 

（学校教育課） 

発達障害を有する児童生

徒への早期からの相談支

援の仕組みとして、子ども

発達相談教室を設置する。

また、ADHD のある子ども

への包括的治療プログラ

ムを行う「くるめ STP」に

対し補助金を交付する。 

3,253 

重点事業シート（P.48）に記載 

中体連・中文連助

成・賞賜金支給 

（学校教育課） 

中学生の体育・文化活動の

充実を図るため、中体連・

中文連の運営費を助成す

るとともに、各種大会等の

助成、生徒の出場旅費の補

助を行う。 

計 20,517 
補助金：19,803 

賞賜金：714 

久留米市立高等学校運動競技出場

賞賜金5件  

久留米市立高等学校芸術・文化大

会出場賞賜金 4件  

文化・体育活動賞賜金 13 件  

中学校部活動活

性化事業 

（学校教育課） 

(財)スポーツ安全協会の

スポーツ安全保険に加入

することで、外部指導者の

指導中の事故等に対応す

る。 

216 

外部指導者について、スポーツ安

全協会のスポーツ安全保険に加入

した。 



43 

学校訪問看護支

援事業 

（学校教育課） 

医療的ケアを必要とする

児童生徒の保護者が学校

活動において訪問看護制

度を活用する際の補助を

行う。 

2,274 

通常学校に在籍する児童（ 3人）の

保護者に対する訪問看護費用の補

助及び特別支援学校校外学習時の

介護タクシー利用料補助（ 3人）を

実施した。  

中学校活性化事

業 

（学校教育課） 

中学校の生徒会の交流を

促進し、生徒会活動を活性

化することで、生徒による

学校運営の円滑化と課題

の解決を図る。 

169 

中学校の生徒会リーダー研修会を

年２回開催し、生徒会活動の活性

化を図った  

 

特別支援教育進

路指導事業 

（学校教育課） 

久留米特別支援学校の中

学部及び高等部が実施す

る職場実習への支援を行

う。また、職場実習助手や

進路指導員を配置する。 

3,670 

６つの作業学習コースに実習助手

を配置し、作業学習の充実を図り、

進路指導員による職場実習指導を

行った。  

就学相談事業 

（学校教育課） 

障害のある幼児児童生徒

の就学先決定についての

就学相談を実施し、自立及

び社会参加に向けた基礎

となる力を育む最適な環

境を選択するための情報

提供を行う。 

706 

個々の子どもの障害の状態や程度

等を把握し、教育的な配慮事項を

明らかにすることにより、適切な

学びの場の決定に資するための就

学相談を実施した。  

（新就学児183人 在校生128人） 

定期健康診断 

（学校保健課） 

児童生徒及び教職員の健

康診断を実施し、健康管理

の推進を図る。 

計 31,474 
小：17,821 

中：9,901 

特支：1,209 

高：2,543 

受診者数（受診率） 

心臓検査：5,736 人（99.6％） 

尿検査：25,455 人（98.9％） 

結核検査（要精密検査対象者）： 

19人⇒受診者 17人（89.4％） 

歯科保健指導事

業 

（学校保健課） 

学校歯科医の指導のもと

に歯科衛生士を久留米市

立小学校に派遣し、小学校

２年生を対象に歯磨指導

を行う。 

910 

全小学校（46校）及び特別支援学校に

おいて正しい歯の磨き方を指導した。

（参加者数：3,056人） 

感染症予防対策 

（学校保健課） 

学校における健康診断、応

急措置等、学校保健に係る

感染症予防対策を講じ、衛

生面・安全面の向上を図

る。 

計 2,457 
小：1,754 

中：606 

特支：27 

 高：70 

健康診断等で使用する器具の滅菌処理

を専門業者に委託することにより、器

具等による児童生徒への細菌感染を防

止することができた。 

学校保健会助成 

（学校保健課） 

各学校が実施する保健事

業を支援することにより、

学校保健衛生の普及向上

に資する。 

2,416 

学校が保護者や児童生徒等を対象とし

た講演会、研修等を開催することがで

きた。 

参加者：児童生徒・保護者等 250人 

実施校：３校（荘島小・竹野小・江南

中） 

学校給食の充実 

（学校保健課） 

学校給食運営の効率化と

ともに、安全衛生管理の徹

底や給食施設・設備等の更

新・修繕を行い、安全・安

心な学校給食を提供する 

計 719,042 
小：668,013 

中： 27,265 

特支：23,764 

学校給食の効率的運用とともに、給食

備品等の計画的整備を行うことができ

た。 
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重点事業 20 

事 業 名 食育プログラム研究推進事業 担当課 学校教育課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H28 決算 H29決算 H30決算 

686千円 686千円 652千円 

事業目的 

子どもたちが食に関する正しい知識と望ましい食習慣を身に付けるための

取組を推進している市内の小・中・特別支援学校等の栄養教諭等で構成する

久留米市栄養教諭等研究会の研究活動に対し、助成を行う。 

事業内容 

① 久留米市栄養教諭・学校栄養職員等の取組を活かし、充実発展させるた

めに、本事業を通して食育プログラムの研究活動を推進する。 

② 以下の取組等を行い、児童生徒が食に関する正しい知識と望ましい食習

慣を身に付けるようにする。 

・ 朝食摂取や栄養バランスのよい食事など食に関する指導の充実 

・ 食に関する講演会の実施 

・ よりよい食生活を築く情報を掲載したチラシの作成・配布・啓発 

・ 食への関心を高める親子料理教室の開催 

・ 栄養教諭等が配置されていない中学校への出前指導 

事業目標 

成果指標 

児童生徒の朝食欠食

率の減少 

H28実績 H29実績 H30実績 H30目標値 

朝食欠食率 
小 1.5％ 
中 2.8％ 

朝食欠食率 
小 1.6％ 
中 2.3％ 

朝食欠食率 
小 1.9％ 
中 2.8％ 

前年度比減 

評価 「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) △ 

評価理由 
小学生の朝食欠食率は前年度と比較して0.3ポイント増、中学生は0.5ポイン

ト増となった。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

朝食摂取を意識した食に関する指導、親子料理教室の開催、栄養教諭未配置

校への出前授業等の取組を行った。また、生活習慣の確立に向け、就学前児

童の家庭向けの食育チラシを作成し入学説明会の場で配布し啓発を行った。 

工夫 
改善の 
成果 

栄養教諭等によるアンケートによると「回数の増加」「内容の充実」の項目

に関して、給食時間の指導の充実が図られた。 

工夫 
改善の 
課題 

栄養教諭等の授業力にばらつきがあり、朝食欠食率の減少のために、授業力

向上に関する研修が必要である。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

朝食を食べない児童生徒の割合の増加で見ると、全国よりも本市が緩や

かであるが、全国平均以上の朝食欠食傾向が見られる。学校・家庭・地

域が連携した食に関する指導の充実を目指し、栄養教諭等による取組を

支援していく。 

 

平成３０度重点事業シート 



45 

重点事業 21 

事 業 名 食育啓発・促進事業 担当課 学校教育課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H28 決算 H29決算 H30決算 

500千円 420千円 420千円 

事業目的 

「早寝・早起き・朝ごはん」をスローガンに、学校・家庭・地域が連携し、

子どもの食事や睡眠といった基本的生活習慣の確立や生活リズムの向上を

図る運動を展開する食育推進校のＰＴＡに対して助成を行う。 

事業内容 

各学校でＰＴＡを中心に展開している食育の取組をさらに充実発展させる

ため、次に掲げるような取組を実施し、朝食摂取率向上に向けた啓発を促進

する。 

・ 食育啓発推進モデル校（平成 30 年度：金島小、上津小、江上小、草野

小、北野中、牟田山中）へののぼりの設置 

・ 児童生徒及び保護者への意識調査と分析結果の公表 

・ 生活リズムカードの実施 

・ 朝食内容の充実のための食育講演会の実施 

事業目標 

成果指標 

食育推進校５～６校

における朝食摂取率

の向上 

H28実績 H29実績 H30実績 H30目標値 

5 校中 4校 
達成 

5 校中 3校 
達成 

6 校中 3校 
達成 

推進校 6 校
における朝
食摂取率の
向上 

評価 「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) △ 

評価理由 

食育推進校では、朝食を食べる子どもの割合が上昇した学校は３校、中には

100％となった学校もあった。しかし、全国平均を下回る市の状況を踏まえ

た評価とした。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

各学校では食に関する体験活動、授業の充実を図るとともに、家庭に対して

は生活リズムカード、食育講演会の参加、食育啓発チラシに工夫を凝らし、

啓発活動に努めた。 

工夫 
改善の 
成果 

食育推進校として６校を指定し、早寝・早起き・朝ごはん運動などＰＴＡ活

動を通じた取組を展開した。推進校では、朝食摂取率が６校中３校で昨年度

より上昇した。 

工夫 
改善の 
課題 

朝食摂取については、家庭の協力が不可欠であるため、今後とも家庭への啓

発を継続する必要がある。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

市全体の朝食摂取率は、前年度と比較すると小学校0.5％増、中学校1.5％減

の状況である。引き続き推進校に対して食育推進に関する情報提供を行うと

ともに、ＰＴＡと連携して食に関する意識を高めながら、朝食摂食への推進

を図る。 

平成３０年度重点事業シート 
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重点事業 22 

事 業 名 医療的ケア対応事業 担当課 学校教育課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H28決算 H29決算 H30決算 

19,479 千円 25,964 千円 30,143 千円 

事業目的 

久留米特別支援学校に在籍する医療的ケアを必要とする児童生徒に対応す

るために、看護師を配置し、医療機関と連携した吸引・経管栄養・導尿等を

実施することによって、子どもの状況に的確に対応できる安全な教育環境の

整備を図る。 

事業内容 

①  久留米特別支援学校に在籍し、医療的ケア（吸引・経管栄養・導尿）

を必要とする児童生徒を対象とする。（平成 30年度 18人） 

② 業務委託によって事業所から看護師を派遣する。（平成 30年度 13人） 

事業目標 

成果指標 

医療的ケアを必要と

する子どものニーズ

に応じた時間の看護

師の配置 

H28実績 H29実績 H30実績 H30目標値 

 
必要数 9 人 
配置数 9 人 
 

 
必要数 11人 
配置数 11人 
 

 
必要数 12人 
配置数 12人 
 

 
必要数 12人 
配置数 12人 
 

評価 「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) ◎ 

評価理由 
医療的ケアを必要とする子どものニーズに応じた時間の看護師を配置し

た。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

 医療的ケアの対象となる児童生徒の数や医療的ケアの内容の実態に応じ

た年度内の看護師増員を行い、ニーズに応じた時間の看護師の配置体制

の確保に努めた。 

工夫 
改善の 
成果 

 ニーズに応じた時間の看護師を配置することによって、医療機関と連携した

医療的ケアを適切に実施することが可能になるとともに、指示書に基づき児

童生徒の実態に応じたより安全な教育環境の整備を図ることができた。 

工夫 
改善の 
課題 

久留米特別支援学校における今後の児童生徒の状態の変化や、重度・重複化

に的確に対応できる医療的ケアの体制を構築する必要がある。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

対象となる児童生徒の増加や医療的ケアの複雑化によるニーズの増大を

踏まえ、看護師の安定的な確保等に努める。 

 

平成３０年度重点事業シート 
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重点事業 23 

事 業 名 中学校美術教育振興事業 担当課 学校教育課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H28 決算 H29決算 H30決算 

2，314千円 2，141千円 2,204 千円 

事業目的 
市立中学校の生徒における美術への興味・関心を高め、豊かな心と郷土を愛

する心を育む。 

事業内容 

① 市立中学校の第１学年の生徒が久留米市美術館等で行われる企画展及び

常設展を鑑賞するためのバスの借り上げを行う。これらの鑑賞を通して、

中学生の美術に対する興味・関心を高める。 

② 事業の実施に当たっては、生徒に対するアンケートや感想等を学校だよ

りなどで紹介し、効果の波及に努める。 

事業目標 

成果指標 

市学力・生活実態調査（中

2）において「久留米の自

然や文化、人々について

学ぶことは好きである」

の肯定的回答の割合が前

年度を上回る 

H28実績 H29実績 H30 実績 H30目標値 

61.1％ 65.2％ 68.5％ 
前年度 
実績を上
回る 

評価 「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) ◎ 

評価理由 
市学力・生活実態調査（中 2）において「久留米の自然や文化、人々につい

て学ぶことは好きである」の肯定的回答の割合が前年度を上回った。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

久留米市美術館の企画展や石橋正二郎記念館の展示内容について、予め学校

に通知しておくことで、各学校の希望に応じた実施につなげるようにした。 

工夫 
改善の 
成果 

郷土出身の芸術家の作品や石橋正二郎氏の功績について学ぶことを通して、

美術科だけでなく総合的な学習の時間における探究活動においても久留米

への関心を高め、郷土を理解するよい機会となった。 

工夫 
改善の 
課題 

見通しをもった計画的な実施を通して、美術及びふるさと久留米への感性を

一層高めるようにする。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

生徒のアンケートや感想等を学校だより等で紹介し、引き続き効果の波及に

努める。早い時期から学校と実施時期等を調整し、円滑な事業実施を図る。 

 

平成３０年度重点事業シート 
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重点事業 24 

事 業 名 発達障害早期総合支援事業 担当課 学校教育課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H28 決算 H29決算 H30決算 

3,554 千円 3,218 千円 3,253 千円 

事業目的 

発達障害を有する児童生徒に対する早期からの支援を行うため、関係機

関と連携しながら相談窓口を設置したり、効果的な治療プログラムを実

施したりする。 

事業内容 

(1) 相談・指導教室の設置 

久留米特別支援学校内に「子ども発達相談教室」を設置し、小学校

に在籍する児童を対象にした相談への対応や、関係機関等とのコーデ

ィネートを行う。 

(2) くるめサマー・トリートメント・プログラム（ＳＴＰ）の支援 

ＡＤＨＤのある子どもへの包括的な治療プログラムである「くるめ

ＳＴＰ」事業に補助金を交付する。 

事業目標 

成果指標 

子ども発達相談教室の 

相談件数 50件以上 

H28実績 H29実績 H30実績 H30目標値 

49 件 55 件 52 件 50 件 

評価 「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) ○ 

評価理由 
５０件を超える相談枠を設けて学校や保護者の相談に対応し、具体的な

支援方法や支援体制構築のあり方について助言することができた。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

相談ニーズが増加・複雑化している状況を踏まえ、教頭会において「子ども

発達相談教室の効果的な活用の仕方」として、子ども発達相談教室担当医師

からの研修を行った。 

工夫 
改善の 
成果 

子ども発達相談教室を活用した児童の学校生活における問題行動の軽減が

見られた。また、必要に応じて医療機関につないだり、特別支援学級への転

籍を進めたりすることができた。 

工夫 
改善の 
課題 

学校が自立して支援体制を構築していく動きにつなげていく必要がある。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

子ども発達相談教室の機能や活用する際の留意事項について、学校や保

護者の理解に努め、そのニーズに応えていく必要がある。 
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２ 学校教育環境等の整備 

児童生徒がゆとりをもって快適に学校生活を送ることができるように、老朽化した学校施設の

長寿命化対策やトイレ改修等を行った。また、児童生徒の個々の状況への配慮並びに多様な学習

が行える施設環境の整備に努めた。 

小規模化する小学校の課題に対応するため、「久留米市立小学校小規模化対応方針」を策定し、

本方針に基づいて「第１次久留米市立小学校統合基本計画【案】」を取りまとめるとともに、統

合の対象校の保護者や地域の皆様を対象に説明会を実施した。 

加えて、社会状況の変化を踏まえ、各種就学支援制度の充実と就学環境の整備を進めた。 

 

◎主な事業の概要 

事業名 事 業 概 要 
決算額 

（千円） 
平成３０年度の実績 

【重点事業 25】 

学校施設の整

備充実 

（学校施設課） 

児童・生徒の生命を守り、災害時の

地域の避難施設を確保し、多様で新

しい学習活動に対応した教育環境

の整備を進めるため、学校施設の改

築を計画的・効率的に行う。また、

教室不足が生じている学校につい

て、増築を行う。 

計:2,375,214 
小:2,260,860

中: 114,354 
(うち増改築事業) 

小:2,256,404 

中: 113,875 

（繰越予算含む） 

重点事業シートに記載 

【重点事業 26】 

学校施設長寿

命化事業 

（学校施設課） 

学校施設における建替コストの縮

減、改修時期の調整による財政の平

準化、環境負荷の低減などを図るた

めに外壁・防水工事などの施設の長

寿命化を図る。 

計:456,349 
小:299,572 

中: 84,612 

特支:   742 

高: 71,423 

(繰越予算含む) 

重点事業シートに記載 

学校施設維持

管理事業 

（学校施設課） 

学校施設における機能の維持改善

を図るとともに、安全で快適な学習

環境づくりに向けた整備を行う。 

計:183,882 
小:158,943 

中: 8,931 

特支:  2,326 

高: 13,682 

小学校では、ﾌﾞﾛｯｸ塀改修、倉庫整

備、背面棚改修、校内舗装、給水

管改修、下水道切替、屋体照明整

備、放送設備改修等を延べ 22校、

中学校では、ﾌﾞﾛｯｸ塀改修、自転車

置場改修、防火ｼｬｯﾀｰ改修、給水管

改修、受変電設備改修等を延べ 8

校で事業を行った。 

空調機整備事

業 

（学校施設課） 

耐用年数を超えている管理諸室（校

長室,職員室,事務室,保健室,図書

室,コンピュータ教室等）の既設空

調機について更新を行う。 

計:91,697 
(繰越予算) 

小: 75,815 

中: 15,882 

小学校 7校、中学校 1校で管

理諸室の空調機更新を行っ

た。 

久留米市奨学

金 

（学校教育課） 

経済的な理由により高等学校等の

修学が困難な者に対し奨学金を給

付する。 

 入学一時金 

（円） 

月奨学金

（円） 

公立 20,000 5,000 

私立 30,000 7,000 

※高校生等奨学給付金の支給要件を

満たさない者の月奨学金は7,000円 

20,768 

 

○入学一時金   

公立 31人  

私立 39名  

 

○月奨学金  

公立5,000円：102人  

公立7,000円： 15人  

私立7,000円：142人  

就学援助事業 

（学校保健課） 

小・中学校に通学する児童・生徒で、

経済的理由により就学が困難な者

に対し、学用品費・給食費等を支給。

平成 31 年度の新入学生分から入学

準備金の支給単価を増額するとと

もに、認定基準の見直しを行う。 

計：500,549 
小：288,615 

中：211,857 

特支：   77 

○認定者数 6,498人 

小：4,278人 中：2,220人 

○認定率  27.00％ 

小：25.49％ 中：30.48％ 

○前倒し率 61.34％ 

小：69.68％ 中：53.80％ 
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重点事業 25 

事 業 名 学校施設の整備充実事業 担当課 学校施設課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H28 決算 H29決算 H30決算 

小 1,317,202 千円

中 650,502 千円 

小 961,334 千円  

中 571,411 千円 

 小 2,260,860 千円

 中 114,354 千円 

事業目的 
児童生徒の安全を確保し、快適な学習環境づくりに向けて、増改築事業等の整備により

学校施設の整備充実を図る。 

事業内容 

○校舎等改築事業 

  学校施設の老朽化と学校を取り巻く社会情勢の変化に対応するために、計画的・効

率的に改築工事及び付帯工事を行った。 

  ・日吉小学校校舎改築事業（グラウンド改修設計） 

  ・篠山小学校校舎改築事業（校舎改築工事） 

  ・京町小学校校舎改築事業（屋内運動場棟改築工事） 

  ・屏水中学校校舎改築事業（旧校舎解体・外構工事、東校舎内部改修工事） 

○校舎増築事業 

  教室不足が発生している学校について、増築の設計を行った。 

  ・南小学校校舎増築事業（実施設計）、山川小学校校舎増築事業（実施設計） 

  ・小森野小学校校舎増築事業（基本・実施設計） 

事業目標 

成果指標 

実施校 7

校におけ

る各々の

事業進捗

率の目標

値達成 

H28実績 H29実績 H30実績 H30目標値 

◆改築事業 

日吉小(改築工事) 

進捗:100％ 

篠山小(改築工事) 

進捗:10％ 

京町小(実施設計) 

進捗:100％ 

屏水中(改築工事) 

進捗:50％ 

◆改築事業 

日吉小(解体工事他) 

進捗:100％ 

篠山小(改築工事) 

進捗:52.8％ 

京町小(改築工事) 

進捗:13％ 

屏水中(改築工事) 

進捗:100％ 

◆改築事業 

日吉小 

(ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ改修設計) 

進捗:100％ 

篠山小(改築工事) 

進捗:100％ 

京町小(改築工事) 

進捗:100％ 

屏水中(解体工事他) 

進捗:100％ 

◆増築事業 

南小(実施設計） 

進捗：100％ 

山川小(実施設計） 

進捗：100％ 

小森野小 

(基本・実施設計) 

30％ 

◆改築事業 

日吉小 

(ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ改修設計) 

進捗:100％ 

篠山小(改築工事) 

進捗:100％ 

京町小(改築工事) 

進捗:100％ 

屏水中(解体工事他) 

進捗:100％ 

◆増築事業 

南小(実施設計） 

進捗：100％ 

山川小(実施設計） 

進捗：100％ 

小森野小 

(基本・実施設計) 

30％ 

評価  「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) ◎ 

評価理由 工事および、設計についても計画通りに事業を進めることができた。 

事業

分析 

工夫 

改善 

事項 

改築工事については、各事業の進捗目標達成のため、また、増築事業についても多様な

意見を得るために、学校や地域、関係機関と協議を行った。 

工夫 

改善の 

成果 

改築事業については、工事を全て工期内に終えることができた。増築事業における設計

についても、意見を踏まえ反映させることができた。 

工夫 

改善の 

課題 

事業を進めるにあたっては、工事に伴う課題が出てくるため、学校や地域、関係機関と

協議を行いながら解決していくことが重要である。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

今後も学校施設の老朽化および教室不足については、耐力度調査結果や児童生徒数

推計を踏まえ、各関係機関とも協議を行いながら、事業を進める。 

 

平成３０年度重点事業シート 



51 

重点事業 26 

事 業 名 学校施設の長寿命化事業 担当課 学校施設課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H28決算 H29決算 H30決算 

小 326,202 千円 

中 200,387 千円 

特支 66,842 千円 

高 53,159 千円 

小 300,253 千円 

中 289,848 千円 

高  43,648 千円 

小 299,572 千円 

中 84,612 千円 

特支  742 千円 

高 71,423 千円 

事業目的 

学校施設において外壁・防水・便所改修工事等を計画的に実施することにより施設を長寿命化

し、教育環境を質的向上させると共に、建替コストの縮減、改修時期の調整による財政の平準

化、環境負荷の低減などを図る。 

事業内容 

○H30年度 学校施設の主な整備内容(※は設計工事) 

・校舎外壁改修工事 2校(南薫小,田主丸中) 

・校舎防水改修工事 6校(高良内小,善導寺小,※荘島小,※荒木小,江南中,櫛原中) 

 【設計業務委託 2校(小学校 1校,中学校 1校)】 

・屋体外部改修工事 1校(久商) 

・屋体床改修工事 2校(水縄小,北野中) 【設計業務委託 1校(小学校 1校)】 

・便所改修工事 6校(津福小,合川小,竹野小,犬塚小,田主丸小,諏訪中) 

 【設計業務委託 1校(小学校 1校)】 

・校舎内部改修設計業務委託 2校(特支 1 校,高校 1校) 

・屋体内部改修設計業務委託 2校(小学校 2校) 

・屋体屋根防水改修設計業務委託 1校(小学校 1校) 

・屋外便所整備設計業務委託 2校(高校 2 校) 

事業目標 

成果指標 

外壁改修率及びトイレ改

修率の上昇 

H28実績 H29実績 H30 実績 H30目標値 

外壁改修率  

（ﾓﾙﾀﾙ落下対策） 

83.8％ 

トイレ改修率 

（校舎ドライ化） 

65.3％ 

外壁改修率  

（ﾓﾙﾀﾙ落下対策） 

86.2％ 

トイレ改修率 

（校舎ドライ化） 

71.2％ 

外壁改修率  

（ﾓﾙﾀﾙ落下対策） 

87.5％ 

トイレ改修率 

（校舎ドライ化） 

76.5％ 

外壁改修率  

（ﾓﾙﾀﾙ落下対策） 

87.2％ 

トイレ改修率 

（校舎ドライ化） 

76.5％ 

評価  「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) ◎ 

評価理由 全事業について当初計画どおりに事業完了し、改修率目標を達したため。 

事業

分析 

工夫 
改善 
事項 

事業実施にあたって、学校の安全安心を維持することを基本として、国の補正を活用するなど、

有利な財源を活かすことができるように事業実施の計画を行った。 

工夫 

改善の 

成果 
学校の教育環境を維持することができ、事業も計画通りに行うことができた。 

工夫 

改善の 

課題 

事業を行う上では、学校の老朽化に伴う課題が多い中、財源確保が重要となるため、財源効率

も含めた事業実施を行うことが必要である。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

着実に事業を進め改修率を上げていくために、財源効率も考慮しながら、財源確保に努め

ていく。また、事業を進めるにあたり、学校や地域および関係機関と調整を図りながら、

事業を実施する。 
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ⅱ 心豊かな市民生活を創造するまち 
 

１ 生涯学習・社会教育の推進 

市民の自主的・自発的な学習活動を促進するため、市民講座や教室を実施し、あらゆる世代へ

の学習機会の提供に努めるとともに、社会教育団体の支援や地域人材の発掘と育成を図り、生涯

学習・社会教育を通じた地域づくりに取組んだ。 

また、生涯学習センターをはじめとする社会教育施設やコミュニティセンターの生涯学習ネッ

トワークを強化し、豊かな学びの場の整備と多様な学習情報の提供を図った。 

さらに、市民の学習活動の拠点である社会教育施設を利用者が安全に安心して利用できるよう

必要な改修を進めるとともに、久留米市勤労青少年ホームを生涯学習センターに用途変更する条

例改正を行うなど、生涯学習環境の充実に向けて取り組んだ。 

 

◎主な事業の概要 

事業名 事 業 概 要 
決算額 

（千円） 
平成３０年度の実績 

【重点事業 27】 

地域生涯学習振興

事業 

（生涯学習推進課） 

地域（校区等）において実施さ

れる委嘱学級や土曜塾をはじ

めとする生涯学習事業に対し

て、財政支援や指導者の養成な

どの支援を行い、生涯学習の振

興を図る。 

61,110 
重点事業シート（P.53）

に記載 

【重点事業 28】 

体験活動推進事業 

（生涯学習推進課） 

体験活動事業(少年の翼、アド、

わくわく遊友体験等)を通じ、

団体生活の楽しさや友情の深

まりなどを体験する場を創出

し、子どもたちの自主性・協調

性・創造性を育む。 

4,665 
重点事業シート（P.54）

に記載 

社会教育団体支援

事業 

（生涯学習推進課） 

ＬＬネットコアくるめや子ど

も会連合会、女性の会婦人会連

絡協議会をはじめとする各社

会教育団体の活動振興のため、

財源支援や活動助言、指導等の

各種支援を行う。 

21,486 

① 生涯学習啓発事業： 

広報誌でのイベント紹介 

（36団体、170事業） 

② 人材提供事業 

・LLアドバイザー事業：

利用 1,492 

・LLサークル利用 510件 

③ 学びあい講座：10講、

延参加者数 110名 

生涯学習センター

活用事業 

（生涯学習推進課） 

各地域における生涯学習セン

ターを広く活用した各種講座

等を実施することにより、市民

の生涯学習の推進を図る。 

7,594 

市内の生涯学習センター

を活用した各種講座を実

施し、生涯学習の推進を

図った。 

生涯学習センター

維持補修事業 

（生涯学習推進課） 

えーるピア久留米や各地域の

生涯学習センターについて、経

年劣化に応じた維持補修を行

う。 

50,051 

視聴覚ホール電動吊物、

リモートユニットの経年

劣化に伴う修繕を行っ

た。 

そよ風ホール維持

補修事業 

（生涯学習推進課） 

そよ風ホールについて、経年劣

化に応じた維持補修を行う。 
8,021 

防犯カメラや空調ダクト

の経年劣化に伴う修繕を

行った。 

城島総合文化セン

ター維持補修事業 

（生涯学習推進課） 

城島総合文化センターについ

て、経年劣化に応じた維持補修

を行う。 

1,888 

自動ドア装置や駐車場照

明の経年劣化に伴う修繕

を行った。 

城島ふれあいセン

ター維持補修事業 

（生涯学習推進課） 

城島ふれあいセンターについ

て、経年劣化に応じた維持補修

を行う。 

949 
調理実習室の経年劣化に

応じた修繕を行った。 
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重点事業 27 

事 業 名 地域生涯学習振興事業（委嘱学級） 担当課 生涯学習推進課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H28 決算 H29決算 H30決算 

7,220 千円 7,291 千円 7,449 千円 

事業目的 

 市民が暮らす一番身近な地域である校区を単位として、教養の向上、健康

福祉の増進、人権や環境、防災等の市民ニーズや地域課題に応じた生涯学習

活動を推進し、事業を通じた地域コミュニティづくりを図るため、校区コミ

ュニティ組織に対して、委嘱学級の運営に係る財政支援や指導者養成などの

支援を行う。 

事業内容 

全 46 校区の開設に向けて、取組を進めており、開設校区増に努めてきた。

さらに校区や市民の方に拡げていくためにも、未開設校区の働きかけや校区

訪問・学級訪問等を実施し充実させていく。 

【学級】  ◆学習時間 年間 12回（1回 2時間程度） 

      ◆学級編成 1学級 15人以上（新入生 1名以上） 

      ・まちづくり学級 ・家庭教育学級 

      ・高齢者学級 ・女性学級 など 

【学習単元】・人権･同和問題（必修） ・男女共同参画（必修） 

      ・健康課題  ・ボランティア ・地域課題 

      ・福祉課題  ・環境課題   ・防災  など 

事業目標 

成果指標 
市内全 46校区での開設 

H28実績 H29実績 H30実績 H30目標値 

42校区 43校区 43校区 44校区 

評価  「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) △ 

評価理由 
開設校区の減少にはならなかったものの、平成 30年度の目標値である 44校

区での開設が達成されなかったため 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

委嘱学級交流会のなかで、特色ある学級の実践事例の紹介や、分科会での意

見交換を行い、その内容を資料としてまとめ各学級に配布した。未開設校区

には、定期的な訪問による開設に向けた働きかけを行った。 

工夫 
改善の 
成果 

委嘱学級交流会等で収集した情報を基に、各学級で取り組む学習内容の分野

の拡大が見受けられ、新たな関心、教養の向上へとつながっていると考える。

学級訪問での意見交換により、学習内容の充実する傾向を確認できた。 

工夫 
改善の 
課題 

多くの校区で学級生の高齢化による学級存続が困難な状況に直面している。

今後、生涯学習を進めていく上で、学級の開設要件や学習単元の見直しの検

討が必要である。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

学級訪問や交流会での意見交換を行い、地域の実情や学級の実態の把握

に努め、学級の開設要件や学習単元の見直しの検討を行う。併せて、継

続的に未開設校区への開設に向けた働きかけを行う。 
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重点事業 28 

事 業 名 体験活動推進事業（少年の翼事業） 担当課 生涯学習推進課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 
H28 決算 H29決算 H30決算 

２，８５３千円 ２，８１４千円 ２，８５６千円 

事業目的 

次代を担う子どもが集い、沖縄での本研修を中心に数回の研修を通じて友

情を深めながら、団体生活の楽しさを学び、団体や地域の活動に積極的に参

加する子どもを育成することを目的とする。また、青年ボランティアの発掘

及び機会提供を行い、次世代リーダー育成を促進する。 

事業内容 

①指導員募集  対象：１８歳～３９歳（高校生除く）人数：２０名程度 

②子ども募集  対象：小学５年生～中学生 人数：７０名程度 

③指導員研修  ・指導員同士の人間関係づくり 

  ・安全管理に対する意識づくり 等 

                

④事前研修   ・協力し合える関係づくり  

・集団生活における規律の共有 等 

⑤本研修    ・地元小学校との交流 ・沖縄の海での自然体験 ・平和学習 等 

⑥事後研修   ・ふりかえり 等      

 

★ 自ら考え行動する自立心      ★ 仲間を思いやれる優しさ 

★ 新しいことに挑戦する意欲  

★ 地域・学校の活動に進んで参加する積極性 

★ 学年や学校を超えた交流によるコミュニケーション能力 

事業目標 

成果指標 

参加者の地域や学校等
行事への参加意欲度 
 
指導員の事業継続参加
の意欲度 

H28実績 H29実績 H30 実績 H30目標値 

(参加者) 

85％ 

(指導員) 

40％ 

(参加者) 

94％ 

(指導員) 

73％ 

(参加者) 

96％ 

(指導員) 

62％ 

(参加者) 

95％以上 

(指導員) 

80％以上 

評価  「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) △ 

評価理由 

事業実施後のアンケートの結果、参加者の「地域・学校等行事への参加意欲

度」が目標値に達したが、指導員の事業継続参加の意欲度については 62%と

目標の 80%以上には届かなかった。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

昨年に引き続き事前研修を 3回行い、研修内容にレクリエーションを多く取

り入れ、研修生同士だけでなく指導員とのコミュニケーションも多く図れる

ようにした。 

工夫 
改善の 
成果 

保護者アンケートで「スタッフの姿を見て協力する大切さを学んだようだ」、

「仲間と楽しく学ぶ経験ができた」という意見もあり、参加者の参加意欲度

が昨年度に比べ 2%上昇する要因となった。 

工夫 
改善の 
課題 

保護者アンケートでは「研修回数は 3回でちょうどいい」という意見が 9割

だが、欠席者の「地域行事や習い事等と重なる」という意見や、応募者の減

少傾向をふまえ、参加しやすい研修計画を検討していく必要がある。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

習い事や地域行事などの体験や学ぶ機会が多様化していることや小中学校

の夏季休業短縮等もあり、研修生の応募数が減少傾向にある。事業規模や研

修日程の見直しを含めた検討を行い、事業継続に向けた支援を行っていく。

併せて指導員の人材確保、事業継続意欲の向上のための現状の分析、対応策

を検討していく。 
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２ 歴史的資源の保護と活用 

久留米市が有する歴史的な資源の適正な保護とその利用及び活用に努めるとともに、市民意識

の醸成や地域文化の継承に役立てる。また、地域の活性化につなげるために、地域と連携した事

業の展開を図った。 

市内に所在する文化遺産等を、歴史的な背景に基づくストーリーとして紹介・発信していくと

ともに、拠点や行程の環境整備等を行った。 

 

◎主な事業の概要 

事業名 事 業 概 要 
決算額 

（千円） 
平成３０年度の実績 

【重点事業 29】 

歴史博物館整備検

討事業 

（文化財保護課） 

地域文化を知り、創造し、継

承するための生涯学習施設

として歴史博物館整備につ

いて検討を図る。 

六ツ門図書館展示コーナー

や、久留米シティプラザでの

展示を通じて、資料の活用を

図り、博物館建設への市民意

識の高揚を図る。 

8,978 重点事業シート（P.57）に記載 

【重点事業 30】 

筑後国府跡歴史公

園整備事業 

（文化財保護課） 

久留米市を代表する文化遺

産である筑後国府跡を、市民

が身近な場所で歴史を感じ

ることができる歴史公園と

して保存整備することによ

り、歴史学習を基調とした交

流の場を提供し、市民の「郷

土」に対する愛着心を高める

とともに、その魅力を未来に

向けて継承する。 

9,689 重点事業シート（P.58）に記載 

【重点事業 31】 

歴史ルートづくり

事業 

（文化財保護課） 

市内に数多く存在する歴

史・文化遺産を整理・集積し、

歴史的背景に基づくストー

リーの設定や周知イベント

の実施により、地域の魅力を

発信する。同時に、拠点とな

る歴史的スポット等の整備

を行い、安全で魅力的な環境

づくりを推進し、交流人口の

増加を目指す。 

14,692 重点事業シート（P.59）に記載 

発掘調査事業 

（文化財保護課） 

国民の共有財産である貴重

な埋蔵文化財を保護するた

め、開発により現状が維持で

きない場合は、記録保存を目

的として、発掘調査を行う。

わが国及び久留米地域の歴

史・文化等の正しい理解を促

し、市民の郷土愛を醸成する

とともに、地域の文化活動の

展開やまちづくり活動を支

援する。 

73,591 

十間屋敷遺跡、安武三反野遺跡

など 10件の発掘調査を実施し

た。発掘調査報告書 12冊を刊

行した。 
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埋蔵文化財センタ

ー事業 

（文化財保護課） 

発掘調査に伴う出土品や記

録類の集中管理及び調査研

究を行う。また、市民の多様

な文化的活動の展開を支援

するため、発掘調査成果を公

開する展示会や体験学習な

どの普及活動を実施する。 

1,645 

出土遺物の調査研究では、筑

後国府跡の整理事業を行った。

資料調査や資料見学などの対

応も行った。年間入館者は

1,202人であった。  

 

歴史的建造物保存

整備事業 

（文化財保護課） 

市内に残る歴史的価値のあ

る建造物の調査・保存整備・

活用を図り、市民へ周知し、

その魅力を内外に向けて発

信できる人づくりとまちづ

くりを推進する。 

685 

市指定有形文化財建造物で

ある、旧三島家長屋門の釘隠し

金具の修理を行うとともに、国

登録有形文化財の登録申請を

行うため、ルーテル教会の建造

物調査を実施した。 

史跡等環境整備活

用事業 

（文化財保護課） 

地域の特性を生かした「歴史

の広場」の整備を進め、説明

板の設置などまちづくりの

素材としても活用を図る。ま

た、文化財の周知、普及活動

を積極的に展開する。 

3,246 

国史跡「安国寺甕棺墓群」

の除草や県指定天然記念物

「柳坂曽根のハゼ並木」の

消毒をはじめとした管理業

務を行うとともに、文化財

説明板改修を３か所、標柱

新設を１か所実施した。ま

た、県指定天然記念物「善

導寺の大クス」再生のため

補助金を交付した。さらに

啓発資料として、歴史散歩

「有馬家霊屋」、文化財マッ

プ「安武校区」を発行し、

文化財の周知を図った。   

坂本繁二郎生家活

用事業 

（文化財保護課） 

坂本繁二郎生家は、久留米城

下町に唯一残る武家屋敷を

復原工事したもので、周知活

用事業として体験講座等を

実施するとともに、貸室利用

促進に努める。また、歴史の

プロムナードということで、

関係施設等と連携を図り、地

域の回遊性を向上させる 

296 

体験講座を５回（書道を初実

施）、コンサートを１回、季節

行事を２回開催した。年間入場

者数 6,132人（前年比 900人増） 

貸室利用件数は 24件（前年度

比８件増） 

文化財保護団体等

育成事業 

（文化財保護課） 

文化財の管理、普及活動及び

無形民俗文化財の継承を行

っている団体に対し補助金

の交付を行うことで、文化財

の保護を図る。 

1,446 

13団体に補助金を交付した。補

助金の交付申請及び実績報告

の受付の際等に補助事業者が

抱えている課題等について情

報収集や助言等を行った。 

 また、祭具の修理に対しても

補助金を交付し、文化財の保護

伝承を図った。 

文化財施設維持補

修事業 

（文化財保護課） 

文化財収蔵館や埋蔵文化財

センター等、文化財の保存及

び活用施設の適切な維持管

理のため、必要な改修または

補修を計画的に実施するこ

とで、文化財の保護活用を図

る。 

1,707 
Ｈ29年度に廃止した筑後国府

跡発掘調査整理事務所を解体

した。 

 



57 

重点事業 29 

事 業 名 歴史博物館整備検討事業 担当課 文化財保護課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H28 決算 H29決算 H30決算 

11,598 千円 7,567 千円 8,978 千円 

事業目的 
市民がふるさとの歴史や風土など地域の歴史文化を学び、交流するなど、市民

の生涯を通じた学習の場として、かつ、魅力ある施設としての整備を図る。 

事業内容 

地域の歴史や文化を学ぶため、資料の調査・収集を行い、保存・修復に努

める。収蔵、修復された資料を効果的に活用するために展示会等で公開して

いき、市民が郷土の歴史を学ぶ意識を高めるきっかけとなる場を提供する。 

展示会の開催を重ねていき、より充実した展示、郷土「久留米」を学ぶ生

涯学習施設として歴史博物館建設の機運を高めていく。 

事業目標 

成果指標 

○目標 

歴史博物館建設に向けて、ソ

フト面の整備を行う。 

歴史資料の調査・保存・修

復・収集・購入 

収蔵施設の整備 

歴史資料のデータベース化 

○指標 

六ツ門図書館における企画展

の開催 入館者 12,000人 

H28実績 H29実績 H30実績 H30目標値 

六ツ門企画

展３回実施

入 場 者 数

15,170人 

 

六ツ門企画

展２回実施

入 場 者 数

12,853人 

特別展2,702

人 

六ツ門企画

展２回実施

入 場 者 数

13,394 人 

シティプラ

ザ収蔵資料

展 688人 

六ツ門図書館展

示コーナー企画

展、シティプラ

ザ収蔵資料展の

入場者 12,000

人 

評価  「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) ◎ 

評価理由 

六ツ門図書館展示コーナーで実施した展示は、昨年度実績を超えるととも

に、久留米シティプラザでの収蔵資料展は、幅広い時代とテーマを対象にし

ており、収蔵資料の活用の観点から有意義であったため。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

  六ッ門図書館展示コーナーにおける企画展で、タイムリーなテーマ選定を

行った。また、むかしのくらし展では、各小学校への文書による案内の後、

個別に電話連絡を行い見学校の増加を図った。 

工夫 
改善の 
成果 

筑後川の水害史をテーマにした展示は、市民の関心が高く、多くの入場者

があった。また、むかしのくらし展の見学校も前年度より増加した。 

工夫 
改善の 
課題 

  展示期間の見直し、資料に優しい展示環境の確立等課題が残る。展示資料

の調査を十分行い企画を練る準備期間が短く、ここ数年は多くの展示に取り

組んでいるため、単年度で企画から開催までを行っている。準備期間を充実

させることが入館者数の更なる増加にも繋がるものと思われる。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

今後は、充分な準備期間を確保し、魅力的な展示会の開催につなげていく

とともに、資料の保存管理・調査研究・展示活用の拠点としての歴史博物館

の整備について、方向性を決定していく。 
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重点事業 30 

事 業 名 筑後国府跡歴史公園整備事業 担当課 文化財保護課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H28 決算 H29決算 H30決算 

31,977 千円 38,341 千円 9,689 千円 

事業目的 

古代の役所跡である筑後国府跡を保存整備し、市民が身近な場所で歴史を感じ

ることにより、「まち」に対する愛着心を高めるとともに、その魅力を未来に向

けて継承する。 

事業内容 

筑後国府は昭和 36年の調査開始より 50年以上、平成 7年度の国指定より 20

年以上が経過し、筑後国府の様相が明らかになりつつある。国府は現在の久

留米市政の出発点であり、本市を代表する重要遺跡である。本市にとって大

切な歴史文化遺産を将来にわたって保護・活用し、地域コミュニティの核と

するため、歴史公園整備を推進する。 

事業の推進にあたっては、整備用地となる史跡の公有化を図るとともに、除

草等により既公有地を適正に管理する。 

事業目標 

成果指標 

①Ⅱ期政庁地区内未公有

地の物件調査等の実施 

②草刈り等管理業務の実

施 

③保存活用計画策定着手 

H28実績 H29実績 H30実績 H30目標値 

①公有化率 

85.22％ 

②管理業務 

の実施 

①公有化率 

85.71％ 

②管理業務 

の実施 

①物件調査１

件実施 

②管理業務実施 

③計画策定着

手、策定委員

会開催 

①物件調査等 

１件実施 

②管理業務の 

実施 

③計画策定着 

 手 

評価  「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) ◎ 

評価理由 目標値をすべて達成できたため。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

用地取得や計画策定委員会等の交渉・調整における的確性の向上。 

工夫 
改善の 
成果 

事業目標の達成。 

工夫 
改善の 
課題 

次年度には、指定地内の土地買上げ及び計画書の刊行を予定している。的確 

性に加え、迅速に交渉・調整を図り、事業を推進する必要がある。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

指定面積 42,206.12㎡の内、36,174.62 ㎡（85.71％）の公有化が完了し、整

備用地にまとまりが形成されつつある。Ｒ元年度末には史跡取扱いの指針と

なる保存活用計画書を刊行し、今後、整備基本計画策定について検討してい

く。 
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重点事業 31 

事 業 名 歴史ルートづくり事業 担当課 文化財保護課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H28 決算 H29決算 H30決算 

31,408 千円 12,765 千円 14,692 千円 

事業目的 

久留米のシンボルであり豊かな歴史・文化・自然を育む高良山と、耳納北

麓エリアをはじめとして、市内各所に所在する歴史遺産を地域資源として捉

え、適正な文化財の保護を行うとともに、情報発信、地域活動の醸成、及び

拠点整備等を行うことで地域の魅力向上を図り、市を代表する魅力的なエリ

アとして、交流人口の増加を目指す。 

事業内容 

地域の魅力拡大のために、市内各地域に所在する歴史遺産を集積・整理し

た「久留米歴史ストーリー」の設定とストーリーシートの作成及び、情報発

信などによる「歴史のまち久留米」のブランディング化、ストーリーに基づ

くイベント実施、並びにエリア内の文化財の基礎調査、拠点整備や拠点間を

つなぐ行程の環境整備を行う。 

事業目標 

成果指標 

エリア内での関連イベント等の

来客数 H31年度 年間 5000人 

H28実績 H29実績 H30実績 H30目標値 

来客数

4,431 

来客数

3,957 

来客数

3,853 

来客数 

4,800 

評価  「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) 〇 

評価理由 

H29 以降、「みのう山苞まつり」の集客数の減による影響で全体の来訪者の

カウント数は減少しているが、H29年度と場所・内容ともに変更して新しい

ストーリーに基づくイベント等に取り組み、1,000名以上の来客を得たこと

から、一定の効果は得られたと考えられる。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

地域との協働によるイベントの実施。（水縄校区まちづくり振興会・高良 

山ボランティアガイドの会） 

工夫 
改善の 
成果 

マスコミ等にも取り上げられるとともに、地域の団体に地域に残る歴史遺 

産の活用を主体的に体感していただくことができた。 

工夫 
改善の 
課題 

地域との連携。継続性の確保 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

エリア内の拠点となる歴史・文化遺産について、管理や環境整備等を推

進するとともに、それらを活用するための情報発信に取り組み、文化財

の保護と、交流人口の増加を目指す。 
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３ スポーツの推進 

市民がライフステージに応じて、身近な地域でスポーツに親しみ、健康づくりに取り組むことが

できるよう、「久留米市スポーツ振興基本計画」に基づき、各種スポーツ事業の実施や、スポーツ

推進委員・各種競技団体・総合型地域スポーツクラブ等との連携など、市民スポーツの推進に努め

た。 

また、県と連携して整備を進めてきた九州最大規模の総合体育館「久留米アリーナ」が、平成３

０年６月にオープンし、さらに充実した久留米総合スポーツセンターを活かし、全国・九州規模の

スポーツ大会の誘致や、２０２０年東京オリンピック・パラリンピック開催を見据えた事前キャン

プ地の誘致など、施設整備の効果を最大限に発揮する取り組みを進めた。 

あわせて、市民が安心して利用できるようスポーツ施設等の改修を進めた。 

 

◎主な事業の概要 

事業名 事 業 概 要 
決算額 

（千円） 
平成３０年度の実績 

【重点事業 32】 

MICE 誘致推進事業 

（体育スポーツ課） 

久留米アリーナのオープンや

東京２０２０オリンピック・

パラリンピックの開催などを

見据え、全国・九州規模のス

ポーツ大会の誘致やオリンピ

ック・パラリンピック参加チ

ームの事前キャンプ地誘致を

推進する。 

18,817 重点事業シート（P.62）に記載 

スポーツ大会振興

事業 

（体育スポーツ課） 

各種スポーツの全国・九州レ

ベルの大会を誘致開催する

ことにより、市民のスポーツ

技術向上とスポーツを始め

るきっかけをつくり、競技ス

ポーツの振興を図る。 

○久留米国際女子テニス大

会（30年５月） 

○紫灘旗全国高校遠的弓道大

会(30年８月) 

6,427 

久留米市国際女子テニス大会、

紫灘旗全国高校遠的弓道大会、

九州グラウンド・ゴルフ大会に

対して補助金の交付を行った 

スポーツ交流推進

事業 

（体育スポーツ課） 

スポーツを通じて、近隣市町

村および市民間の交流を推進

し、お互いの友好親睦を深め

ることで活動の広域化を図

り、市民スポーツを振興する。 

5,241 

地域スポーツ大会補助金、クロ

スロードスポーツレクリエー

ション祭、Eボートフェスティ

バル、スポーツ少年団に対し

て、補助金の交付を行った 

スポーツ推進委員

養成事業 

（体育スポーツ課） 

久留米市スポーツ推進委員連

絡協議会が実施する指導者養

成事業やスポーツ推進委員の

スポーツ全般に関する知識・

技術・指導力の向上を目的と

した研修会・講習会等への参

加を助成し、スポーツ推進委

員の資質向上を図る。 

8,345 

スポーツ事業を推進するため

のコーディネーターである、ス

ポーツ推進委員が活動する為

の委員報酬、旅費、研修費負担

金、傷害保険料などを支出した 

（公財）久留米市体

育協会助成事業 

（体育スポーツ課） 

市民スポーツの担い手である

体育協会を通じて、各種競技

団体の育成や市民スポーツの

参加を促すための教室やイベ

ントを開催するとともに、各

種大会への参加奨励や青少年

スポーツ活動等への助成を行

う。 

47,484 

市民スポーツの担い手である

（公財）久留米市体育協会に対

し助成を行った。（全国大会等

出場奨励金、大会やイベント開

催、教室開催など） 
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市民スポーツ推進

事業 

（体育スポーツ課） 

①市民が主体的にスポーツ

と触れ合う、校区等を中心と

した新しい取り組みを提供

し、気軽にスポーツに楽しめ

る環境を整備する。 

②国際大会等での活躍が期待

できる久留米市ゆかりのジュ

ニアアスリートが競技に専念

できる環境整備の強化を図

る。 

5,741 

① 運動習慣づくり事業などを

通じて、市民がスポーツと

触れ合う仕組みを提供し、

市民のスポーツ実施率の向

上に繋げた。 

② トップアスリート支援事業

補助金、ジュニアアスリー

ト競技力向上教室、トップ

アスリート PR事業などを

通じて、国際大会等での活

躍が期待できるジュニアア

スリートが競技に専念でき

る環境整備の強化を図っ

た。 

久留米総合スポー

ツセンター事業 

（体育スポーツ課） 

久留米アリーナの円滑なオ

ープンを迎えるとともに、久

留米総合スポーツセンター

内体育施設の管理運営を適

切に行う。 

＜主な内容＞ 

・福岡県への負担金（オープ

ニング事業） 

・福岡県への負担金（施設管

理運営負担金） 

・体育館周辺駐車場照明設備

設計 

・体育館周辺駐車場整備・照

明設備工事 

・新体育館備品購入費。 

158,118 

久留米アリーナの開館による、

施設の管理運営を指定管理者

とともに適切に行った。また、

久留米総合スポーツセンター

周辺の整備として、体育館周辺

駐車場整備、県への指定管理運

営負担金、照明設備工事などを

行った。 

体育施設維持補修

事業 

（体育スポーツ課） 

スポーツ施設の老朽化に伴

い、計画的に補修・改修を行

うことにより利用者のサー

ビス向上と社会体育施設の

安全性を確保する。 

＜主な内容＞ 

・久留米市野球場電光掲示板

改修（グラウンド舗装・ラバ

ーフェンス改修含む） 

・田主丸テニスコート人工芝

張替 

・城島体育館外壁改修工事 

・城島トレーニングセンタ

ー外壁･屋根防水改修工事 

313,604 

スポーツ施設の老朽化に伴い、

施設の補修・改修を行った。（久

留米市野球場電光掲示板・ラバ

ーフェンス・内野グラウンド改

修、城島体育館外壁改修、城島

トレーニングセンター外壁・屋

根改修、田主丸テニスコート人

工芝張替など） 
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重点事業 32 

事 業 名 
ＭＩＣＥ誘致推進事業 

(体育スポーツ課) 
担当課 体育スポーツ課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H28 決算 H29決算 H30決算 

7,355 千円 106,642 千円 18,817 千円 

事業目的 
市民のスポーツ振興やスポーツによる地域の活性化を目的に、大規模スポー

ツ大会や事前キャンプ等のスポーツコンベンションの誘致を推進する。 

事業内容 

平成３０年の久留米アリーナの供用開始や、東京２０２０オリンピッ

ク・パラリンピック及び平成３１年のラグビーワールドカップ等の開催を

見据え、全国・九州規模のスポーツ大会の誘致や事前キャンプ誘致を推進

する。 

＜平成３０年度の主な内容＞ 

・キャンプ等実行委員会を設立し、ＰＲ及び視察対応等の活動を実施 

・カザフスタン共和国の事前キャンプ誘致が決定し、基本合意書に調印 

＜今後のスケジュール＞ 

・令和元年度 カザフスタン共和国強化キャンプの実施（予定） 

・令和元～２年度 ２０２０年に向けた機運醸成及び交流事業 

事業目標 

成果指標 
事前キャンプ誘致 

H28実績 H29実績 H30実績 H30目標値 

誘致活動 
ケニア 

招致決定 

カザフスタ

ン招致決定 

カザフスタン 

招致決定 

評価  「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) ◎ 

評価理由 
事前キャンプ誘致活動を実施し、カザフスタン共和国の事前キャンプ誘

致に至った。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

カザフスタンオリンピック委員会、在日カザフスタン大使館等、各機関との 

連携を強化 

工夫 
改善の 
成果 

計画通り基本合意書の調印式を行うことができた。 

工夫 
改善の 
課題 

キャンプの詳細に関する協議を進める必要がある。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 拡充 

今後の 

方向性等 

2020年に向けてキャンプの準備を進めると共に、機運を醸成する事業に

取り組む。 
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４ 市民の自己学習の場としての図書館づくり 

市民一人ひとりの学びと情報の拠点として市民生活の充実と地域社会の発展を支える役割を

果たすため、多様な図書資料や情報を収集・蓄積する。また、利用者が求める資料・情報の的確

な提供に努め、企画展示や講演会の実施などにより市民に親しまれ、役に立つ図書館づくりに努

めた。 

さらに、第３次久留米市子どもの読書活動推進計画に基づき、関係各部・各課と連携して着実

な進展を図り、子どもの豊かな人間形成と学習活動の支援に取り組んだ。 

あわせて、石橋文化センターや久留米市美術館との連携事業を充実し、市立図書館全体の総合

力を高め、利用者サービスの充実及びまちづくりに貢献する図書館づくりに取り組んだ。 

 

◎主な事業の概要 

事業名 事 業 概 要 
決算額 

（千円） 
平成３０年度の実績 

【重点事業 33】 

子どもの読書環境

整備事業 

（中央図書館） 

①第３次久留米市子どもの読書活

動推進計画の実施 

｢第３次久留米市子どもの読書活動

推進計画｣(平成２９年３月策定、

計画期間平成２９年度～平成３

１年度)に基づき、子どもが心豊

かな生活を送れるよう本との出

会いと読書習慣の定着を進める

ため、子どもの読書活動を推進す

る環境整備を進める。 

②ブックスタート事業 

子どもと絵本をつなぐきっかけづ

くりを目的として、子どもの健やか

な成長などに効果があるブックス

タート事業を実施する。 

5,411 
重点事業シート（P.64）に

記載 

【重点事業 34】 

図書館整備事業 

（中央図書館） 

①図書館施設・機能の整備充実 

安全で快適な読書空間の提供と図

書資料・情報の確保、積極的な情報

発信に努めることで、図書館機能の

充実を図り、市民の生涯学習ニーズ

に対応する。 

②福祉サービスの提供と市民との

協働 

ボランティアとの協働による録

音・点字図書の製作や活用、対面朗

読など福祉サービスを充実する。 

③図書館困難者へのサービス提供 

高齢や障害、図書館遠隔地など、図

書館を利用しにくい環境にある市

民に対し、移動図書館巡回や団体貸

出などのサービス提供に努める。 

58,146 
重点事業シート（P.65）に

記載 
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重点事業 33 

事 業 名 子どもの読書環境整備事業 担当課 中央図書館 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H28 決算 H29決算 H30決算 

5,413 千円 5,701 千円 5,411 千円 

事業目的 
（１）子どもが健やかに成長し、心豊かな生活を送れるよう、本との出会い

や読書習慣の定着を進めるための読書環境を整備する。 

事業内容 

「久留米市子どもの読書活動推進計画」の施策の遂行 

○ブックスタート、家読の推進など 

○読み聞かせ実施、絵本スペース整備など 

○司書教諭・学校図書館司書との意見交換会など 

○児童図書整備、資料リスト作成 

○ブックトークなど読書に関心を高める催事開催など 

事業目標 

成果指標 

児童図書数（蔵書数）の

目標値の達成 

H28実績 H29実績 H30実績 H30目標値 

246,142冊 251,281冊 256,139冊 255,000冊 

評価  「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) ◎ 

評価理由 事業目標の目標値を達成している。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

第３次子どもの読書活動推進計画２年目となり、施策表の取り組みの中で 

おすすめ本貸出セットの整備や、団体貸出の傷んだ本の買替などに重点を 

置いて取り組んだ。 

工夫 
改善の 
成果 

図書館での個人貸出だけではなく、学校や学童保育所など団体貸出用の本を

整備することによって、子どもたちが本に出会う場を充実することができ

た。 

工夫 
改善の 
課題 

限られた予算の中で、貸出セットや本の買替など計画的に行っているが、市 

内の学校や学童保育所数からすると、さらなる蔵書数の充実が求められる。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

令和元年度は子どもの読書活動推進計画の第３次の総括、第４次の策定

の年でもあり、計画目標を定め、今後の事業計画に反映させていくとと

もに、ボランティア団体との協働や資料の充実を進めて行く。 

 

平成３０年度重点事業シート 
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重点事業 34 

事 業 名 図書館整備事業 担当課 中央図書館 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H28 決算 H29決算 H30決算 

74,829 千円 54,583 千円 58,146千円 

事業目的 
快適な読書空間の提供と図書館機能の充実に向け、その基盤整備及び利用 

者サービスを図り、生涯学習ニーズに対応する。 

事業内容 

○図書館施設・機能の整備充実 

・施設の安全確保、長寿命化及び備品の整備 

・資料の購入寄贈等：図書及びＡＶ約 25,500 点、雑誌 約 800 点 

○福祉サービスの提供と市民との協働 

・ボランティア団体との協働→録音点字図書の製作や活用、対面朗読 

○図書館の利用が困難な方へのサービス提供 

・移動図書館や団体貸出、福祉宅配 

事業目標 

成果指標 
貸出者数及び貸出冊数 

H28実績 H29実績 H30実績 H30目標値 

389,075人 

1,559,146 冊 

382,974人 

1,522,107冊 

380,699 人 

1,487,920 冊 

390,000人 

1,600,000冊 

評価  「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) △ 

評価理由 

事業目標は目標値を下回ったが、３０年度は３１年実施に向けた利用者サービ

スの調査や準備を行った。また、３１年３月にはＪＲ久留米駅へのブックポス

トの新設も行い、利用者の利便性の向上を図った。 

 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

・ＪＲ久留米駅にブックポストを設置し、図書館以外でも本の返却ができるよ

うにした。本の貸出ランキング表を掲示するなど読書ＰＲにも努めた。 

・平成３１年４月からの六ツ門図書館の月曜開館や本の有料宅配サービスの実

施に向けた準備を行った。 

工夫 
改善の 
成果 

・ＪＲ久留米駅のブックポストには週平均で３００冊ほどの返却本があり、利

用者に定着している。 

工夫 
改善の 
課題 

・図書館への来館が困難な者（特に高齢者や障害者）が利用できるサービスの

拡充や使いやすい施設の更なる整備が必要。 

・インターネットやＨＰを活用した利用者サービスの研究にも努めていく必要

がある。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

快適な読書環境の確保と図書資料の充実を図るとともに、老朽化した施設

の改修やＨＰを活用したＰＲの促進など、ソフト面、ハード面からのサー

ビスの拡充に取り組んでいく。 

 

平成３０年度重点事業シート 
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ⅲ 人権が確立されたまち 
 

市民一人ひとりがかけがえのない人間として尊重され、輝きを持ちながら暮らしていける地域

社会をつくるために、久留米市人権教育・啓発基本指針に基づき、久留米市人権啓発推進協議会

など各種団体と連携し、差別をなくす意志と実践力を身に付けた豊かな人権感覚を持った市民を

育成する教育・啓発活動を進めた。 

 

事業名 事 業 概 要 
決算額 

（千円） 
平成３０年度の実績 

【重点事業 35】 

人権教育・啓発推

進事業 

（人権・同和教育

課） 

全中学校区毎に「人権の

まちづくり推進協議会」

を設置し、これを中心と

した地域主体の人権教

育・啓発を推し進め、差

別をなくす意志と実践力

を身につけた豊かな人権

感覚を持った市民の育成

を図る｡ 

7,110 重点事業シート（P.68）に記載 

社会人権・同和教

育事業 

社会人権・同和教育研修

等による団体等の育成及

び進路保障を図るための

所要の事業を実施するな

ど社会人権・同和教育を

推進し、差別のない地域

社会の実現をめざす。 

12,056 

・団体主催研修等 

参加延べ人数･･･1,450名 

・研究集会等 

参加延べ人数･･･150名 

小・中学校人権・

同和教育事業 

部落差別をはじめとする

様々な差別の現実に学び

教職員の人権についての

認識を深めるとともに、

その研究成果を広く啓

発・普及することによっ

て、人権・同和教育の振

興・充実に資する。 

「学習理解力」「確かな

人権認識」「豊かな感性」

を併せ持った「学力」を

培う学習活動の研究と実

践を推進する。 

2,931 

 

うち、 

小学校６校 

1,931 

中学校３校 

1,000 

実践研究指定校９校に対し、１年

目の３校へ提案授業前後に指導助

言を行い、２年目の３校は中間報

告会を開催し、最終年の３校は研

究報告会を開催し、人権が尊重さ

れる学校づくりのあり方などの研

究成果の公開を行った。 

学校人権・同和教

育事業 

差別をなくす意志と実践

力を持った児童生徒を育

成し、社会に残る差別意

識を解消するため、久留

米市人権・同和教育研究

協議会の育成、質問教室

の実施、就園・就学・進

学奨励金等の給付を行う

など、基本的人権を尊重

する意識を醸成する教育

活動を推進する。 

20,136 

就園・就学・進学奨励金の給付、

久留米市人権・同和教育研究協議

会育成支援、学習指導員による質

問教室の支援のほか、地区児童生

徒の自立心を養成するとともに、

学力の向上を図った。 
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社会人権・同和研

修事業 

同和問題や男女共同参画

に関する問題をはじめと

する様々な人権問題に関

して「なるほど人権セミ

ナー」等の啓発事業を実

施するほか、人権・同和

教育を推進するリーダー

の養成、啓発資料の作成、

校区コミュニティセンタ

ー等における人権学習の

振興を図る。 

1,921 

「なるほど人権セミナー2018」 

     参加者数 1,867人 

 

人権のまちづくりコーディネータ

ー講座  受講生 137人 
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重点事業 35 

事 業 名 人権教育・啓発推進事業 担当課 人権・同和教育課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H28 決算 H29決算 H30決算 

７，１１０千円 ７，０１４千円 ７，１１０千円 

事業目的 

学園（保育園、幼稚園、小学校、中学校、特別支援学校、高等学校他）及び

地域（家庭、小学校区人権啓発推進協議会、企業他）の連携により地域に根

ざした人権教育・啓発活動を推進し、もって差別をなくす意志と実践力を身

に付け豊かな人権感覚を持った市民の育成を図ることを目的とする。 

事業内容 

〇全体的な取組：人権課題を解消していく主体者を育成する人権フェスタ、

人権講座、人権フィールドワーク等の開催 

〇地域の取組：家庭、地域住民、企業等が参加する人権講座等の開催 

〇学園の取組：保・幼・小・中・特支・高等の連携の中で、連絡会・授業公

開・実践レポート交流会・人権カリキュラムの検討・合同での進路･学力

保障・人権･部落問題学習会等の開催 

事業目標 

成果指標 

各中学校区人権のまちづ

くり推進協議会の活動の

活性化を図り、「差別をな

くす努力をする」市民の

割合が 50％以上 

H28実績 H29実績 H30実績 H30目標値 

25.5％ 

 【参考】

市民意識調

査 

47.2％ 

【参考】 

くるモニ 

 

40.0％ 

【参考】 

市民意識調

査 

50％以上 

 

 

 

評価  「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) △ 

評価理由 
平成 28 年度に行った市民意識調査と比べてかなり認知度は増加したが、成

果指標は目標値を下回ったため。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

 モデル地区を指定し、その取組を、校区人権協連合会と共同で開催する人

権のまちづくりブロック研修会で報告し、情報共有を図り、各中学校区の

取組の活性化を図る。 

工夫 
改善の 
成果 

 これまで、地域に偏った取組であった校区が組織を見直し、学園と地域が

協同した取組ができるようになった。また、人権フェスタ等の取組が増え、

本事業の取組の認知度が上がってきた。 

工夫 
改善の 
課題 

 校区によっては、学校と地域が協同で行う取組ができていないところもあ

り、組織の在り方や具体的な取組の内容等について、直接支援を行う必要

がある。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

 児童･生徒が各校種の系統的に取り組んでいる人権学習の学習内容を

地域の人権啓発の取組（人権フェスタ等）で発表し、学校と地域が一緒

になって人権のまちづくりを広めていくための情報共有を図る。 

 

平成３０年度重点事業シート 
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第５ 今後の方向性について 

 

学校教育 

 

Ⅰ 基本的な考え方 

令和元年度は、久留米市教育に関する大綱における本市の教育理念と基本目標

を踏まえ、平成２８年３月に策定した「第３期久留米市教育改革プラン（以下「プ

ラン」という。）の最終年度となる。 

プランの３年目にあたる平成３０年度の取組の進捗状況としては、学校安全へ

の支援や地域学校協議会提言の実働化の支援など、より高い成果が現れた取組が

ある一方で、学力の保障と向上の取組については、評価指標に届いていない状況

にある。 

このような中、学校教育では、道徳の特別の教科化や小学校における外国語の

教科化を含む本格実施が始まるほか、情報技術の革新により到来する新たな社会

を見据え、小学校でのプログラミング教育をはじめとする新たな学びが求められ

る一方で、急速に世代交代が進み、長時間勤務が常態化しているなど、教員を取

り巻く環境は大変厳しい状況にある。 

このような状況を踏まえ、令和元年度は、プランに掲げた３つの重点である「効

果の持続と課題の改善」を目指し、これまでの取組の総仕上げを行うとともに、

令和２年度がスタートとなる次期プランの策定に向けて、その成果と課題を総括

していく。また、子どもたちのより良い教育環境の実現に向けて、戦後初めてと

なる小学校の統合や人口動態の調査分析による小学校の適正規模化に向けた研

究に取り組む。 

また、教員の働き方改革のための人的体制の支援とともに教職員の研修の充実

に取り組み、教員の負担軽減や指導力の向上を図る。さらに、学校施設の老朽化

への対応のほか、経済的事由で就学困難な世帯への就学援助については、より困

難度の高い世帯を重点的に支援を行う。 

これらの取組を総合的に推進し、プランの目標である「ふるさと久留米を愛し、

ともに社会を生き抜く力の育成」を目指す。 

 

Ⅱ 重点取組 

１ 第３期教育改革プランに基づく教育施策の実施 

プラン最終年度となる令和元年度は、その基本方針である「効果の持続」と「課

題の改善」を踏まえ、重点に掲げる次の３点に沿って事業を推進する。 

 

（１）わかる授業【学力の保障と向上】～授業がわかる、学ぶ楽しさがわかる～ 

毎日の授業や校内研修の充実を図り、子どもに基礎的・基本的な知識・技能

を確実に身に付けさせるとともに、これらを活用して課題解決するために必要

な思考力・判断力・表現力等を伸ばすことで、授業がわかり、学ぶ楽しさを感

じることができる子どもを育む。 

また、全ての小・中学校で行われている「くるめ学」の学習や外国語教育を

充実させるとともに、ＩＣＴの活用を一層進め、学力の保障と向上に努める。 
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（２）たのしい学校【安心・安全な学校づくり】 ～学校が楽しい、仲間といる

のが楽しい～ 

不登校やいじめ問題への対策を着実に行い、児童生徒が安心して学べる学

級や楽しい学校生活を送ることができるように事業を推進する。その中で、

自分の大切さとともに、他者の大切さを認め、共感・協調できる子どもの育

成を図る。 

また、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーを配置して、

児童生徒や保護者の困りごとに対する相談体制の充実に取り組む。 

さらに、校務運営の効率化を図ることで、教師が子どもと向き合う時間を

確保し、安心・安全な学校づくりに努める。 

 

（３）久留米版コミュニティ・スクールの推進【学校・家庭・地域の協働】 

全ての小・中学校に設置している地域学校協議会を充実し、提言の実働化と

学校関係者評価の向上を図る。具体的には、地域人材の積極的な活用を図るこ

とによって、学習習慣や基礎・基本の知識技能の定着を中心とした取組、健や

かな成長を支える生活習慣づくりの取組、健全育成の取組等を推進する。 

 

２ 学校教育環境等の整備 

児童生徒が快適に学校生活を送ることができるように、老朽化した学校施設の

長寿命化対策やトイレ改修等を行うとともに、個々の児童生徒の状況への配慮並

びに多様な学習を行うことができる施設環境の整備に努める。 

また、小学校の小規模化への対応として、学校の統合に取り組むとともに、学

校規模の偏りを踏まえ、学校規模の適正化に向けた対策を進める。 

さらに、社会状況の変化を踏まえ、各種就学支援制度の適切な運用と就学環境

の整備を進める。 

 

 

生涯学習・社会教育・体育スポーツ・図書館 

 

Ⅰ 基本的な考え方 

令和元年度は、昨年オープンした九州最大規模となる「久留米アリーナ」の活

用により、市政の重要テーマ「誰もが楽しめるスポーツ環境の充実」の実現に向

けて、多くの人々が集い、市民が愛着や誇りを感じることができるよう、魅力あ

る事業の開催や久留米市を対外的に売り込むＭＩＣＥの誘致に取り組むととも

に、東京 2020 オリンピック・パラリンピックに向けた機運醸成事業を推進する。 

さらに、久留米市が有する歴史文化資源を、地域との協働により磨き上げると

ともに、関係部局と連携しながら、その最大限の活用を図り、久留米市の魅力向

上と地域の活性化に繋げていく。 

併せて、高齢者等を中心として市民の生涯学習ニーズが高まる中で、協働の視

点を持ちながら、生涯学習や健康増進、図書館事業等の取り組みを進める。 

 

Ⅱ 重点取組 

１ 生涯学習・社会教育の推進 

市民の自主的・自発的な学習活動を促進するため、ニーズに対応した市民講

座や教室を実施し、あらゆる世代への学習機会の提供に努めるとともに、社会

教育団体の支援や地域人材の発掘と育成を図り、生涯学習・社会教育を通じた
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地域づくりに取組む。 

また、生涯学習センターをはじめとする社会教育施設やコミュニティセンタ

ーの生涯学習ネットワークを強化し、豊かな学びの場の整備と多様な学習情報

の提供を図る。 

さらに、市民の学習活動の拠点である社会教育施設を利用者が安全に安心し

て利用できるよう改修を進める。 

 

２ 歴史的資源の保護・活用 

久留米市が有する歴史的な資源の適正な保護とその利用及び活用に努める

とともに、市民意識の醸成や地域文化の継承に役立てる。また、地域の活性化

につなげるために、地域と連携した事業の展開を図る。 

高良山から耳納北麓エリアにおける文化資源等を、歴史的な背景に基づくス

トーリーとして紹介・発信していくとともに、拠点や行程の環境整備等を行う。 

  

３ スポーツの推進 

市民がライフステージに応じて、身近な地域でスポーツに親しみ、健康づく

りに取り組むことができるよう、「久留米市スポーツ振興基本計画」に基づき、

各種スポーツ事業の実施や、スポーツ推進委員・各種競技団体・総合型地域ス

ポーツクラブ等との連携など、市民スポーツの推進に努める。 

また、九州最大規模の総合体育館「久留米アリーナ」が昨年オープンしたこ

とにより、さらに充実した久留米総合スポーツセンターを活かし、全国・九州

規模のスポーツ大会の誘致や、東京２０２０オリンピック・パラリンピック事

前キャンプ地に向けて、市民の機運を醸成する事業に取り組みを進める。 

あわせて、市民が安心して利用できるようスポーツ施設等の改修を進める。 

 

４ 市民の自己学習の場としての図書館づくり 

市民一人ひとりの学びと情報の拠点として市民生活の充実と地域社会の発

展を支える役割を果たすため、多様な図書資料や情報を収集・蓄積する。また、

利用者が求める資料・情報の的確な提供に努め、企画展示や講演会の実施など

により市民に親しまれ、役に立つ図書館づくりに努める。 

さらに、第３次久留米市子どもの読書活動推進計画に基づき、関係各部・各

課と連携して着実な進展を図り、子どもの豊かな人間形成と学習活動の支援に

取り組む。 

あわせて、石橋文化センターや久留米市美術館との連携事業を充実し、市立

図書館全体の総合力を高め、利用者サービスの充実及びまちづくりに貢献する

図書館づくりに取り組む。 

 



R1.5.10からR1.6.6 受付分まで
※区分の★は新規に申請があったもの

№ 日時 事業名 主催者名 場所 区分 担当課

1
令和元年8月25日(日)
12：00～

令和元年度　インガット
ホール活用実行委員会主
催事業
Ｊ－ＦＥＳ第8回城島音楽祭

インガットホール活用実
行委員会

城島総合文化セン
ター　インガットホー
ル

後援
城島文化ス
ポーツ課

2
令和元年9月14日(土)
14：00～

令和元年度　インガット
ホール活用実行委員会主
催事業
こどものためのオペラ「泣い
た赤鬼」

インガットホール活用実
行委員会

城島総合文化セン
ター　インガットホー
ル

後援
城島文化ス
ポーツ課

3
令和元年10月12日(土)
15：00～

令和元年度　インガット
ホール活用実行委員会主
催事業
吉田兄弟２０周年記念　三
味線だけの世界

インガットホール活用実
行委員会

城島総合文化セン
ター　インガットホー
ル

後援
城島文化ス
ポーツ課

4

令和元年7月12日(金)～
7月15日(月・祝)
10：00～17：00
※初日13:00から、最終日
16:00まで

重要無形文化財久留米絣
作品展

（公財）久留米絣技術保
存会
重要無形文化財久留米
絣技術保持者会
共催：久留米市

八女市横町町家交流
館

後援
文化財保護
課

5
令和元年9月27日(金)～
30日(月)

高松宮賜杯第63回全日本
軟式野球大会

高松賜杯第63回全日本
軟式野球大会(1部)実行
委員会

久留米市野球場・新
宝満川地区野球場
Ａ・小郡市野球場

後援
体育スポー
ツ課

6
令和元年8月11日(日)
10：00～16：30

福岡県環境教育学会第22
回年会

福岡県環境教育学会第
22回年会実行委員会

久留米大学御井キャ
ンパス

後援 学校教育課

7
令和元年6月29日(土)
15：30～17：00

高学年担任　プレミア講習
～「高学年は悩みが多い
の・・・」そんなお悩みをココ
で解決！全国のトッププロ
教師がやっている学級経営
から成績処理まで最高の
仕事の流儀～

ＫＲＭ４７ 久留米シティプラザ 後援 学校教育課

8
令和元年7月22日(月)～
11月30日(土)

にしてつキッズしごと体験
スクール

西日本鉄道株式会社
各クラス受入施設に
て開催予定

後援★ 学校教育課

9
令和元年7月30日(火)
10：30～15：30

まなぼう教室 福岡日経会
久留米ホテルエスプ
リ　ビジネスカンファ
レンスルーム3

後援★ 学校教育課

10
令和元年7月29日(月)
10：00～16：30

筑後地区夏季実技講習会
筑後地区小学校音楽教
育研究会

久留米市立高良内小
学校　グリーンホー
ル

後援 学校教育課

教育委員会後援事業等に関する報告

報告１－1



№ 日時 事業名 主催者名 場所 区分 担当課

11
令和元年8月3日(土)
10：00～11：30

第3弾　しろうと飼育奮闘塾
高等教育コンソーシアム
久留米

久留米大学御井学舎
(御井本館)1階11Ａ教
室

後援 学校教育課

12

令和元年8月 8日(木)、
                  9日(金)、
                 16日(金)、
                 17日(土)
10：30～15：00

小学生と大学生のふれあ
い教室　2019

高等教育コンソーシアム
久留米

くるめりあ六ツ門6階
みんくる　会議室1・
2、交流スペース、セ
ミナー室等

後援 学校教育課

13
令和元年11月2日(土)、
                  3日(日)
10：30～15：30

第31回ＭＯＡ美術館筑後児
童作品展

ＭＯＡ美術館筑後児童
作品展実行委員会

久留米市美術館1階
展示室

後援 学校教育課

14
令和元年8月 3日(土)、
　　　　　　　  10日(土)
10：00～17：00

病院探検隊２０１９ 田主丸中央病院 田主丸中央病院 後援
田主丸文化
スポーツ課

15
令和元年7月6日(土)～
9月1日(日)

夏の特別展　「昆虫なぜ？
なに？大発見～みて・さ
わって・たいけんしよう！」

福岡県青少年科学館
福岡県青少年科学館
1階特別展示室

後援 学校教育課

16
令和元年7月28日(日)
14：10～16：00
(受付開始13：50～)

久留米大学による　夏季中
学生向け講座

久留米大学地域連携セ
ンター

久留米大学　御井本
館1000号室、160～
164教室、パソコン室
等

後援 学校教育課

17
令和元年10月16日(水)～
10月20日(日)

公益社団法人　全国ビルメ
ンテナンス協会

公益社団法人福岡県ビ
ルメンテナンス協会

久留米市一番街多目
的ギャラリー

後援 学校教育課

報告１－2







報告３－１ 

 

 

 

 

令和元年度（平成 31 年度）久留米市学力・生活実態調査（中学校）の結果について 

 

１ 調査概要 

  中学校１年と２年を対象として、平成３１年４月１５日に、国語・数学・英語（２年

のみ）で実施しました。 

 

２ 教科に関する調査結果 

 中１ 中２ 

国語 数学 国語 数学 英語 

平均正答率（％） 
久留米市 62.9 58.1 60.7 52.9 62.4 

全国 62.8 58.0 63.0 56.8 69.0 

達成度（％） 100.2 100.2 96.3 93.1 90.4 
 

平均正答率 

   全問題数に占める正答数を百分率で表したもの 

  達成度 

   全国の平均正答率を 100とした場合の久留米市の値を百分率で表したもの 

 

２ 達成度の推移 
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教 育 委 員 会 資 料 

令和元年６月２１日 

教 育 部 学 校 教 育 課 

結果 

・ 中１は国語・数学とも年々上昇し、全

国平均を上回りました。 

 

・ 中２は全区分とも全国平均に達してお

らず、その数値も低下傾向にあります。 
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３ 学習・生活状況に関する主な調査結果 

(1) 平日の授業以外の学習時間（塾等を含む） 
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結果 

中１は「３０分以上１時間未満」「１時間以上２時間未満」が全国を上回り、「ほとん

どしない」は全国の約半分です。中２は、中 1と比較して二極化に振れています。 

結果 

１時間以上学習する生徒の割合は、前年度より 0.3 ポイント減少し、ほとんどしない

生徒の割合は、前年度より 0.8 ポイント増加しました。 
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(2) 楽しい学校（学校へ行くのは楽しい） 
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(3) 自尊感情（自分にはよいところがある） 
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結果 

中１、中２とも肯定的な回答が全国を上回りました。 

結果 

中１、中２とも肯定的な回答が全国を上回りました。 
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(4) 規範意識（学校のきまりを守っている） 
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(5) メディアの利用（平日にゲームをする時間） 
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結果 

中１、中２とも肯定的な回答が全国を上回りました。 

結果 

中１、中２とも「ほとんどしない」が全国を下回る一方で、「１時間以上する」割合

は全国を上回りました。 
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４ 学力向上に向けた主な取組 

① これまでの学力調査について、各学校の結果の推移等から要因を分析し、対策を検

討します。併せて、総合教育会議や有識者で構成する久留米市学力の保障と向上に関

する委員会での論議を通して、学力向上に関する幅広い知見を得ていきます。 

 

② 学力向上に係る目標や方法を掲げた「学力向上プラン」を各学校で策定し、自校の

学力の課題やその要因を教員間で共通理解しながら授業改善に取り組みます。なお、

この取組のモデルとなる「学力向上実践推進校事業」を推進します。 

 

③ これからの情報社会で不可欠なＩＣＴのメリットを活用し、協働的な学習による深

い学びが実現できるよう、教育ＩＣＴ活用推進校においてタブレット端末を活用した

授業実践に取り組みます。 

 

④ 習熟度別やチーム・ティーチングによる少人数指導を実施し、つまづきのある児童

生徒等への丁寧な指導を行うとともに、学校・家庭・地域が連携したスローメディア

の取組を進めます。 
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久留米市部活動方針の策定について 

 

１ 部活動について 

部活動は、わが国のスポーツや文化芸術等の振興を支えてきたばかりでなく、学

校教育の一環として、生徒の心身の発達や社会性・人間性の育成に資するとともに、

教職員にとっても学級や授業中には見ることができない生徒の姿を把握できるな

どの教育的意義があります。 

 

２ 策定の背景 

部活動については、顧問となる教員の長時間労働や過度な練習による生徒の心身

の発達への影響などが課題として挙げられています。 

こうした中、国は、部活動が持続可能なものとなるよう部活動に係るガイドライ

ンを策定しました。また、福岡県も国のガイドラインを受けて、運動部活動の在り

方に関する指針を策定しています。 

平成３０年 ３月 運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン（スポーツ庁） 

平成３０年１２月 文化部活動の在り方に関する総合的なガイドライン（文化庁） 

平成３０年１２月 福岡県運動部活動の在り方に関する指針 

 

 

３ 久留米市の対応 

 ① 基本的な考え方 

国のガイドラインでは「当該ガイドラインに則り、都道府県の方針を参考に、

市区町村教育委員会等が設置する学校に係る部活動の方針を策定する」とされて

います。本市においても、部活動が持続可能なものとなるよう部活動の方針を策

定します。 

 

 ② 対象 

  久留米市立中学校・高等学校の運動部活動及び文化部活動 

 

 ③ 策定方法 

   中体連会長・中文連会長・高等学校校長代表・中学校ＰＴＡ代表・高等学校

ＰＴＡ代表で構成する策定委員会を設置します。 

定 例 教 育 委 員 会 資 料 

令 和 元 年 ６ 月 １ ８ 日 

教 育 部 学 校 教 育 課 
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